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3. 事例 6 

(1) 仮想事例 
(2) 五庁による事例研究 

            
4. 五庁による事例研究の概要（事例 4-6） 

 
5. 五庁による事例研究の分析（事例 4-6） 
 
6. 五庁事例研究に対する五庁ユーザーの意見（事例 4-6） 
 
7. 五庁事例研究のまとめ（事例 4-6） 

 
 

 
（注） 
１．この事例研究においては、ユーザー及び五庁による判断の目的は請求項に係る発明の

明確性及びサポート要件に焦点を当てている。 
 
２．この事例研究は、スナップショット評価（すなわち、仮想事例において概要が述べら

れている特定の具体例に関する評価）のみを反映したにすぎず、有効な一般的結論を導く

に十分と言えるほど代表的なものではない。 
 
３．この事例研究の結果及び要約は単に示唆的なものであり、五庁に対して法的拘束力を

与えるものではない。 
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事例 4 
 
【請求項 1】  
タッチスクリーンに表示されたキーボード配列に対するタッチ操作によって文字が入力さ

れる装置であって、 
複数種類のキーボード配列を記憶した半導体メモリ（34）と、 
タッチスクリーン（12）中の、キーボード配列（15）のキーが表示されていない予め定

められた領域に対してタッチがなされたか否かを判断するタッチ検出手段（31）と、 
前記タッチ検出手段（31）により前記予め定められた領域に対してタッチがなされたと判

断された場合に、タッチスクリーンに表示中のキーボード配列を、前記半導体メモリ

（34）に記憶された他のキーボード配列のいずれかに変更するキーボード変更手段

（33）と、 
を備えた装置。 
【明細書】 
本発明は、文字入力装置として機能することができるスマートフォンやタブレット等の情

報端末装置に関するものであって、装置のタッチスクリーンに表示されるキーボード配列

を容易に変更可能とすることを課題とするものである。 
本発明は、タッチスクリーンに表示されたキーボード配列に対するタッチ操作によって文

字が入力される装置に関するものであって、上記課題を解決する文字入力装置として、複

数種類のキーボード配列を記憶した半導体メモリ（34）と、タッチスクリーン（12）中

の、キーボード配列（15）のキーが表示されていない予め定められた領域に対してタッチ

がなされたか否かを判断するタッチ検出手段（31）と、前記タッチ検出手段（31）によ

り前記予め定められた領域に対してタッチがなされたと判断された場合に、タッチスクリ

ーンに表示中のキーボード配列を、前記半導体メモリ（34）に記憶された他のキーボード

配列のいずれかに変更するキーボード変更手段（33）とを備えたものを提供する。以下、

具体的な実施態様について説明する。 
図 1 は、本発明の実施形態の一つであるスマートフォン 10 の斜視図である。同図に示す

ように、スマートフォン 10 はハードウェア操作キー11、タッチスクリーン 12、マイクロ

ホン 17、及びスピーカー18 を備えている。 
スマートフォン 10 は、ユーザによる所定の操作によって切り替えることができる複数の

文字入力用の動作モードとして、キーボード入力動作モードや手書き入力動作モード等を

備えており、これら動作モードによって文字入力装置として機能する。キーボード入力動

作モードの場合は、タッチスクリーン 12 にキーボード配列が表示されており（図 2）、

ユーザが指又はタッチペン 20 でキーボード配列に触れることによって文字が入力され、

その入力された文字がタッチスクリーン 12 の別の領域に表示される。 
また、スマートフォン 10 は、CPU 及び半導体メモリを備えている。CPU は、半導体メ

モリに記憶されたプログラムを実行する処理ユニットであって、スマートフォン 10 の各

部を制御する処理を行うとともに、後述する各機能を実現する。半導体メモリは、本発明

を実施するためのプログラムやデータを記憶するとともに、CPU のワークメモリとして

も動作する。 
以下、キーボード動作モードのスマートフォン 10 において行われる処理について、図 3
を用いて説明する。 
図 3 は、スマートフォン 10 の機能ブロックの一部を示す図である。タッチ検出部 31 は、

タッチスクリーン 12 の予め定められた領域に対してユーザによるタッチがなされたか否

かを判断する。なお、タッチ操作とは、指やタッチペン 20 などでタッチスクリーン 12
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に触れる操作である。前記予め定められた領域は、タッチスクリーン 12 中の、キーボー

ド配列 15 においてキーが表示されていない領域（図 2 において斜線で示される領域）と

する。 
キーボード変更部 33 は、タッチ検出部 31 から前記予め定められた領域にタッチがなさ

れたことを示す信号が入力された場合に、表示中のキーボード配列を、半導体メモリ 34
に記憶されている他のキーボード配列のいずれかに変更する制御を行う。 
キーボード変更部 33 の上記制御について、より具体的に説明する。半導体メモリ 34 は、

「大文字アルファベットキーボード配列」、「小文字アルファベットキーボード配列」及

び「数字テンキーキーボード配列」の 3 種類のキーボード配列を、この順序で記憶してい

る。例えば、タッチスクリーンに「大文字アルファベットキーボード配列」が表示されて

いる状態において、タッチがなされたことを示す信号がキーボード変更部 33 に入力され

た場合には、キーボード変更部 33 は、タッチスクリーンに表示されている「大文字アル

ファベットキーボード配列」を、半導体メモリ 34 において「大文字アルファベットキー

ボード配列」の次に記憶されている「数字テンキーキーボード配列」又は「小文字アルフ

ァベットキーボード配列」のいずれかに変更する制御を行う。【図面】

 
 
 
論点 
請求項 1 の「～する手段 means for ～ing」（＊）という記載が存在することに起因して

請求項 1 に係る発明が不明確となっているか。 
請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 
 
（＊） 
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「タッチスクリーン（12）中の、キーボード配列（15）のキーが表示されていない予め

定められた領域に対してタッチがなされたか否かを判断するタッチ検出手段（31）」、及

び、 
「前記タッチ検出手段（31）により前記予め定められた領域に対してタッチがなされたと

判断された場合に、タッチスクリーンに表示中のキーボード配列を、前記半導体メモリ

（34）に記憶された他のキーボード配列のいずれかに変更するキーボード変更手段

（33）」 
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1.  事例 4 
(2) 五庁による事例研究 
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仮想事例 4 についての事例研究 
 

 
Name of Office:EPO 
 
1.  請求項 1 に係る発明は明確性要件を満たしているか。 
☒    Yes 

    ☐    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
2.  上記 1.において「Yes」（明確性要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当てはま

る」と回答した場合は、明確性要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
  「～のための手段（means for）」という語句はコンピュータ実施関連発明の分野

において十分に確立されている。GL, F-IV, 4.13を参照：データ処理／コンピュータプ

ログラム分野では、ミーンズ・プラス・ファンクションタイプ（「〜のための手段」）の装

置の特徴は、単に実行するための適切な手段ではなく、関連するステップ／機能を実施す

るように適合された手段として解釈される。クレームを理解しようとして読む場合には、

装置への制限を減らすことが可能である。この語句は、処理装置あるいはそれらの組み合

わせを提供することで、例えばソフトウエアなどによる異なる実施の余地を残している。 
 
第一の機能的特徴、すなわち、 
「タッチスクリーン（12）中の、キーボード配列（15）のキーが表示されていない領

域に対してタッチがなされたか否かを判断するタッチ検出手段（31）」に関して、 
 
ヒューマンマシンインタフェース、より詳細には（発明の分野が記載されている明細書

の最初の段落(パラグラフ)に記載されるように）タッチスクリーンがあるスマートフォン

又はタブレットの分野の当業者は「タッチ検出手段」などをどのように設計するかを知っ

ているだろうことから、この特徴は明確であると考える。 

 タッチ操作検出手段で実施される機能（条件付き決定）もまた十分に明確に特定されて

いる。 
 
機能クレームの明確性を判断するために、EPOの審査官は、欧州特許条約（EPC）の第

８４条：「クレームには、保護が求められている事項を明示する。クレームは、明確かつ

簡潔に記載し、明細書により裏付けがされているものとする。」、及び特に欧州ガイドラ

イン、パートF-IV 2.1（「当業者が本発明の技能を行使せずに、この機能を実施するため

の何らかの手段を提供することに何の困難もないならば、機能的特徴が含まれてもよ

い」）を参照する。  
 
第二の機能的特徴は、 
 「前記タッチ検出手段（31）により前記予め定められた領域に対してタッチがなされ

たと判断された場合に、タッチスクリーンに表示中のキーボード配列（15）を、前記半導

体メモリ（34）に記憶された他のキーボード配列（15）のいずれかに変更するキーボー

ド変更手段（33）」であり、 
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 第二の機能的特徴に関して、当業者はディスプレイ・スイッチング・コントロール手段

の機能及び当該機能を実行するキーボード変更手段をどのように設計するかを容易に理解

できるであろう。この第二の機能的特徴を示す１節（「前記タッチ検出手段（31）により

前記予め定められた領域に対してタッチがなされたと判断された場合に」）は、タッチ操

作がキーボード配列（１５）のキーがタッチスクリーン上に表示されていない特定の領域

で行われた場合にのみ、キーボード変更手段はキーボード配列を変更することを教示する。

よって、タッチ操作は、明細書の２ページの３段落（第６段落に対して）に記載された実

施形態、すなわち特定の領域で行われるものに限定される。特定の領域とは以下を示す：

「上記の特定の領域は、キーボード配列のキーがタッチスクリーン１２上に表示されてい

ない領域である。」 
 
注：コンピュータ実施関連発明（CII）の分野であっても、審査官はこの機能的特徴にお

ける「～のための手段（means for）」は「～に適合した手段」と理解するであろうこ

とから、出願人は、例えば「前記タッチ検出手段（31）により前記予め定められた領

域に対してタッチがなされたと判断された場合に、タッチスクリーンに表示中のキー

ボード配列（１５）を、前記半導体メモリ（34）に記憶された他のキーボード配列

（１５）のいずれかに変更するキーボード変更手段（33）」のようにクレームを組み立

てることでより明確に請求項をドラフトすることもできた。出願書類では、段落８で

この適合を実施する１つの方法（即ち、キーボード変更手段を適合させるための１つ

の方法は、タッチ検出部及びキーボード変更部の間に信号を送ることである）を記載

している。 
 
3.  上記 1.において「No」（明確性要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当て

はまる」と回答した場合は、明確性要件を満たさないと判断する理由を記載してくだ

さい。 
 
4.  請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 

☒     Yes 
☐    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
5.  上記 4.において「Yes」（サポート要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当ては

まる」と回答した場合は、サポート要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 

 サポート要件は同じ EPCの同じ第８４条に定義されている（「クレームには、保護

が求められている事項を明示する。クレームは、明確かつ簡潔に記載し、明細書により裏

付けがされているものとする。」） 
 
  EPO の審査官は、請求項の本文と明細書の本文とを比べ、例えば可能な不適当や不

一致を発見する。 
  さらに EPO のガイドラインでは、セクション F-IV 6 で審査官に説明している。EPO
ガイドラインの全般的な説明では：「クレームは明細書によって支持されなければならな

い。これは、すべてのクレームの主題について明細書中に根拠がなければならないこと、

及びクレームの範囲は、明細書及び図面の範囲、及び当該技術への貢献で正当化されるも

のよりも広くてはいけない。」 
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本件において、クレームで特定される全ての特徴及びその各機能は明細書中に根拠が示

されている、すなわち、 
 
 クレームの最初の部分：「タッチスクリーンに表示されたキーボード配列に対するタッ

チ操作によって文字が入力される装置であって、」は、明細書の第２ページの第１段落

（第４段落に対して）基づいているが、そこでは、「文字が入力される装置」という表現

が文字通り示されている。また入力装置の機能は明細書の同じ段落と図１と図２でサポー

トされている。 
 
「メモリ」という特徴及び「複数種類のキーボード配列を記憶した」というその機能は、

明細書の第９段落でサポートされている（メモリ３４は３種類のキーボード配列を記憶す

る）。 
 

 「キーボード配列（15）のキーが表示されていない予め定められた領域に対してタッチ

がなされたか否かを判断するタッチ検出手段（31）」という特徴は、明細書の図３を説明

される本文でサポートされている。 
  
「前記タッチ検出手段（31）により判断された場合に、タッチスクリーンに表示中のキ

ーボード配列（15）を、前記半導体メモリ（34）に記憶された他のキーボード配列（15)
のいずれかに変更するキーボード変更手段（33）」という特徴は、明細書の第８段落でサ

ポートされている。（キーボード変更手段部 33 は、キーボード配列の表示を制御する。タ

ッチ検出手段３１が前記予め定められた領域に対してタッチがなされたことを示して信号

を送る場合には、ユニット 33 は、タッチスクリーンに表示されているキーボード配列

（15）を半導体メモリ（34）に記憶された他のキーボード配列（15）のいずれかに変更

する。） 
 
6.  上記 4.において「No」（サポート要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも

当てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たさないと判断する理由を記載してく

ださい。 
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仮想事例 4 についての事例研究 
 

 
Name of Office:     JPO          
 
1.  請求項 1 に係る発明は明確性要件を満たしているか。 

☒    Yes 
     ☐    No 
 ☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
2.  上記 1.において「Yes」（明確性要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当てはま

る」と回答した場合は、明確性要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
 請求項に係る発明は、明確でなければならない（特許法第 36 条第 6 項第 2 号）。特

許請求の範囲の記載は、新規性、進歩性等の特許要件の判断対象及び特許権の権利範

囲がこれによって確定されるという点において重要な意義を有するものであるから、

その記載は正確でなければならず、一の請求項から発明が明確に把握されることが必

要である。同号の要件（明確性要件）は、これを担保するものである。 
 明確性要件を満たすためには、請求項に係る発明の範囲が明確であること、すなわ

ち、ある具体的な物や方法が請求項に係る発明の範囲に入るか否かを当業者が理解で

きるように記載されていることが必要であり、また、その前提として、発明特定事項

の記載が明確である必要がある。さらに、特許を受けようとする発明が請求項ごとに

記載されるという、請求項の制度の趣旨に照らして、一の請求項に記載された事項に

基づいて、一の発明が把握されることも必要である。（審査基準第 II 部第 2 章第 3 節 

明確性要件「2.1 明確性要件についての判断に係る基本的な考え方」） 
ここで、機能、特性等による表現を含む請求項においては、発明の範囲が明確であ

っても、出願時の技術常識を考慮すると、機能、特性等によって規定された事項が技

術的に十分に特定されていないことが明らかであり、明細書及び図面の記載を考慮し

ても、請求項の記載に基づいて、的確に新規性、進歩性等の特許要件の判断ができな

い場合がある。このような場合には、一の請求項から発明が明確に把握されることが

必要である、という特許請求の範囲の機能を担保しているといえないから、明確性要

件違反となる。（審査基準第 II 部第 2 章第 3 節 明確性要件「4. 特定の表現を有する

請求項についての取扱い」） 
 
 本願請求項 1 には、以下の機能、特性等を用いて物を特定しようとする記載がある。 
（1）「タッチスクリーン（12）中の、キーボード配列（15）のキーが表示されていな

い領域に対してタッチがなされたか否かを判断するタッチ検出手段（31）」、及び、 
（2）「前記タッチ検出手段（31）により前記予め定められた領域に対してタッチがな

されたと判断された場合に、タッチスクリーンに表示中のキーボード配列を、前記半

導体メモリ（34）に記憶された他のキーボード配列のいずれかに変更するキーボード

変更手段（33）」 
 
（1）について検討する。 
当該「・・・を判断するタッチ検出手段（31）」とは、請求項の記載及び技術常識か

ら、 “タッチスクリーン中のキーボード配列のキーが表示されていない領域に対してタ
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ッチがなされた”という場合に、“タッチがあった”と判断するという手段を意味すると、

当業者であれば理解することができる。 
したがって、当該「・・・を判断するタッチ検出手段（31）」の意味するところは、

当業者にとって明確である。 
 
なお付言すると、明細書には、上記タッチ検出手段について、図面を参照しながら、

タッチスクリーン 12 のキーが表示されていない領域に対してユーザが指やタッチペン

20 などで触れるというタッチがなされると、当該タッチの情報がタッチ検出部 31 に

伝達されてタッチがあったと判断されることが記載されている。 
 そして、タッチがなされてから、タッチがあったと判断するまでの手段については、

技術常識を考慮すると、タッチ情報をデジタル等の信号にかえて、その信号を電圧パ

ルス等の手段により伝達し、装置内に内蔵された汎用プログラムなどにより、伝達さ

れた信号情報に基づいてタッチがあったと判断するというようなごく一般的に採用さ

れる手段を当業者は十分に把握することができる。 
したがって、請求項の記載に加えて明細書及び図面を参酌すると、上記「・・・を

判断するタッチ検出手段（31）」の意味するところを、当業者であればより具体的に理

解することができる。 
 

（2）について検討する。 
当該「・・・に変更するキーボード変更手段（33）」とは、請求項の記載及び技術常

識から、“タッチ検出手段（31）により前記予め定められた領域に対してタッチがなさ

れたと判断された”という場合に、“タッチスクリーンに表示中のキーボード配列を、

半導体メモリに記憶された他のキーボード配列のいずれかに変更する”手段を意味する

と、当業者であれば理解することができる。 
 したがって、当該「・・・に変更するキーボード変更手段（33）」の意味するところ

は、当業者にとって明確である。 
  
なお付言すると、明細書には、上記キーボード変更手段について、図面を参照しな

がら、タッチ検出部 31 においてタッチがあったと判断されると、当該タッチがあった

ことを示す信号がキーボード変更部 33 に伝達されて、タッチスクリーン 12 に表示中

のキーボード配列を半導体メモリ 34 に記憶されている他のキーボード配列のいずれか

に変更することが記載されている。 
 そして、タッチ検出部 31 においてタッチがあったと判断されてから、タッチスクリ

ーン 12 に表示中のキーボード配列を半導体メモリ 34 に記憶されている他のキーボー

ド配列のいずれかに変更するまでの手段については、技術常識を考慮すると、タッチ

があったという判断結果をデジタル等の信号にかえて、その信号を電圧パルス等の手

段により伝達し、装置内に内蔵された汎用のプログラムなどにより、伝達された信号

に基づいて、半導体メモリに記憶されている他のキーボード配列を取得してタッチス

クリーン 12 に表示中のキーボード配列を当該取得した画像に変更するといったような

ごく一般的に採用される手段を当業者は十分に把握することができる。 
したがって、請求項の記載に加えて明細書及び図面を参酌すると、上記「・・・に

変更するキーボード変更手段（33）」の意味するところを、当業者であればより具体的

に理解することができる。 
よって、この請求項に係る発明は明確である。 
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3.  上記 1.において「No」（明確性要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当て

はまる」と回答した場合は、明確性要件を満たさないと判断する理由を記載してくだ

さい。 
 
4.  請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 

☒    Yes 
   ☐    No 
 ☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
5.  上記 4.において「Yes」（サポート要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当ては

まる」と回答した場合は、サポート要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
請求項に係る発明は、発明の詳細な説明に記載した範囲を超えるものであってはな

らない（特許法 36 条 6 項 1 号）。発明の詳細な説明に記載していない発明を特許請求

の範囲に記載することになれば、公開されていない発明について権利が発生すること

になる。同号の要件（サポート要件）は、これを防止するためのものである。（審査基

準第 II 部第 2 章第 2 節 サポート要件「1. 概要」） 
サポート要件を満たすか否かは、請求項に係る発明と、発明の詳細な説明に発明と

して記載されたものとの実質的な対応関係について検討することによって判断される。

この検討は、請求項に係る発明が、発明の詳細な説明において「発明の課題が解決で

きることを当業者が認識できるように記載された範囲」を超えるものであるか否かを

調べることによりなされ、超えていると判断された場合は、サポート要件を満たして

いないことになる。（審査基準第 II 部第 2 章第 2 節 サポート要件「2. サポート要件

についての判断」） 
 
本願発明の課題は、明細書の記載から、文字入力装置として機能することができる

スマートフォンやタブレット等の情報端末装置に関するものであって、装置のタッチ

スクリーンに表示されるキーボード配列を容易に変更可能とすることといえる。 
本願の明細書及び図面には、上記課題を解決するための手段として、タッチスクリ

ーンの予め定められた領域に対してユーザによるタッチがなされたか否かを判断する

タッチ検出部と、タッチ検出部からタッチがなされたことを示す信号が入力された場

合に、表示中のキーボード配列を、半導体メモリに記憶されている他のキーボード配

列のいずれかに変更する制御を行うキーボード変更部を用いる手段が記載されている

（図 3 及び明細書中の図 3 を用いた説明の箇所参照）。 
そして、上記 2.で言及した技術常識を考慮すると、当業者であれば、上記課題は、

上記タッチ検出部のような検出手段と、上記キーボード変更部のようなキーボード変

更手段によって、本願発明の課題が解決できると認識することができる。 
他方、請求項 1 には、上記手段が反映されている。 

したがって、請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たす。 
 

6.  上記 4.において「No」（サポート要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たさないと判断する理由を記載して

ください。 
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仮想事例 4 についての事例研究  
 

 
Name of Office:        KIPO                           
 
1.  請求項 1 に係る発明は明確性要件を満たしているか。 
☒    Yes 
☐    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
2.  上記 1.において「Yes」（明確性要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当て

はまる」と回答した場合は、明確性要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 

出願時の発明の詳細な説明又は図面及び背景技術を参酌することで、当業者が請求項

に記載された主題を理解できる場合には、原則として、請求項に係る発明が明確かつ簡潔

に規定されているものと判断する。 
上記請求項の場合、発明の詳細な説明又は図面を参酌することで、当業者は請求項に記

載された主題及び「～する手段 means for ～」という記載を明確に理解できるので、

当該請求項は韓国特許法第 42条(4)(ii)の要件を満たすと判断することができる。 
 
3.  上記 1.において「No」（明確性要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、明確性要件を満たさないと判断する理由を記載してくださ

い。 
 
4.  請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 
☒    Yes 
☐    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
5.  上記 4.において「Yes」（サポート要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
請求項が本件発明の明細書にサポートされているか否かは、請求項に記載される主題に

対応する事項が本件発明の明細書に記載されているか否かにより当業者の立場から判断さ

れる。本件発明の請求項と明細書が文字通りに同一であるというよりも、主題に言及する

請求項が本件発明の明細書の範囲を超えるものであるかどうかを当業者の視点で精査すべ

きである。 
この場合、請求項に記載される特徴は明細書の記載によりサポートされていることが当業

者に明白である。 
 
6.  上記 4.において「No」（サポート要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも

当てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たさないと判断する理由を記載してく

ださい。 
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仮想事例 4 についての事例研究 
 

 
Name of Office:        CNIPA               
 
1.  請求項 1 に係る発明は明確性要件を満たしているか。 
☒    Yes 
☐    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
2. 上記 1.において「Yes」（明確性要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当てはま

る」と回答した場合は、明確性要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
特許請求の範囲は、明確かつ簡潔に特許の保護範囲を定めるものとする。(PATENT 

LAW OF THE PEOPLE’S REPUBLIC OF CHINA, Article 26.4) 
特許請求の範囲の明確性は、発明又は実用新案が求める保護範囲を決定するために極め

て重要である。特許請求の範囲は明確にすべきという要件は、一方では各請求項は明確で

ある必要があり、他方では特許請求の範囲は全体として同様に明確である必要がある、と

いうことを意味する。 
 製品クレームは、製品の発明又は実用新案に好適であり、通常製品の構造的特徴を定義

する。特定の場合、構造的特徴を、製品クレーム中の 1 以上の技術的特徴を明確に記載す

ることができない場合には、物理的又は化学的パラメータで記載することを認めている。

構造的あるいはパラメータの特徴によっても特徴を明確に記載できない場合には、方法の

特徴で記載することを認めている。パラメータを使って記載する場合には、明細書の教示

により又は従来技術の慣用的手段により、当該パラメータは当業者が明確かつ確実に判断

できるものでなければならない (GUIDELINES FOR PATENT EXAMINATION, Part II, 
Chapter 2, Section 3 “The Claims”, 3.2.2 “Clarity”)。 
通常、製品クレームでは、発明を定義する際に、機能又は効果の特徴はできるだけ使用

すべきではない。構造的特徴で特定の技術的特徴を定義することができない場合、あるい

は構造的特徴よりも機能又は効果の特徴で定義することがより適切な場合、及び当該機能

や効果が明細書中に記載されるか又は従来技術の慣用的手段により実験又は実施を直接的

に及び肯定的に検証することができる場合にのみ、製品クレーム中の機能又は効果の特徴

で定義することが認められる。 
請求項中で機能で定義される技術的特徴は、当該機能を実行することができる全ての

手段を包含するものとして解釈される。(GUIDELINES FOR PATENT EXAMINATION, 
Part II, Chapter 2, Section 3 “The Claims”, 3.2.1 “Support in the Description”) 

請求項１は機能的定義を含み、それは以下の機能と特性により技術的特徴を定義して

いる。 
 (1)  「タッチスクリーン（12）上の、キーボード配列（15）のキーが表示されていない

予め定められた領域に対してタッチがなされたか否かを判断するタッチ検出手段（31）」 
(2)  「前記タッチ検出手段（31）により前記予め定められた領域に対してタッチがなさ

れたと判断された場合に、タッチスクリーンに表示中のキーボード配列を、前記半導体メ

モリ（34）に記憶された他のキーボード配列のいずれかに変更するキーボード変更手段

（33）」 
(1)に関して、請求項１中の機能により定義される「タッチ検出手段」の技術的特徴は、
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「タッチスクリーン上の、キーボード配列のキーが表示されていない予め定められた領域

に対してタッチがなされたか否かを判断する」という機能を実施することができる全ての

手段を包含するものとして解釈される。 
従って、請求項の記載及び当該技術分野の技術常識を考慮することで、「～を判断する

タッチ検出手段（31）」が正確に意味することは、当業者が明確に理解することができる。 
(2)に関して、請求項１の機能で定義される「キーボード変更手段」の技術的特徴は、

「前記タッチ検出手段によりタッチが前記予め定められた領域に対してなされたと判断さ

れた場合に、タッチスクリーンに表示中のキーボード配列を、前記半導体メモリに記憶さ

れた他のキーボード配列のいずれかに変更する」という機能を実施することができる全て

の手段を包含するものとして解釈される。 
従って、請求項の記載及び当該技術分野の技術常識を考慮することで、「～に変更する

キーボード変更手段」が正確に意味することは、当業者が明確に理解することができる。 
よって、請求項１は明確性要件を満たす。 

 
3.  上記 1.において「No」（明確性要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、明確性要件を満たさないと判断する理由を記載してくださ

い。 
 
4.  請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 
☒    Yes 
☐    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
5.  上記 4.において「Yes」（サポート要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
特許請求の範囲は明細書によりサポートされるものとする。(PATENT LAW OF THE 

PEOPLE’S REPUBLIC OF CHINA, Article 26.4)  
 「特許請求の範囲は明細書によりサポートされるものとする」とは、各請求項で保護が

求められる技術的解決は、当業者が明細書に十分に開示された内容から直接、あるいは一

般化することで到達することができる解決であり、明細書に開示された内容の範囲を超え

てはならない。 
 通常請求項は、明細書に提示される 1 つ以上の実施形態あるいは実施例から一般化され

たものである。請求項は、明細書において開示された内容の範囲を超えて一般化してはな

らない。当業者が、明細書に示された実施形態の全ての同等物又は明白な変形物が、同一

の特性又は用途を有するということを合理的に推測できる場合には、出願人は、全ての同

等物又は明白な変形物を網羅するために請求項の保護範囲を一般化することができる。請

求項が適切に一般化されているかどうかを判断する際には、審査官は従来技術を参照する

必要がある。 
普通名称で又は相等する選択肢により一般化された請求項については、審査官はその

一般化が明細書によりサポートされうるか否かを検討する。請求項の一般化が出願人が推

測する内容を含み、その効果を前もって判断又は評価することが難しい場合には、当該一

般化は明細書の開示範囲を超えるものと見做される。請求項の一般化は、当業者が、普通

名称又は相等する選択肢に含まれる 1 つ以上の特定の名称又は選択肢が、発明又は実用新

案により解決しようとする技術的課題を解決できない、及び同様の技術的効果を達成する
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ことができない、という合理的な疑いを持つ場合には、請求項は明細書によりサポートさ

れていないものとなる。これらの場合、審査官は第 26 条(4)によりサポート欠如で拒絶を

提起し、出願人に請求項の補正を要求する。 
通常、製品クレームでは、発明を定義する際に、機能又は効果の特徴はできるだけ使

用すべきではない。構造的特徴で特定の技術的特徴を定義することができない場合、ある

いは構造的特徴よりも機能又は効果の特徴で定義することがより適切な場合、及び当該機

能や効果が明細書中に記載されるか又は従来技術の慣用的手段により実験又は実施を直接

的に及び肯定的に検証することができる場合にのみ、製品クレーム中の機能又は効果の特

徴で定義することが認められる。 
請求項中で機能により定義される技術的特徴は、当該機能を実行することができる全

ての手段を包含するものとして解釈される。機能により定義される特徴を含む請求項では、

機能による定義が明細書でサポートされているかどうかを検討する。実施形態において機

能が特定の方法で実行される場合、及び機能が明細書に記載されていない他の代替手段で

実行されうることを当業者が理解しない場合、あるいは機能による定義に包含される 1 つ

以上の手段が発明又は実用新案により解決しようとする技術的課題を解決できず、さらに

同様の技術的効果を得ることができないと当業者が合理的な疑いを持つ場合には、他の代

替手段又は技術的課題を解決できない手段を包含するような機能による定義は、請求項中

では認められない。 
(GUIDELINES FOR PATENT EXAMINATION, Part II, Chapter 2, Section 3 “The Claims”, 
3.2.1 “Support in the Description”) 
請求項１は機能的定義が含むが、それは以下の機能と特性により技術的特徴を定義して

いる。 
(1)  「タッチスクリーン（12）上の、キーボード配列（15）のキーが表示されていない

予め定められた領域に対してタッチがなされたか否かを判断するタッチ検出手段（31）」 
(2)  「前記タッチ検出手段（31）により前記予め定められた領域に対してタッチがなさ

れたと判断された場合に、タッチスクリーンに表示中のキーボード配列を、前記半導体メ

モリ（34）に記憶された他のキーボード配列のいずれかに変更するキーボード変更手段

（33）」 
 明細書に基づき、本件発明が解決すべき課題は、スマートフォンやタブレットなどのポ

ータブル端末に関し、ユーザーが 1 つのタッチスクリーン中のキーボード配列画像から他

のキーボード配列画像への変更を容易に可能とする文字入力装置を提供することである 

（明細書のパラグラフ 1 を参照）。 
上記の課題を解決する手段として、明細書及び図面は以下の手段を含む：タッチスクリ

ーンの予め定められた領域に対してユーザーによるタッチがなされたか否かを判断するタ

ッチ検出部；及び、タッチ検出部がタッチがなされたことを示す信号を送信した場合、タ

ッチスクリーン中のキーボード配列を半導体メモリに記憶された他のキーボード配列に変

更するキーボード変更部。また明細書は、タッチ検出部及びキーボード変更部を操作して

行う詳細なステップを開示する（明細書のパラグラフ７－９を参照）。 

明細書の記載及び当該技術分野の技術常識に基づいて、当業者は、明細書に示される

実施形態の全ての同等物又は明白な変形物が、同一の特性又は用途を有するということを

合理的に推測できる。さらに当業者は、請求項 1 に記載される機能を特徴とする定義は、

当該発明により解決しようとする技術的課題を解決することができない方法を包含してい

ないことを合理的に推測できる。よって、請求項１の特徴(1)及び(2)は認められる。 
 以上から、請求項１の機能を特徴とする定義は許容されるので、請求項１はサポート要

件を満たす。 
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6.  上記 4.において「No」（サポート要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも

当てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たさないと判断する理由を記載してく

ださい。 
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仮想事例 4 についての事例研究 
 

 
Name of Office:  USPTO     
 
1.  請求項 1 に係る発明は明確性要件を満たしているか。 

☒    Yes 
     ☐    No 
 ☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
2.  上記 1.において「Yes」（明確性要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当てはま

る」と回答した場合は、明確性要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
米国特許法第１１２条（ｂ）「明細書は、出願人が自己の発明と信じる主題を具体的に特

定し、明確に請求した一又は複数のクレームで完結するようにしなければならない。」 
 
米国特許法第１１２条（ｆ）「クレームの構成要素は、その構造、材料、又は作用を明記

することなく、特定の機能を達成するための手段又は工程として表現することが可能であ

り、このようなクレームは明細書に記載されたそれと対応する構造、物質、又は、作用、

及び、その均等物を包括するものと解釈されなければならない。」 

従って、審査官は、クレーム限定が次に掲げる三極解析に適合する場合は，当該クレー

ム限定に対して特許法第１１２条（ｆ）を適用することになる：（Ａ） クレーム限定が，

クレームされた機能を果たすための用語「ミーンズ」、「ステップ」又は一般的代用語

（特定の構造的意味を有さない臨時語又は非構造的用語とも呼称される）である「ミーン

ズ」の代替として用いられた用語を使用している；（Ｂ） 用語「ミーンズ」，「ステッ

プ」又は一般的代用語が，典型的には，機能的文言によって修飾されているが，転換語

「のための(for)」（例えば，「ミーンズのための(means for)」）又は「のために構成さ

れた(configured to)」若しくは「となるように(so that)」のような別の接続詞又は接続

句によって常に接続されてはいない；及び（Ｃ） 用語「ミーンズ」，「ステップ」又は

一般的代用語はクレームされた機能を果たすために十分な構造，材料又は作用によって修

飾されていない。（MPEP2181 I. クレーム限定に特許法第１１２条（ｆ）又は改正前特

許法第１１２条第６段落が適用されるか否かの判断） 

請求項１の「タッチ検出手段」及び「キーボード変更手段」に関しては、「手段」とい

う用語が使用されていることから、１１２条（ｆ）に拠るものと推察される。なぜならば、

「手段」は、転換語の「for」によって連結される機能を表す用語

（determining････;changing･･･）によって変化するが、「手段」という用語は十分な構

造、材料又はクレームされた機能を実施する作用によって変化をしない。したがって、そ

れらは、明細書に記載されたそれと対応する構造を含んでいるものと解釈される。 
 
特許法第１１２条（ｆ）は，ミーンズ・（又はステップ）プラス・ファンクション文言

で表現されるクレーム文言は「明細書に記載された・・・対応する構造及びその均等物を

扱うものとして解釈されるものとする」と述べている。「クレームにミーンズ・プラス・

ファンクション文言を採用するならば，明細書には，当該文言が意味するものを示す十分

http://d.hatena.ne.jp/keyword/%CA%A3%BF%F4
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な開示が明記されなければならない。出願人が十分な開示の明記を怠った場合は，出願人

は特許法第１１２条（ｂ）又は改正前特許法第１１２条第２段落によって求められる発明

を特定的に指示しかつ明確に主張することを事実上怠った。」In re Donaldson Co., 16 

F.3d 1189, 1195, 29 USPQ2d 1845, 1850 (Fed. Cir. 1994) (en banc) (MPEP 2181 II. 

特許法第１１２条（ｆ）又は改正前特許法第１１２条第６段落が適用されるクレーム限定

を裏付けるために必要な記載） 
 
所定の限定された状況のもとで書面による記載は、特許法第１１２条（ｂ）又は改正前

特許法第１１２条第２段落において要件とされているように発明を特定的に指摘し、かつ

明確に主張するためにミーンズ（又はステップ）・プラス・ファンクション限定に対応す

る構造（又は材料若しくは作用）を必ずしも明示的に記載する必要はない。Dossel, 115 

F.3d - 946, 42 USPQ2d - 1885を参照・・・さらに、当該技術の当業者にとって、如何な

る構造がミーンズ・プラス・ファンクション限定に詳述された機能を果たさなければなら

ないかということが明瞭になる場合、ミーンズ・プラス・ファンクション限定に対応する

構造の開示は書面による記載において黙示的なものであってもよい・・・Dossel, 115 

F.3d - 946-47, 42 USPQ2d - 1885（「明らかに、デジタルデータを受信し，複雑な数学

的計算を実行しかつ結果をディスプレイに出力する装置（ユニット）は汎用的な目的又は

特別な目的のコンピュータによって若しくは当該コンピュータ上で実現（実施）されなけ

ればならない。（書面による記載が単に「コンピュータ」又は何らかの等価語句を記述し

ていない理由は明瞭ではないが）」）参照。 (MPEP 2181 II A.対応する構造は，当該技

術の当業者が、どの構造が詳述された機能を果たすことになるかを理解するように，明細

書に開示されなければならない）  
 
（Ａ）この案件における開示内容は： 

さらに、スマートフォン（１０）はＣＰＵと半導体メモリとを含む。前記ＣＰＵは、半

導体メモリに記憶されたプログラムを実行するために使用される処理装置である。前記Ｃ

ＰＵは、スマートフォン（１０）の各機能を制御するための処理を行い、後述する様々な

機能を実行する。前記半導体メモリはプログラム及びデータを記憶し、前記発明を実施す

るとともに、前記ＣＰＵの作業半導体メモリとしての機能をも果たす。スマートフォン

（１０）をキーボード操作モードにした時の処理に関する、図３に示す詳細な説明は以下

の通りである。 
 
当該図面が、タッチ検出手段（３１）及びキーボード変更手段（３３）の詳細な構造を

示さないブロック図であって、出願公開において、クレームされた「手段」が前記ＣＰＵ

であることが明示されていなかったとしても、上記の特許公開からの引用を土台として、

ＣＰＵがクレームされた機能を実行することは、当業者の目には明らかであった。 
 
特定のコンピュータ実施機能を果たすための手段をクレームし、次いで，当該機能を果

たすように設計された構造として汎用目的のコンピュータのみを開示することは，純粋な

機能的主張（機能クレーム）を意味する。・・・・この事例では，コンピュータ実施機能

についての特許法第１１２条（ｆ）のクレーム限定に対応する構造は明細書に開示された

汎用目的のコンピュータ又はマイクロコンピュータを変換するために必要とされるアルゴ

リズムを含んでいなければならない。（MPEP 2181 II. B.コンピュータ実施関連のミーン

ズ・プラス・ファンクション限定）  
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明細書がアルゴリズムを明示的に開示している場合、そのアルゴリズムの開示の十分性

は，当該技術の通常の知識のレベルからみて判断されなければならない。・・・ 審査官

は、当該技術の当業者が、如何にしてコンピュータを明細書に記載された必要な工程を実

行するためにプログラム化するかということ（すなわち、発明が実現可能とされる）及び

発明者が発明を使用していたこと（すなわち、発明が、書面による記載要件に適合してい

ること）について知るようになるか否かということについて，判断しなければならない。

したがって、その明細書は，当該技術の当業者がクレームされた機能を果たすために開示

されたアルゴリズムを実行できるように、汎用目的のマイクロプロセッサを特別な目的の

コンピュータへ変換するためにアルゴリズムを十分に開示するものでなければならない。

Aristocrat, 521 F.3d - 1338, 86 USPQ2d - 1242｡(MPEP 2181 II. B.コンピュータ実施

関連のミーンズ・プラス・ファンクション限定）  
 
（Ｂ）明細書に記載されたタッチ検出手段に関するステップ： 

タッチ検出部（３１）は、タッチスクリーン（１２）中の所定の領域にユーザーがタッチ

したか否かを判断する。ユーザーは、タッチスクリーン（１２）に、指、又はタッチペン

（２０）を使って、タッチをすることが可能である。上記の所定の領域とは、キーボード

配列（１５）中のキーがタッチスクリーン（１２）に表示されない領域をいう。この領域

は、図２に斜線で示されている。 
 
（Ｃ）明細書に記載されたキーボード変更部に関するステップ： 

前記タッチ検出部（３１）から、前記所定の領域にタッチされたことを示す信号が送信さ

れると、ユニット（３３）は、前記タッチスクリーンに表示中の前記キーボード配列（１

５）を、前記半導体メモリ（３４）に記憶されている他のキーボード配列に変更する。 
 
前述の前記キーボード変更部（３３）により実行される制御に関する詳細な説明は以下

の通りである。前記半導体メモリ（３４）は、以下の順に、すなわち、「アルファベット

大文字のキーボード配列」、「アルファベット小文字のキーボード配列」、「テンキー数

字のキーボード配列」の順に、３通りのキーボード配列を記憶する。例えば、「アルファ

ベット大文字のキーボード配列」をタッチスクリーンに表示中にタッチされたという信号

が前記キーボード変更部（３３）に送信された場合に、前記キーボード変更部（３３）は、

タッチスクリーンに表示中の前記キーボード配列を他の２つのキーボード配列、すなわち、

現時点での前記半導体メモリ（３４）のキーボード配列の次に記憶された、「テンキー数

字のキーボード配列」、又は「アルファベット小文字のキーボード配列」のいずれかに変

更する。 
 
当業者は、前記の必要なステップの実行を意図した、プロセッサーをプログラミングす

る方法を知っていたであろう。クレームされた機能を実行するために、汎用ＣＰＵを特殊

用途のＣＰＵに変える方法については、十分な記載がなされている。 
 
3.  上記 1.において「No」（明確性要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当て

はまる」と回答した場合は、明確性要件を満たさないと判断する理由を記載してくだ

さい。 
 
4.  請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 

☒    Yes 
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     ☐    No 
 ☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
5.  上記 4.において「Yes」（サポート要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当ては

まる」と回答した場合は、サポート要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
米国特許法第１１２条（a）：明細書は，その発明の属する技術分野又はその発明と極

めて近い関係にある技術分野の当業者がその発明を製造し、使用することができる程度に、

完全、明瞭、簡潔かつ正確な用語によって、発明並びにその発明を製造、使用する手法及

び方法の説明を含まなければならず、また、発明者が考える発明実施のベストモードを記

載していなければならない。  
 

コンピュータ実施関連の機能的クレームを審査する際、審査官は，発明者がクレームさ

れた主題を発明したと当該技術における当業者が妥に結論づけることができるほどに十分

に詳細に明細書がクレームされた機能を果たすコンピュータ及びアルゴリズム（例えば、

必要なステップ及び／又はフローチャート）を開示しているか否かについて判断しなけれ

ばならない。（MPEP 2161.01 I.コンピュータ実施関連により実行される機能的クレーム

の限定について適切な書面による記載が存在しているか否かの判断） 
 
「一般に，ソフトウェアが発明を実施するためのベストモードの一部を構成する場合、そ

のようなベストモードの記述はソフトウェアの機能の開示によって満たされる。これは通

常、かかるソフトウェアの記述コードは当該技術分野の技能の内にあってその機能が一旦

開示された時点で過度の実験を必要としないためである・・・フローチャート又はソース

コートの列挙はソフトウェアの機能を適切に開示することの要件とはならない。」Fonar 

Corp.,107 F.3d - 1549, 41 USPQ2d - 1805(MPEP 2161.01 II. ベストモード） 
 

特許法第１１２条（ａ）又は改正前特許法第１１２条第１段落の実施可能要件を満足す

るためには、明細書は、当該技術の当業者に対して，クレームされた発明の全範囲を「過

度な実験」を行うことなく、如何にして実施し、かつ使用する方法を教示するものでなけ

ればならない。（MPEP 2161.01 III.コンピュータ実施関連の機能的クレーム限定の全範

囲が実施可能であるか否かの判断）  
 
先の質問にあった、出願公開（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）からの引用部分を土台として、

当業者は、例えば、コンピュータをプログラミングして、クレームされた機能を実行する

ことにより、前記発明を成し、利用することが可能であっただろう。前記発明により、ユ

ーザーは、装置のタッチスクリーンに表示されたキーボード配列を容易に変更できること

が明細書に明記されているが、ベストモード要件は、キーがタッチスクリーンに表示され

ない領域において、タッチを検出することである。 
 

6.  上記 4.において「No」（サポート要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たさないと判断する理由を記載して

ください。 
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2.  事例 5 
(1) 仮想事例 
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事例 5 
 
【請求項 1】  
  二次電池の使用中に、特定の電流条件又は特定の電圧条件が予め定められた期間続いた

場合に、二次電池の端子間の電位からゼロ電流時電位（Vzero）を算出する工程と、 
  前記ゼロ電流時電位（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づいて、前記二次電池の充放電

正味クーロン電荷量（ΔQap）を算出する工程とを含む二次電池の充放電正味クーロン電

荷量推定方法。 
 
【明細書】 
従来、二次電池の充放電正味クーロン電荷量は、二次電池から充放電された電流を測定

して、その測定した電流の積算値に基づいて推定していた。しかし、電流の積算値に基づ

いて推定しているため、電流の測定誤差の累積によってその推定の精度が低下するという

問題があった。 
本発明の課題は、二次電池の充放電正味クーロン電荷量の推定にあたり、電流測定誤差

の影響を低下させ、充放電正味クーロン電荷量の推定をより正確に行うことである。 
本発明は、二次電池の充放電正味クーロン電荷量推定方法に関するものであり、上記課

題を解決する推定方法として、 二次電池の使用中に特定の電流条件又は特定の電圧条件

が予め定められた期間続いた場合に、二次電池の端子間の電位からゼロ電流時電位を算出

し、当該ゼロ電流時電位の変化量に基づいて、前記二次電池の充放電正味クーロン電荷量

を算出する方法を提供するものである。 
本発明においては、まず、二次電池の電流と端子電位を常時測定する。そして、当該測

定された電流又は電位が特定の電流条件又は特定の電圧条件について予め定められた期間

続いた状態を、当該電流及び電圧が所定期間連続して安定した状態とみなす。その期間内

に測定された電位及び電流の平均値と、二次電池の部品抵抗値とに基づいて、電流が流れ

ていない状態における二次電池の電圧、すなわちゼロ電流時電位、とその変化量を算出す

る。 
そして、電圧の変化量と充放電正味クーロン電荷量との相関関係（満充電に近いほど電

圧の経時変化が小さい）を根拠として、ゼロ電流時電位の変化量と充放電正味クーロン電

荷量の実測データに基づいて適宜決定した係数及び一次元の近似関数を用い、上記算出し

たゼロ電流時電位の変化量から、充放電正味クーロン電荷量を推定する。 
具体的には、例えば、前記特定の電流条件を“電流が 10A 未満”という条件、前記特定の

電圧条件を“電位の変化量が 1V 未満”という条件、前記予め定められた期間を“10 秒間”と
設定し、当該設定した電流条件（10A 未満）又は電圧条件（変化量が 1V 未満）を当該設

定した所定期間（10 秒間）続いた状態を、二次電池の電流及び電圧が予め定められた期

間連続して安定した状態であるとみなす。そして、当該予め定められた期間内に測定され

た、二次電池における電圧の平均値（Vave）に、同期間内に測定された電流の平均値

（Iave）を部品抵抗値（Rcom）に乗算した値を加算して、ゼロ電流時電位（Vzero）を算出

する（Vzero＝Vave＋Rcom×Iave）。 
そして、測定対象の二次電池に係るゼロ電流時電位の変化量と充放電正味クーロン電荷

量との近似関数として、例えば、実測データに基づいて決定した以下の式を用いて、上記

算出されたゼロ電流時電位の変化量（ΔVzero）から、二次電池の充放電正味クーロン電荷

量（ΔQap）を算出する。 
ΔQap＝κ×ΔVzero＋δ （κ及び δ：実測データに基づいて予め設定された定数） 
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本発明は、電流測定誤差の影響が少ないゼロ電流時電位を用いた関数式により充放電正

味クーロン電荷量 ΔQapを推定していることから、二次電池の充放電正味クーロン電荷量

を精度よく推定できるという効果を奏する。 
 
 
論点 
 （a）「特定の電流条件又は特定の電圧条件」という記載が存在することに起因して請求

項 1 に係る発明が不明確となっているか。 
 （b）「前記ゼロ電流時電位（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づいて、前記二次電池の充

放電正味クーロン電荷量（ΔQap）を算出する」という記載が存在することに起因して請

求項 1 に係る発明が不明確となっているか。 
 請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 
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2.  事例 5 
(2) 五庁による事例研究 
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仮想事例 5 についての事例研究 
 

 
Name of Office:EPO 
 
以下の論点について、貴庁の判断結果を記載してください。:  
 
1. 請求項 1 に係る発明は明確性要件を満たしているか。 
☐    Yes 
☒    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
2. 上記 1.において「Yes」（明確性要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当てはま

る」と回答した場合は、明確性要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
3. 上記 1.において「No」（明確性要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当て

はまる」と回答した場合は、明確性要件を満たさないと判断する理由を記載してください。 
論点 a）に関して、特定の条件は明細書の教示から理解できるが、審査官はその「選

択」がどのように行われるのか疑問を持つかもしれない。この点は出願書類には教示され

ておらず、いかなる範囲でテストが動作するのか不明である。加えて、「推定する」とい

う文言は大変曖昧であり、推定がどの程度近似したものなのか、どのような範囲で動作を

行うのか、当業者には不明であろう。 
 
「特定の電流条件又は電圧条件」という文言は電池の分野の当業者には理解可能であり、

従ってこの文言は明確であると考えられる。しかしながら、新規性に関しては、先行技術

に見いだされるかもしれない様々な条件がこの特徴に対して用いられることができる。 
 
前記文言は大変一般的で、かつ非常に一般的な方法のステップに含まれる。そのため、

EPO の審査官は EPC 第 84 条の下に異議を唱えるかもしれない。 
 
当該方法のステップを以下に引用する。 

「二次電池の使用中に、特定の電流条件又は電圧条件が予め定められた期間続いた場合に、

二次電池の端子間の電位からゼロ電流時電位（Vzero）を算出する。」 
 
このような広い方法ステップの明確性を評価するに当たって、EPO の審査官は通常、

EPO ガイドラインに記載された指示を適用する。特定的には、セクション F-IV 4.5.3
「本質的特徴の一般化」及び F-IV 4.10「達成されるべき結果」が適用される。これらの

指示はヨーロッパ判例法に由来するものであり、EPC 第 84 条の要件に適用されかつ関連

する（EPC 第 84 条「クレームは保護を求める内容を定義する。クレームは明確かつ簡略

であり、明細書によって支持されること。」） 
 
当該方法ステップは明細書の第４段落に記載の方法論の一般化である。すなわち、「本

発明においては、まず、二次電池の電流と端子電位を常時測定する。そして、当該測定さ

れた電流又は電位が特定の電流条件又は特定の電圧条件について予め定められた期間続い

た状態を、当該電流及び電圧が所定期間連続して安定した状態とみなす。その期間内に測

定された電位及び電流の平均値と、二次電池の部品抵抗値とに基づいて、電流が流れてい
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ない状態における二次電池の電圧、すなわちゼロ電流時電位、とその変化量を算出す

る。」さらに、明細書の第６段落の特定的な例に基づいて、 
「具体的には、例えば、前記特定の電流条件を“電流が 10A 未満”という条件、前記特定の

電圧条件を“電位の変化量が 1V 未満”という条件、前記予め定められた期間を“10 秒間”と
設定し、当該設定した電流条件（10A 未満）又は電圧条件（変化量が 1V 未満）を当該設

定した所定期間（10 秒間）続いた状態を、二次電池の電流及び電圧が予め定められた期

間連続して安定した状態であるとみなす。そして、当該予め定められた期間内に測定され

た、二次電池における電圧の平均値（Vave）に、同期間内に測定された電流の平均値

（Iave）を部品抵抗値（Rcom）に乗算した値を加算して、ゼロ電流時電位（Vzero）を算出

する（Vzero＝Vave＋Rcom×Iave）。」。 
 
「本質的特徴の一般化」の第一の局面に関して、EPO ガイドラインは条件を記載して

いる。「出願書類が全体として、当業者が発明を行えるに十分な程度に詳細に発明の必須

の特徴を記載していれば十分である。独立項に発明の全ての詳細を含む必要はない。特許

請求される一般化された特徴が全体として課題を解決できるものであれば、特許請求され

る特徴のある程度の一般化は許容される。この場合、それらの特徴のより特定的な規定は

求められない。」 
 
本件の場合、方法ステップは、ゼロ電流時電圧をどのようにして計算するかという本質

的特徴について一般的な言葉で特定している。方法ステップの過度な一般化という点に関

しては異議は唱えられない。 
 
しかしながら、達成されるべき結果によって発明が規定されているか否かという点に関

して、EPO の審査官によって第二の評価がなされる。より特定的には、EPO の審査官に

は以下の指示が出される（ガイドライン、セクション F-IV 4.10）。 
「発明によって規定される範囲はできる限り正確でなければならない。一般的な規則とし

て、達成されるべき結果によって発明を規定しようとする請求項は許可されない。しかし

ながら、発明がそのような文言でしか規定できないか、又は、請求の範囲を過度に限定す

ることなく他の態様でより正確に規定できない場合、及び、その結果が、明細書に適切に

特定されているか又は当業者に周知の試験又は手順によって直接的かつ積極的に検証でき、

かつ過度の実験を必要としないものである場合、請求項は許容されるかもしれない。」 
 
本件の場合、明細書に鑑みて、保護の範囲を過度に限定することなく、発明をより正確

に規定することが可能であると EPO の審査官は考えるであろう。 
 
より特定的には、「特定の電流条件又は電圧条件が予め定められた期間」という表現は、

前記電流及び電圧が予め定められた時間期間継続して安定した状態と考えられる。従って、

この方法ステップを明確にするために、EPO の審査官はこの限定（下線で示す）を追加

するよう提案するかもしれない。 
 
さらに、EPO の審査官は、この方法ステップがどのようにゼロ電流時電圧を算出するか

を明確に示していないと考えるかもしれず、請求項そのものの説明に記載される実際の式

を特定するように出願人に要求するかもしれない。 
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(b) 論点 b)に関しては、請求項は「ゼロ電流時電圧を算出する」と規定しているが、この

ステップが後に繰り返されるとは述べていない。従って、「前記ゼロ電流時電圧の変化

量」という文言は不明確であり、基準点が規定されていないのであるから、一回の計算で

変化を判定することは可能ではない。 
 
特定的には、以下の表現を参照されたい。 

「前記ゼロ電流時電圧（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づいて二次電池の充放電正味クー

ロン電荷（ΔQap）を算出する。」 
 

EPO の審査官はこのステップが達成されるべき結果によって限定されていると考える

であろう。このタイプの限定の場合、「請求の範囲は十分に明確であるか」という疑問が

持たれる。 
 
明細書において計算がなされる方法（ΔQap＝κ×ΔVzero＋δ （κ及びδ：実測デー

タに基づいて予め設定された定数））は当業者にとって簡潔に明確ではないと考えられる。

当業者が本請求項を読んだ場合、計算が如何にして行われるのか疑問に思うであろう。す

なわち、前もって定数を設定するためにどのようなデータを測定するのであろうか。上記

の式は、発明によって解決されるべき課題（二次電池での充放電正味クーロン電荷を正確

に推定すること）を解決するための本質的な特徴としてさらに記載されている。結論とし

て、第二の特徴はそれゆえ明確性を欠くと考えられる。 
   
4. 請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 

☒    Yes 
☐    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
5. 上記 4.において「Yes」（サポート要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当ては

まる」と回答した場合は、サポート要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
  
明細書は、請求項と明細書を読んだ当業者が、過度な負担を必要とせず、自身の一般的知

識を用いて発明を実施することを可能としている。 
 
本件においては、EPC の第 84 条（請求項は明確でありかつ明細書によってサポートされ

ること）の意味でクレームされる特徴の全てをサポートする文言を、全てのクレームされ

た特徴に対して見いだすことができる。以下に、請求項とそれに対応する明細書の一部の

本文を太字で示す。 
 
１． 二次電池の充放電正味クーロン電荷を推定するための方法であって（明細書でのサ

ポート：第 4 頁、下から 2 番目の段落：二次電池の充放電正味クーロン電荷を推定す

る）、当該方法は以下のステップを含む。 
 
二次電池の端子間電圧からゼロ電流時電圧（Vzo）を算出する（明細書からのサポート：

第 5 頁下から 2 番目の段落、最終行：そして、二次電池の使用中に、選択された電流条件

又は選択された電圧条件が予め定められた期間連続して満足する状態が続いた場合に、

「ゼロ電流時電圧（Vzo）を算出する」（明細書でのサポート：第 5 頁、第 1 段落：「そ
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して、当該測定された電流又は電圧が選択された電流条件又は選択された電圧条件につい

て予め定められた期間連続して満足した状態を、当該電流及び電圧が予め定められた期間

連続して安定した状態とみなす。」 
さらに、前記ゼロ電流時電圧（Vzo）の変化量（ΔVzo）から、二次電池の充放電正味クー

ロン電荷（ΔQp）を算出する(明細書でのサポート：第 5 頁、最終段落から第 6 頁：二次

電池の充放電正味クーロン電荷（ΔQe）の推定は、前もって算出されたゼロ電位時電圧

（ΔVzo）の変化量から算出される。ΔQe＝κ×ΔVzo＋δ （κ及びδ：実測データに基

づいて予め設定された定数）。 
    
6.  上記 4.において「No」（サポート要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも

当てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たさないと判断する理由を記載してく

ださい。 
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仮想事例 5 についての事例研究 

 
 
Name of Office:     JPO          
 
以下の論点について、貴庁の判断結果を記載してください。:  
 
1. 請求項 1 に係る発明は明確性要件を満たしているか。 

☒    Yes 
   ☐    No 
 ☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
2. 上記 1.において「Yes」（明確性要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当てはま

る」と回答した場合は、明確性要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 

上記 Case Study 4 で言及したように、請求項に係る発明は、明確でなければならず

（特許法第 36 条第 6 項第 2 号、明確性要件）、明確性要件を満たすか否かは、請求項

に係る発明の範囲が明確であるか否か、すなわち、ある具体的な物や方法が請求項に

係る発明の範囲に入るかどうかを当業者が理解できるように記載されているか否か、

そして、その前提として、発明特定事項の記載が明確であるか否か、によって判断す

る。（審査基準第 II 部第 2 章第 3 節 明確性要件「2.1 明確性要件についての判断に係

る基本的な考え方」） 
 
本願請求項 1 には、特に以下の記載がある。 
（a）「特定の電流条件又は特定の電圧条件」 
（b）「前記ゼロ電流時電位（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づいて、前記二次電池の

推定充放電正味クーロン電荷量（ΔQap）を算出する」 
  
上記（a）について検討する。 
上記「特定の電流条件又は特定の電圧条件」とは、請求項における「特定の電流条

件又は特定の電圧条件が予め定められた期間続いた場合に、二次電池の端子間の電位

からゼロ電流時電位（Vzero）を算出する」という記載からみて、二次電池において、

ゼロ電流時電位の算出をする条件として適宜設定される任意の電流又は電圧条件を意

味すると、当業者であれば理解することができる。 
したがって、当該「特定の電流条件又は特定の電圧条件」の意味するところは、当

業者にとって明確である。 
 
なお付言すると、明細書には、上記「特定の電流条件又は特定の電圧条件」につい

て、「二次電池の電流と端子電位を常時測定する。そして、当該測定された電流又は電

位が特定の電流条件又は特定の電圧条件について予め定められた期間続いた状態を、

当該電流及び電圧が所定期間連続して安定した状態とみなす。その期間内に測定され

た電位及び電流の平均値と、二次電池の部品抵抗値とに基づいて、電流が流れていな

い状態における二次電池の電圧、すなわちゼロ電流時電位、とその変化量を算出す

る。」、すなわち、上記「特定の電流条件又は特定の電圧条件」が予め定められた期間

続いた状態を、電流及び電圧が所定期間連続して安定した状態であるとみなす旨が記
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載されている。 
したがって、請求項の記載に加えて明細書を参酌すると、上記「特定の電流条件又

は特定の電圧条件」の意味するところを、当業者であればより具体的に理解すること

ができる。 
 
上記（b）について検討する。 
まず、「ゼロ電流時電位（Vzero）」とは、電流がゼロ（流れていない）ときの電位を

意味することは明らかである。そして、「ゼロ電流時電位（Vzero）の変化量（ΔVzero）

に基づいて、前記二次電池の充放電正味クーロン電荷量（ΔQap）を算出する」とは、

二次電池における充放電正味クーロン電荷量と電圧の変化量とは相関しているという

技術常識と、一般に、互いに相関している変数の相関関係は、既知のデータに基づき

予め決定した係数を有する近似関数によって適宜表現し得るという技術常識から、ゼ

ロ電流時電位の変化量（ΔVzero）と充放電正味クーロン電荷電気量（ΔQap）との関数

を用いて、ΔVzero から ΔQap を算出することを意味すると、当業者であれば理解するこ

とができる。 
したがって、当該「ゼロ電流時電位（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づいて、前記二

次電池の充放電正味クーロン電荷量（ΔQap）を算出する」の意味するところは、当業

者にとって明確である。 
 
なお付言すると、明細書には、まず、「ゼロ電流時電位（Vzero）」について、「電流が

流れていない状態における二次電池の電圧、すなわちゼロ電流時電位」及び「二次電

池における電圧の平均値（Vave）に、同期間内に測定された電流の平均値（Iave）を部

品抵抗値（Rcom）に乗算した値を加算（部品抵抗による電圧降下分を補正）して、ゼ

ロ電流時電位（Vzero）を算出する（Vzero＝Vave＋Rcom×Iave）。」と記載されている。 
明細書にはさらに、上記「ゼロ電流時電位（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づいて、

前記二次電池の充放電正味クーロン電荷量（ΔQap）を算出する」ことについて、「電

圧の変化量と充放電正味クーロン電荷量との相関関係（満充電に近いほど電圧の経時

変化が小さい）を根拠として、ゼロ電流時電位の変化量と充放電正味クーロン電荷量

の実測データに基づいて適宜決定した係数及び一次元の近似関数を用い、上記算出し

たゼロ電流時電位の変化量から、充放電正味クーロン電荷量を推定する。」及び「測定

対象の二次電池に係るゼロ電流時電位の変化量と充放電正味クーロン電荷量との近似

関数として、例えば、実測データに基づいて決定した以下の式を用いて、上記算出さ

れたゼロ電流時電位の変化量（ΔVzero）から、二次電池の充放電正味クーロン電荷電気

量（ΔQap）を算出する。ΔQap＝κ×ΔVzero＋δ（κ 及び δ：実測データに基づいて予め設

定された定数）」と記載されている。 
してみると、明細書には、「ゼロ電流時電位（Vzero）」とは、電流が流れていない状

態における二次電池の電圧であって、Vzero＝Vave＋Rcom×Iave（Vave：電圧の平均値、

Iave：電流の平均値、Rcom：部品抵抗値）の式で算出できる旨、及び、ゼロ電流時電位

の変化量（ΔVzero）から充放電電気量（ΔQap）を算出するにあたり、ΔQap＝κ×ΔVzero

＋δ（κ 及び δ：実測データに基づいて予め設定された定数）という一次関数が用い得

る旨が記載されているといえる。 
したがって、請求項の記載に加えて明細書を参酌すると、上記「ゼロ電流時電位

（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づいて、前記二次電池の推定充放電電気量（ΔQap）

を算出する」の意味するところを、当業者であればより具体的に理解することができ

る。 
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よって、この請求項に係る発明は明確である。 
 
3.  上記 1.において「No」（明確性要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当て

はまる」と回答した場合は、明確性要件を満たさないと判断する理由を記載してくだ

さい。 
 
4. 請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 

☒    Yes 
     ☐    No 
 ☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
5.  上記 4.において「Yes」（サポート要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当ては

まる」と回答した場合は、サポート要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
上記 Case Study 4 で言及したように、請求項に係る発明は、発明の詳細な説明に記

載した範囲を超えるものであってはならない（特許法 36 条 6 項 1 号、サポート要件）。

そして、サポート要件を満たすか否かの検討は、請求項に係る発明が、発明の詳細な

説明において「発明の課題が解決できることを当業者が認識できるように記載された

範囲」を超えるものであるか否かを調べることによりなされ、超えていると判断され

た場合は、サポート要件を満たしていないことになる。（審査基準第 II 部第 2 章第 2 節 

サポート要件「2. サポート要件についての判断」） 
 
本願発明の課題は、明細書の記載から、二次電池の充放電正味クーロン電荷量の推

定にあたり、電流測定誤差の影響を低下させ、充放電正味クーロン電荷量をより正確

に行うことといえる。 
本願の明細書には、「二次電池の電流と端子電位を常時測定する。そして、当該測定

された電流又は電位が特定の電流条件又は特定の電圧条件について予め定められた期

間続いた状態を、当該電流及び電圧が所定期間連続して安定した状態とみなす。その

期間内に測定された電位及び電流の平均値と、二次電池の部品抵抗値とに基づいて、

電流が流れていない状態における二次電池の電圧、すなわちゼロ電流時電位、とその

変化量を算出する。」、「電圧の変化量と充放電正味クーロン電荷量との相関関係（満充

電に近いほど電圧の経時変化が小さい）を根拠として、ゼロ電流時電位の変化量と充

放電正味クーロン電荷量の実測データに基づいて適宜決定した係数及び一次元の近似

関数を用い、上記算出したゼロ電流時電位の変化量から、充放電正味クーロン電荷量

を推定する。」及び「本発明は、電流測定誤差の影響が少ないゼロ電流時電位を用いた

関数式により充放電正味クーロン電荷量ΔQap を推定していることから、二次電池の

充放電正味クーロン電荷量を精度よく推定できるという効果を奏する。」と記載されて

いる。 
そうすると、上記 2.で言及した技術常識を考慮すると、当業者であれば、二次電池

において、特定の電流条件又は特定の電圧条件が予め定められた期間続いた場合に、

電流測定誤差の影響が少ないゼロ電流時電位を算出し、その変化量に基づいて充放電

正味クーロン電荷量を推定するという手段によって、本願発明の課題が解決できると

認識することができる。 
他方、請求項 1 には、上記手段が反映されている。 
したがって、請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たす。 
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6.  上記 4.において「No」（サポート要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たさないと判断する理由を記載して

ください。 
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仮想事例 5 についての事例研究 
 

 
Name of Office:       KIPO          
 
以下の論点について、貴庁の判断結果を記載してください。:  
 
1. 請求項 1 に係る発明は明確性要件を満たしているか。 
☒    Yes 
☐    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
2. 上記 1.において「Yes」（明確性要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当てはま

る」と回答した場合は、明確性要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
（a）二次電池の特性に基づいて特定の電流又は特定の電圧が決定される場合、その用語

自体に基づいて当該電流と電圧は十分に特定されると判断することができる。  
（b）追加説明はなされていないが、「ゼロ電流時」とは二次電池の外部に流れる電流がゼ

ロ値を示すことを意味し、当該ゼロ電流時は、二次電池の内部抵抗により生じる内部電流

に起因した電力損失により電圧が降下することで起きることを当業者は明確に理解するこ

ともできる。さらに、上記事項は請求項に係る発明の詳細な説明に十分に示唆されている。 
よって、韓国特許法第 42 条(4)(ii)に従って、上記請求項の範囲は明確であると判断する

ことができる。 
    
3.  上記 1.において「No」（明確性要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、明確性要件を満たさないと判断する理由を記載してくださ

い。 
 
4. 請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 
☒    Yes 
☐    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
5.  上記 4.において「Yes」（サポート要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
請求項が本件発明の明細書にサポートされているか否かは、請求項に記載される主題に

対応する事項が本件発明の明細書に記載されているか否かにより当業者の立場から判断さ

れる。本件発明の請求項と明細書が文字通りに同一であるというよりも、主題に言及する

請求項が本件発明の明細書の範囲を超えるものであるかどうかを当業者の視点で精査すべ

きである。 
この場合、請求項に記載される特徴は明細書の記載によりサポートされていることが当

業者に明白である。 
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6.  上記 4.において「No」（サポート要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも

当てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たさないと判断する理由を記載してく

ださい。 
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仮想事例 5 についての事例研究 
 

 
Name of Office:        CNIPA               
 
以下の論点について、貴庁の判断結果を記載してください。:  
 
1. 請求項 1 に係る発明は明確性要件を満たしているか。 

☐    Yes 
☒    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
2. 上記 1.において「Yes」（明確性要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当てはま

る」と回答した場合は、明確性要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
3. 上記 1.において「No」（明確性要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当て

はまる」と回答した場合は、明確性要件を満たさないと判断する理由を記載してくだ

さい。 
 
特許請求の範囲は、明確かつ簡潔に特許の保護を求める範囲を定めるものとする。

(PATENT LAW OF THE PEOPLE’S REPUBLIC OF CHINA, Article 26.4) 
特許請求の範囲の明確性は、発明又は実用新案が求める保護の範囲を決定するために極

めて重要である。特許請求の範囲は明確にすべきという要件は、一方では各請求項は明確

である必要があり、他方では特許請求の範囲は全体として同様に明確である必要がある、

ということを意味する。 
方法のクレームは、方法の発明には好適であり、通常技術的プロセス、操作条件、段階

及び手順などの技術的特徴を定義する。 
各請求項により定義される保護の範囲は明確でなければならない。請求項の保護の範囲

は、その請求項で使われる用語の意味に沿って解釈される。通常、請求項で使われる用語

は、従来技術で通常用いられる意味を持つものとして理解される。 (GUIDELINES FOR 
PATENT EXAMINATION, Part II, Chapter 2, Section 3 “The Claims”, 3.2.2 “Clarity”) 

請求項１では、以下の特徴が明確に記載されている： 
(a)「特定の電流条件又は電圧条件」 
(b)「前記ゼロ電流時電圧（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づいて、前記二次電池の充

放電正味クーロン電荷（ΔQap）を算出する」 
(a)に関して、「特定の電流条件又は電圧条件」の技術的特徴は、これ以上定義されて

いないので不明瞭である。当業者は、どの電流条件又は電圧条件を「特定の電流条件又は

電圧条件」という特徴として定義するのかが判断できない。当業者は特定の電流条件又は

電圧条件と選択されない他の電流条件又は電圧条件を区別できない。そのため、「そのよ

うな二次電池の使用中に、特定の電流条件又は電圧条件を予め定められた期間維持した場

合に、当該状態下における二次電池の端末間電位からゼロ電流時電位（Vzero）を算出す

る」という請求項 1 記載の特徴から、当業者は、二次電池の端末間電位からゼロ電流時電

位（Vzero）を算出する条件を明確に判断できない。 
さらに、明細書によれば、当該技術的特徴は、二次電池の端末間電位からゼロ電流時電

位（Vzero）を算出する条件は発明が解決する技術的課題を解決するのに必須のものである。 
よって、「特定の電流条件又は電圧条件」という特徴は、請求項１の保護範囲を不明確
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にするものである。 
 (b)に関して、「当該ゼロ電流時電圧（Vzero）」、「当該充放電正味クーロン電荷（ΔQap）」

及び「当該ゼロ電流時電圧（Vzero）の変化量（ΔVzero）」は、従来技術で通常用いられるの

と同じ意味で使われていることが明白である。 
 当業者は、「前記ゼロ電流時電圧（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づいて、前記二次電池

の充放電正味クーロン電荷（ΔQap）を算出する」は、従来技術で周知の方法又は公式を

用いて Vzeroから ΔQeを算出することを意味していると理解できる。 
 よって、「前記ゼロ電流時電圧（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づいて、前記二次電池の

充放電正味クーロン電荷（ΔQap）を算出する」は、当業者に明白である。請求項１の特

徴(b)は許容される。 

結論として、特徴(a)は、請求項１の保護範囲を不明確にするので、請求項１は、明確

性要件を満たさない。 
 
4. 請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 
☒    Yes, 明細書に記載される要件に関する技術的特徴を請求項１に追加することで上

記瑕疵がなくなる場合。例えば「測定された電流又は測定された電位が特定の電流条件又

は特定の電圧条件を予め定められた期間持続した状態を、当該電流及び電圧が定められた

期間連続して安定した状態とみなす」など。 
☐    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
5.  上記 4.において「Yes」（サポート要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
特許請求の範囲は明細書によりサポートされるものとする。(PATENT LAW OF THE 

PEOPLE’S REPUBLIC OF CHINA, Article 26.4)  
 「特許請求の範囲は明細書によりサポートされるものとする」とは、各請求項で保護が

求められる技術的解決は、当業者が明細書に十分に開示された内容から直接、あるいは一

般化することで到達することができる解決であり、明細書に開示された内容の範囲を超え

てはならない。 
 通常請求項は、明細書に提示される 1 つ以上の実施形態あるいは実施例から一般化され

たものである。請求項は、明細書において開示された内容の範囲を超えて一般化してはな

らない。当業者が、明細書に示された実施形態の全ての同等物又は明白な変形物が、同一

の特性又は用途を有するということを合理的に推測できる場合には、出願人は、全ての同

等物又は明白な変形物を網羅するために請求項の保護範囲を一般化することができる。請

求項が適切に一般化されているかどうかを判断する際には、審査官は従来技術を参照する

必要がある。 
普通名称で又は相等する選択肢により一般化された請求項については、審査官はその

一般化が明細書によりサポートされうるか否かを検討する。請求項の一般化が出願人が推

測する内容を含み、その効果を前もって判断又は評価することが難しい場合には、当該一

般化は明細書の開示範囲を超えるものと見做される。請求項の一般化は、当業者が、普通

名称又は相等する選択肢に含まれる 1 つ以上の特定の名称又は選択肢が、発明又は実用新

案により解決しようとする技術的課題を解決できない、及び同様の技術的効果を達成する

ことができない、という合理的な疑いを持つ場合には、請求項は明細書によりサポートさ

れていないものとなる。これらの場合、審査官は第 26 条(4)によりサポート欠如で拒絶を
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提起し、出願人に請求項の補正を要求する。 
製品又は機械の種類全体ついて広く一般化された請求項に関して、明細書により相当に

サポートされ、さらに発明又は実用新案がクレームされている分野全体で実施することが

できないと考えられる理由がない場合には、例え保護範囲が広くても請求項を認めること

ができる。しかし、明細書に記載される情報が十分ではなく当業者が実験又は分析の常法

を用いても請求項にクレームされた保護範囲まで明細書の教示を拡大することができない

場合には、審査官は出願人に、説明と、明細書に記載された情報に基づき当業者が容易に

発明又は実用新案を請求項の保護範囲まで拡張できるように作成することを求める。ある

いは審査官は、出願人に請求項を限定するように求める。(GUIDELINES FOR PATENT 
EXAMINATION, Part II, Chapter 2, Section 3 “The Claims”, 3.2.1 “Support in the 
Description”) 

請求項１では、以下の特徴が明確に記載されている： 
(a)「特定の電流条件又は電圧条件」 
(b)「前記ゼロ電流時電圧（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づいて、前記二次電池の充

放電正味クーロン電荷（ΔQap）を算出する」 
特徴(a)は不明瞭なので、以下の議論では考慮しない。この議論は、明細書に記載の要

件についての当該技術的特徴（例えば、「測定された電流又は測定された電位が特定の電

流条件又は電圧条件を予め定められた期間持続した状態を、当該電流及び電圧が定められ

た期間連続して安定した状態とみなす」など）を請求項１に追加することで前記瑕疵はな

くなるという仮定に基づいて行われる。 

明細書に基づき、本発明の課題は、二次電池の充放電正味クーロン電荷量の推定にあ

たり、電流測定誤差の影響を低下させ、充放電正味クーロン電荷量の推定をより正確に行

うことである。 
上記の課題の解決手段として、明細書には以下の手段が記載されている：「まず、二次

電池の電流と端末電位を常時測定しておき、当該測定された電流又は測定された電位が特

定の電流条件又は特定の電圧条件が予め定められた期間続いた状態を、当該電流及び電圧

が定められた期間連続して安定した状態とみなし、その予め定められた期間内に測定され

た電位及び電流の平均値と、二次電池の部品抵抗値とに基づいて、電流が流れていない状

態における二次電池の電圧、すなわちゼロ電流時電位、とその変化量を算出する。」「電圧

の変化量と充放電正味クーロン電荷との相関関係（満充電に近いほど電圧の経時変化が小

さい）を根拠として、ゼロ電流時電位の変化量と充放電正味クーロン電荷の実測データに

基づいて適宜決定した係数及び一次元の近似関数を用い、上記算出したゼロ電流時電位の

変化量から、充放電正味クーロン電荷を推定する。」 
(b)に関して、当業者は、請求項１の上記特徴(b)は、従来技術の公知の方法又は公式を

使って ΔVzero から ΔQap を算出することを意味すると理解できる。 
明細書には以下が記載されている：「本発明は、電流測定誤差の影響が少ないゼロ電流

時電圧を用いた関数式により充放電正味クーロン電荷 ΔQap を推定していることから、二

次電池の充放電正味クーロン電荷を精度よく推定できるという効果を奏する。」、「そして、

測定対象の二次電池に係るゼロ電流時電位の変化量と充放電正味クーロン電荷との近似関

数として、例えば、実測データに基づいて決定した以下の式を用いて、上記算出されたゼ

ロ電流時電位の変化量(ΔVzero)から、二次電池の推定充放電正味クーロン電荷 (ΔQap)を
算出する。 

ΔQap＝κ×ΔVzero＋δ （κ及び δ：実測データに基づいて予め設定された定数）」 

ΔVzeroから ΔQap を算出する手段もまた従来技術において公知である。 
明細書と当該分野の技術常識に基づいて、ΔVzero から ΔQap を算出することを可能と
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する明細書と従来技術に記載される全ての方法と公式は、略同様の技術課題を解決するこ

とができ、略同様の効果が期待できることを、当業者は合理的に推測できる。請求項１の

特徴(b)の定義では、本件発明で解決しようとする技術課題を解決できない手段は包含し

ない。そうであれば、請求項１の特徴(b)は認められる。 

結論として、特徴(b)の定義は許容でき、よって請求項１はサポート要件を満たす。 
 
6.  上記 4.において「No」（サポート要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも

当てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たさないと判断する理由を記載してく

ださい。 
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仮想事例 5 についての事例研究 
 

 
Name of Office:  USPTO     
 
以下の論点について、貴庁の判断結果を記載してください。:  
 
1. 請求項 1 に係る発明は明確性要件を満たしているか。 

☒    Yes 
☐    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
2. 上記 1.において「Yes」（明確性要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当てはま

る」と回答した場合は、明確性要件を満たすと判断する理由を記載してください。   
 
（ａ）請求項１に係る発明は、引用例における「特定の電流条件又は電圧条件」に関して、

明確性要件を満たしている。当業者は、これが「所定の」［すなわち、任意の］電流条件

又は電圧条件を指していることを理解するだろう。その表現はただ単に広い。当該明細書

に照らしてみると、「条件」が強度、又は強度の変動幅を指していることが理解できるだ

ろう。当該明細書には、発明を（クレームされた通りに）明確に限定しない、各々の実施

例が示されている。 

 

（ｂ）請求項１に係る発明はまた、「前記ゼロ電流時電位（Vzero）の変化量（ΔVzero）に

基づいて、前記二次電池の推定充放電正味クーロン電荷量（ΔQe）を算出する」の記載に

関して、明確性要件を満たしている。「前記ゼロ電流時電位（Vzero）の変化量

（ΔVzero）」に関する先行詞、又は先行する定義は見当たらないものの、当業者は、ゼロ

電流時電位の変化量（ΔVzero）が、任意の一度目と二度目の時間において算出されたゼロ

電流時電位（ΔVzero）の間に求められることを理解しているだろう。その表現はただ単に

広い。この変化量に「基づき」、前記二次電池の推定充放電正味クーロン電荷量を

（ΔQe）算出する方法、という言い回しも、明確である。当業者は、２つの変数の間には

何らかの相関関係があり、一方の変数値を見れば、もう一方の変数値を推定できることを

理解しているだろう。当該明細書に、発明を（クレームされた通りに）明確に限定しない、

上記の関係を示す１例が示されている。 
   
3.  上記 1.において「No」（明確性要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当て

はまる」と回答した場合は、明確性要件を満たさないと判断する理由を記載してくだ

さい。   
 
4. 請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 

☐    Yes 
☒    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

  
5.  上記 4.において「Yes」（サポート要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当ては

まる」と回答した場合は、サポート要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
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6.  上記 4.において「No」（サポート要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも

当てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たさないと判断する理由を記載してく

ださい。  
 
請求項に係る発明は、明細書の記載要件を満たしていない。なぜならば、当該出願開示

において、出願人は、発明出願の時点で、請求項に係る発明を実質的に独占していた（す

なわち、当該発明は「特許権を取得できる状態」にあったことが明記されていない）。サ

ポート要件を満たさない保護対象とは、「前記ゼロ電流時電位（Vzero）の変化量

（ΔVzero）に基づいて、前記二次電池の推定充放電正味クーロン電荷量（ΔQe）を算出す

る」に関するステップをいう。請求項と当該明細書のいずれにも、「測定の対象となる電

池」に関する、前記ゼロ電流時電位の変化量（ΔVzero）を算出する方法が記載されていな

い。 
 
明細書において、電池［又は、代表となる電池］は、事前に、電流と電圧が継続的に測

定される（初めに、継続して測定された電流と電圧）、という特徴を備えている。前記ゼ

ロ電流時電位（ΔVzero）［解放回路電圧］は、事前に、ΔQap＝κ×ΔVzero＋δとなる当該関

係が設定される（「κ及び δ：当該測定データに基づき、事前に設定された定数」）、さ

まざまな間隔において、直接測定されているものと思われる。 
  
 しかしながら、推定の対象となる当該電池のゼロ電流時電位 (ΔVzero) を求める際に、ゼ

ロ電流時電位 (ΔVzero) に関して唯一開示されているのは、所定期間内に測定された、二次

電池における電圧の平均値 (Vave) に、同期間内に測定された電圧［原文では：電流］の

平均値 (Iave) を部品抵抗値 (Rcom) に乗算した値を加算（部品抵抗による電圧降下分を補

正）して算出された (ΔVzero = Vave + Rcom × Iave) ゼロ電流時電圧である。 

 
(ΔVzero) の算出は、前記「所定期間」内の電流と電圧の平均値に依拠するため、「前記

ゼロ電流時電位の変化量 (ΔVzo)」は、前記電流と電圧（双方）の「一定期間」の終点に

おいて算出されたゼロ電流時電位 (ΔVzero) から求められるという推定は成立しない。［算

出はともに、同一の平均値に依拠し、(ΔVzero) の誤差がゼロとなるような、同一のゼロ電

流時電圧 (ΔVzero) を生じさせる］ 

 

以上のことを踏まえ、算定法の対象となる前記電池に係るゼロ電流時電位(ΔVzero) の変

化量 (ΔVzero) は、「一定期間」内に算出されたゼロ電流時電位 (ΔVzero) と、前記のゼロ電

流時電位 (ΔVzero) との誤差として求めるべきである。当該明細書には、この誤差を求める

際に、使用すべき他のゼロ電流時電位 (ΔVzero) が記載されていない。それ故、当該明細書

には、出願の時点で、出願人が当該方法を実施する際に使用すべきゼロ電流時電位 

(ΔVzero) を理解していた旨が開示されていないことになる。また、実施形態が一例も記載

されていない。出願人が、前記電荷の合計量、電荷残量、及び前記特定の電流又は電圧条

件を充足する２つの基準点の間で消費された電荷量のみ、を推定する方法を把握していた

か否かは不明である。 
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3.  事例 6 
(1) 仮想事例 
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事例 6 
 
【請求項 1】 
上面に活字を形成した活字ブロックと、日付活字用の活字ユニットと、溝と、ケースと、

台と、を備えた活字装置。 
  
【明細書】 
本発明の課題は、名刺入れ内の名刺等に日付を活字するのに適する活字装置を提供する

ことである。 
 図 1 は、本発明の実施形態の一つである名刺入れの図である。同図に示すように、名刺

入れには、収納した名刺に日付を印字する箇所に穴を開けた名刺収納部と、前記穴に対応

する位置に、日付活字用の活字ユニット（図 2）による活字用の窓を開けたケース収納部

に収納されたケース（図 3）を備えている。そして、前記日付活字用の活字ユニット（図

2）は、上面に日付用の数字の活字を形成した複数の活字ブロックの間を上下移動が可能

なように連結した構造を有しており、ケース（図 3）上に形成されている同心円状の複数

の溝のそれぞれに挿入されている。また、前記ケース（図 3）の溝における、前記活字用

の窓に対応する箇所には、日付を設定するために、前記活字ブロックを位置決めするとと

もに他の活字ブロックより高い位置にする台が設けられている。 
日付を設定する場合は、ケースの活字ユニットを指又はピンセットのような工具でつま

んで引っぱり、年月日表示用の数字の活字を備えた各活字ブロックを、図 3 の溝をすべら

せ、上記台にそれぞれ配置させる。なお、活字ユニットのどこかに突起状のつまみを設け

て、指でそれをつまんで引っ張ってもよい。このようにすると、台にセットされた活字ブ

ロックの活字は他の活字より高い位置になり、図 1 の窓及び穴をとおって、図 1 の名刺収

納部に収納された名刺に日付を印字する準備が整う。 
  



 

Page 45 of 97 

【図面】 

 
 
論点 
 請求項 1 に係る発明は、「上面に活字を形成した活字ブロック」と「日付活字用の活字

ユニット」と「溝」と「ケース」と「台」の間の構造的関係が特定されていないことに

起因して不明確となるか。 
 請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 
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3.  事例 6 
(2) 五庁による事例研究 
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仮想事例 6 についての事例研究 
 

 
Name of Office: EPO 
 
以下の論点について、貴庁の判断結果を記載してください。:  
 
1. 請求項 1 に係る発明は明確性要件を満たしているか。 

☐    Yes 
☒    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
2.  上記 1.において「Yes」（明確性要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当てはま

る」と回答した場合は、明確性要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
3.  上記 1.において「No」（明確性要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当て

はまる」と回答した場合は、明確性要件を満たさないと判断する理由を記載してくだ

さい。 
 
相互関係及びパーツが互いに動作させられる配置のない構造的要素の単なるリストは、

装置がどのように動作するのかを当業者に理解させない。 
いかなる技術的な効果も特徴単独からは明らかでないが、構造関係が規定されることを

必要とする。このケースでは、請求項の要素の構造関係は、規定されない。 
 
出願人は原則として、構造的特徴のリストの形でクレームを作成することが許されてい

るものの、現在の請求項 1 は、以下の理由により明確ではない。 
 
請求項の文章は以下の通りです。 
 
“上面に活字を形成した活字ブロックと、 
日付印字活字用の活字ユニットと、 
溝と、 
活字ケースと、 
活字台と、 
を備えた活字装置。” 
 
欧州特許庁審査便覧 F 部第 IV 章 4.1 は、「請求項の用語の意味は、可能な限り、請求

項の文言のみから当業者にとって明瞭なものでなければならない」ことを示している。 
 
特許請求の範囲で使用される用語は、当業者によって識別され、理解され得る技術的意

味を有するという意味で、個々に見て明確である。 
 
しかしながら、特定の機能、例えば「溝」の機能に関する情報をほとんど又は全く含ま

ない現在の「リスト」形式の請求項は、請求項を解釈しにくくする。 したがって、請求

の範囲はむしろ不明瞭である。不明瞭な範囲は、請求項の明確さの欠如の異議につながる

だろう。 
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EPO 審査官は、請求項に必須の特徴が欠けている場合に請求項に異議を唱えることが

求められる：”請求項は保護を求める事項を定義するものであり、明確に記載しなければ

ならない。これは請求項が技術的見地から理解されなければならないだけでなく、発明の

不可欠の特徴全てを明確に定義しなければならないことも意味する…さらに、請求項が明

細書によって裏付けられなければならない旨の第 84 条の要件は、発明を実行するときに

不可欠なものとして明細書に明確に提示されている特徴にも適用される。…したがって、

独立請求項において不可欠の特徴が欠如している場合には、明確性及びサポート要件に基

づき対処する。” (欧州特許庁審査便覧 F 部第 IV 章 4.5.1) 
 
このアプローチから出発して、明細書で記載されるように解決すべき問題を考慮し

て、： 
 
“本発明が解決しようとする課題は、名刺ケース内に収納された名刺に日付を印刷する

のに適した活字装置を提供することである。” 少なくとも、溝と、溝と活字ユニットと

の技術的関係に関する明細書の特徴、すなわち、: 
“日付を設定する場合は、ユーザーは活字ケースの活字ユニットを指又はピンセットの

ような工具で各活字ユニットを変更する。彼らはスタンプブロックを溝の中でスライドさ

せて、年、月、日の順に並べる。” は、発明の必須の特徴と考えられる。したがって、

EPO 審査官はこれに反対し、出願人に下線を引いた特徴に基づいて請求項を補正するよ

う勧める。 
 
さらに、名刺に日付が見えるようにするためにカードに適用される活字物質（例えばイ

ンク）は何も言及されていない。スタンプからインクを名刺に転写するためにインクがス

タンプにどのように注がれるかは明確でない。 
 
4. 請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 
☐    Yes 
☒    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
5. 上記 4.において「Yes」（サポート要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当ては

まる」と回答した場合は、サポート要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 

6. 上記 4.において「No」（サポート要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たさないと判断する理由を記載して

ください。 
 
請求項 1 の全ての特徴が明細書に記載されている場合であっても、明細書に記載されて

いるように解決すべき問題を解決するための本質的な特徴、すなわち、 明細書は請求項

とは異なる一連の本質的な特徴を教示しているため、EPC 第 84 条の意味で請求項をサポ

ートしていない。 
 
具体的には、少なくとも日付を設定するための溝と活字ユニットとの関係を請求項に記

載すべきである（明細書の関連箇所：「日付を設定する場合は、ユーザーは活字ケースの
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活字ユニットを指又はピンセットのような工具で各活字ユニットを変更する。彼らはスタ

ンプブロックを溝の中でスライドさせて、図 3 に示すように、年、月、日の順に並べ、上

記活字台にそれぞれ配置させる。」（明細書第２段落参照）及び「また、日付を印字する

ための活字ユニットは、活字ケースに同心円状に形成された溝に挿入される」（明細書、

第３段落）。 
 
また、後で活字から名刺に転写するために活字物質（例えば、インク）がどのようにス

タンプに適用されるかが全文で開示されていないことに留意すべきである。当業者によっ

ては、EPC 83 条違反と判断されることさえあり得る。つまり、当業者が”stamp base”が
浸透印装置を意味すると解釈した場合である。  
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仮想事例 6 についての事例研究 
 

 
Name of Office:   JPO            
 
以下の論点について、貴庁の判断結果を記載してください。:  
 
1. 請求項 1 に係る発明は明確性要件を満たしているか。 

☐    Yes 
     ☒    No 
 ☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
2.  上記 1.において「Yes」（明確性要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当てはま

る」と回答した場合は、明確性要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
3.  上記 1.において「No」（明確性要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当て

はまる」と回答した場合は、明確性要件を満たさないと判断する理由を記載してくだ

さい。 
上記 Case Study 4 で言及したように、明確性要件を満たすためには、請求項に係る

発明の範囲が明確であることに加えて、特許を受けようとする発明が請求項ごとに記

載されるという、請求項の制度の趣旨に照らして、一の請求項に記載された事項に基

づいて、一の発明が把握されることが必要である。（審査基準第 II 部第 2 章第 3 節 

明確性要件「2.1 明確性要件についての判断に係る基本的な考え方」） 
したがって、例えば、発明の詳細な説明の記載や出願時の技術常識を考慮しても、

発明特定事項の技術的意味（発明特定事項が、請求項に係る発明において果たす働き

や役割）を理解することができず、さらに、出願時の技術常識を考慮すると発明特定

事項が不足していることが明らかである場合には、明確性要件違反となる。（審査基

準第 II 部第 2 章第 3 節 明確性要件「2.2 明確性要件違反の類型」 (2) b） 
 
請求項 1 においては、「上面に活字を形成した活字ブロック」と「日付活字用の活

字ユニット」と「溝」と「ケース」と「台」の各事項について、これらの間の構造的

関係は何ら規定されておらず、明細書及び図面の記載並びに技術常識を考慮しても、

これら各事項の技術的意味（請求項 1 に係る発明において果たす働きや役割）を理解

することができない。そして、活字装置の発明においては、部品の技術的意味に応じ

て他の部品との構造的関係が大きく異なることが技術常識であり、かかる技術常識を

考慮すると、請求項 1 において、前記各事項の間の構造的関係を理解するための事項

が不足していることは明らかである。したがって、請求項 1 の記載から発明を明確に

把握することができない。 
なお、上記各事項の間の構造的関係の具体的な実施態様が明細書及び図面に記載さ

れており、上記各事項が当該実施態様において果たす役割は理解できる。しかし、請

求項 1 にはそのような構造的関係が何ら規定されていないため、これら事項が請求項

1 に係る発明において果たす役割をそのように限定的に解釈することはできない。し

たがって、明細書及び図面の記載を考慮しても、これら事項の技術的意味を理解する

ことができない。 
したがって、請求項 1 に係る発明は明確でない。 
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4. 請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 
☐    Yes 

     ☒    No 
 ☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
5. 上記 4.において「Yes」（サポート要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当ては

まる」と回答した場合は、サポート要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 

6. 上記 4.において「No」（サポート要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たさないと判断する理由を記載して

ください。 
 
上記 Case Study 4 で言及したように、請求項に係る発明は、発明の詳細な説明に記

載した範囲を超えるものであってはならない（特許法 36 条 6 項 1 号、サポート要件）。

そして、サポート要件を満たすか否かの検討は、請求項に係る発明が、発明の詳細な

説明において「発明の課題が解決できることを当業者が認識できるように記載された

範囲」を超えるものであるか否かを調べることによりなされ、超えていると判断され

た場合は、サポート要件を満たしていないことになる。（審査基準第 II 部第 2 章第 2 節 

サポート要件「2. サポート要件についての判断」） 
 
本願発明の課題は、明細書の記載から、名刺入れ内の名刺等に日付を印字するのに

適する活字装置を提供することにあるといえる。 
明細書及び図面には、上記課題を解決する手段として、上面に活字を形成した複数

の活字ブロックの間を上下移動が可能なように連結した複数の日付活字用の活字ユニ

ットと、複数の前記活字ユニットがそれぞれ挿入される複数の溝を同心円状に形成し

たケースと、前記ケースに形成された溝の所定位置に固定され、日付を設定するため

に前記活字ブロックを位置決めするとともに他の活字ブロックより高い位置にする台

とを備えた活字装置が記載されている（図 1～3 及び明細書におけるこれら図面の説明

の箇所参照）。 
しかしながら、請求項 1 においては、活字装置における「上面に活字を形成した活

字ブロック」と「日付活字用の活字ユニット」と「溝」と「ケース」と「台」の間の

構造的関係等、上記課題を解決するための手段が何ら反映されていないと認められる。 
そうすると、請求項 1 に係る発明は、明細書又は図面に記載した範囲を超えるもの

である。 
したがって、請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たさない。 

 
 



 

Page 52 of 97 

仮想事例 6 についての事例研究 
 

 
Name of Office:       KIPO          
 
以下の論点について、貴庁の判断結果を記載してください。:  
 
1. 請求項 1 に係る発明は明確性要件を満たしているか。 
☐    Yes 
☒    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
2.  上記 1.において「Yes」（明確性要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当て

はまる」と回答した場合は、明確性要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
3.  上記 1.において「No」（明確性要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、明確性要件を満たさないと判断する理由を記載してくださ

い。 
 
請求項１には、スタンプ装置、スタンプユニット、溝、ケースと台の系統的な接続、又

は作業工程が設定されておらず、請求項に係る発明に含まれる各構成部分が単に列挙され

ているにすぎない。よって、当業者は本件明細書に基づいて「名刺に日付を挿入する入力

装置」という本件発明に想到することはできないと判断する。 
 よって、韓国特許法第 42 条(4)(ii)に従って、上記するような請求項の範囲は、不明確で

あると判断することができる。 
 
4. 請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 
☒    Yes 
☐    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
5. 上記 4.において「Yes」（サポート要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当ては

まる」と回答した場合は、サポート要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
請求項が本件発明の明細書にサポートされているか否かは、請求項に記載される主題に

対応する事項が本件発明の明細書に記載されているか否かにより当業者の立場から判断さ

れる。本件発明の請求項と明細書が文字通りに同一であるというよりも、主題に言及する

請求項が本件発明の明細書の範囲を超えるものであるかどうかを当業者の視点で精査すべ

きである。 
上記請求項の場合、発明の詳細な説明には「名刺に日付をスタンプするスタンプ装置」

に関する構成と作動原理が記載されているが、発明の詳細な説明に基づいて請求項のスタ

ンプ装置を具体化しても、当業者の視点から明細書の範囲を超えて一般化ないし拡張する

こともないと判断され、さらに当業者は請求項の主題の構成と作用効果を理解することが

できると判断される。 
 よって、上記請求項は、発明の詳細な説明によりサポートされていると判断される。 
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6. 上記 4.において「No」（サポート要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たさないと判断する理由を記載してくだ

さい。 
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仮想事例 6 についての事例研究 
 

 
Name of Office:        CNIPA               
 
以下の論点について、貴庁の判断結果を記載してください。:  
 
1. 請求項 1 に係る発明は明確性要件を満たしているか。 

☒    Yes 
☐    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
2.  上記 1.において「Yes」（明確性要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当て

はまる」と回答した場合は、明確性要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
特許法第 26 条(4)によれば、特許請求の範囲は、発明の技術的特徴について特許の保護

を求める事項を明確かつ簡潔に定めるものとする。特許請求の範囲は、特許の保護を求め

る範囲を決定する基礎として用いられるので、極めて重要な記載である。 
 この条項によれば、特許請求の範囲は明確にすべきという要件は、一方では各請求項は

明確である必要があり、他方では特許請求の範囲は全体として同様に明確である必要があ

る、ということを意味する。 
2.1 各請求項は明確である必要がある 
これにより、各請求項のカテゴリーは明確でなければならず、さらに各請求項で定義さ

れる保護範囲も明確でなければならない。請求項の保護範囲は、その請求項で使われる用

語の意味に沿って解釈される。通常、請求項で使われる用語は、従来技術で通常用いられ

る意味を持つものとして理解される。また、特定の技術において周知で明確な意味を持つ

ものでない限り、意味が不明瞭な用語は請求項で使用すべきではない。さらに通常では、

請求項の範囲を不明確にする恐れがあるので、「約(about)」、「ほぼ(approximately)」、「な

ど(etc.)」のような用語は請求項で使用すべきではない。 
2.2 特許請求の範囲は全体として明確である必要がある 
 これは、請求項間の参照関係を明確とすることを意味する。従属請求項における付加的

な技術的特徴は､従属請求項が従属する請求項の技術的特徴をさらに定義するか、あるい

は新たな特徴を追加することもある。また、従属請求項でさらに定義される技術的特徴

は、従属請求項が従属する請求項中に記載しなければならない。 

2.3 本件について 

請求項１には、発明の主題は製品クレームであることが明確に記載されている。さら

に、この製品クレームでは、「スタンプ装置」という製品を定義するのに使用される「ス

タンプブロック」､「スタンプユニット」、「溝」、「ケース」及び「台」などの特徴は構造

的特徴である。当業者は請求項１のカテゴリーと請求項１に定義されるスタンプ装置の主

要な構成要素を理解することができる。 

請求項１の技術的特徴の全ては、当該技術において明確な意味を持ち、異なる保護範囲

を定義するものではなく、請求項１の範囲を不明確にするものでもない。 

 最後に、スタンプ装置において、各部品間の構造的関係は当該技術において技術常識で

あるので、当業者は請求項１に記載される部品間の可能な関係について理解するであろ

う。 
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 上記に基づき、請求項１に係る発明は明確であり、第 26条(4)に規定される明確性要件

を満たす。 
 
3.  上記 1.において「No」（明確性要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、明確性要件を満たさないと判断する理由を記載してくださ

い。 
 
4. 請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 
☐    Yes 
☒    No 
☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
5. 上記 4.において「Yes」（サポート要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当ては

まる」と回答した場合は、サポート要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
 
6. 上記 4.において「No」（サポート要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たさないと判断する理由を記載してくだ

さい。 
 
特許請求の範囲は明細書によりサポートされる必要があり、明確かつ簡潔に必要とする

特許保護の範囲を定義する（Patent Law, Article 26.4）。特許請求の範囲が明細書に基づく

ものであるというのは、特許請求の範囲が明細書によりサポートされていることを意味す

る。各請求項で保護が求められる技術的解決とは、明細書で十分に開示された内容から当

業者が直接又は一般化することで到達することができるものであり、明細書に開示された

範囲を超えてはいけない。 
当業者が、明細書に示された実施形態の全ての同等物又は明白な変形物が、同一の特性

又は用途を有するということを合理的に推測できる場合には、出願人は、全ての同等物又

は明白な変形物を網羅するために請求項の保護範囲を一般化することができる。請求項の

一般化は、当業者が、普通名称又は相等する選択肢に含まれる 1 つ以上の特定の名称又は

選択肢が、発明又は実用新案により解決しようとする技術的課題を解決できない、及び同

様の技術的効果を達成することができない、という合理的な疑いを持つ場合には、請求項

は明細書によりサポートされていないものとなる。 
本件では、請求項１は以下を含むスタンプ装置について記載する：上面にスタンプを形

成したスタンプブロック､日付スタンプ用のスタンプユニット、溝、ケース、及び台。明

細書の記載によれば､本件発明が解決する課題は、名刺入れに収容された名刺に日付をス

タンプするのに好適なスタンプ装置を提供することである。上記課題を解決する手段とし

て、明細書及び図面に記載されるスタンプ装置は以下を含む：上面に日付用の数字のスタ

ンプを形成した複数のスタンプブロックが位置の上下移動可能なように連結した構造を有

する日付スタンプ用の活字ユニット；上記複数の活字ユニットが同心円状に形成された複

数の溝のそれぞれに挿入されているケース；及び上記ケースの溝において、日付を設定す

るために、前記スタンプブロックを位置決めするとともに他のスタンプブロックより高い

位置にするように設けられた１連の台（図１～３及びこれらの図面に関する明細書の記載

を参照）。また、他の接続関係では当該課題を解決できないことを当業者は認識すること

ができる。以上から、請求項１の範囲は本発明の明細書でサポートするには広範囲である。

従って､請求項１の発明は、サポート要件を満たさない。 
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仮想事例 6 についての事例研究 
 

 
Name of Office:  USPTO     
 
以下の論点について、貴庁の判断結果を記載してください。:  
 
1. 請求項 1 に係る発明は明確性要件を満たしているか。 

☐    Yes 
     ☒    No 
 ☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
2.  上記 1.において「Yes」（明確性要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当てはま

る」と回答した場合は、明確性要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
N/A 

 
3.  上記 1.において「No」（明確性要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当て

はまる」と回答した場合は、明確性要件を満たさないと判断する理由を記載してくだ

さい。 
 

 請求項１は明確性要件を満たしていない。 
 
請求項１を確認したところ、開示されている資料は、部品の「一覧表」、すなわち、

１）上面に数字の活字を備えた複数の活字ブロック、２）複数の日付活字用の活字ユニッ

ト、３）溝、４）ケース、そして ５）台、のみであって、いかなる部品間の構造的関係

も、相互の接続も開示されていない。当該請求項から判断すると、当業者は、これらの部

品がどのように組み合わさって「活字装置」を成すのか、理解できないだろう。 

図１－３，及び明細書（３－１８行）において、求められる成果を出す（問題解決を図

る）ための活字装置を構成する個々の部品間の動作関係が開示されている。しかしながら、

請求項１において、部品間の関係が一切記載されていないため、当業者が、当該請求項の

文言を解釈する際に、当該明細書に記載の文言に固執することはないだろう（今般、記載

されている通りに、当該請求項を解釈するのみ）。たとえ印刷装置を成す汎用部品につい

ての一般知識を有していたとしても、請求項１において、これらの部品が連動して動作／

機能し、求められる成果を出す方法については、何ら情報が与えられていない（同様の装

置において、これらの部品を様々な構成にアレンジすることもあり得る）。要するに、請

求項１については、明確性要件が満たされていない。 
 
4. 請求項 1 に係る発明はサポート要件を満たしているか。 

☐    Yes 
     ☒    No 
 ☐    Yes と No のどちらも当てはまる 

 
5. 上記 4.において「Yes」（サポート要件を満たす）又は「Yes と No のどちらも当ては

まる」と回答した場合は、サポート要件を満たすと判断する理由を記載してください。 
N/A 
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6. 上記 4.において「No」（サポート要件を満たさない）又は「Yes と No のどちらも当

てはまる」と回答した場合は、サポート要件を満たさないと判断する理由を記載して

ください。 
 

請求項１はサポート要件を満たしていない。 
 
 先に述べたように、図１－３，及び明細書（３－１８行）に、活字装置の動作可能な実

施形態が開示されている。実施装置一式を成す（上記一覧表に記載の）五大部品間の構造

的関係が述べられている。しかしながら、請求項１において、前記部品間の構造的関係に

関する記載がないことから、当該明細書によって裏付けられないことが当該請求項に記載

されていることになる。当該請求項の文言（部品の一覧表のみ）には制約がなく、当該装

置に多様なバリエーションが生じ得るが、当該明細書によって裏付けられるとはみなされ

ないだろう。また、請求項１において、当面の問題を解消する解決策／手段が提供／記載

されていない。簡単な部品一覧表のみでは、前記の開示された解決法を実施する装置を成

しえない。要するに、請求項１については、サポート要件が満たされていない。
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4.  五庁事例研究の概要（事例 4-6） 
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事例 4 
 
 EPO KIPO JPO 
1. Yes Yes Yes 
2.  「～のための手段（means 

for）」という語句はコンピュー

タ実施関連発明の分野において

十分に確立されている。GL, F-
IV, 4.13 を参照：データ処理／

コンピュータプログラム分野で

は、ミーンズ・プラス・ファン

クションタイプ（「〜のための

手段」）の装置の特徴は、単に

実行するための適切な手段では

なく、関連するステップ／機能

を実施するように適合された手

段として解釈される。クレーム

を理解しようとして読む場合に

は、装置への制限を減らすこと

が可能である。この語句は、処

理装置あるいはそれらの組み合

わせを提供することで、例えば

ソフトウエアなどによる異なる

実施の余地を残している。 
 
第一の機能的特徴、すなわち、 
「タッチスクリーン（12）中

の、キーボード配列（15）のキ

ーが表示されていない領域に対

してタッチがなされたか否かを

判断するタッチ検出手段

（31）」に関して、 
 
ヒューマンマシンインタフェー

ス、より詳細には（発明の分野

が記載されている明細書の最初

の段落(パラグラフ)に記載され

るように）タッチスクリーンが

あるスマートフォン又はタブレ

ットの分野の当業者は「タッチ

検出手段」などをどのように設

計するかを知っているだろうこ

とから、この特徴は明確である

と考える。 
 タッチ操作検出手段で実施さ

れる機能（条件付き決定）もま

た十分に明確に特定されてい

る。 
 
機能クレームの明確性を判断す

るために、EPO の審査官は、欧

州特許条約（EPC）の第８４

条：「クレームには、保護が求

められている事項を明示する。

クレームは、明確かつ簡潔に記

載し、明細書により裏付けがさ

れているものとする。」、及び

特に欧州ガイドライン、パート

F-IV 2.1（「当業者が本発明の技

能を行使せずに、この機能を実

施するための何らかの手段を提

供することに何の困難もないな

らば、機能的特徴が含まれても

よい」）を参照する。  
 
第二の機能的特徴は、 
 「前記タッチ検出手段（31）

出願時の発明の詳細な説明又は図面及

び背景技術を参酌することで、当業者

が請求項に記載された主題を理解でき

る場合には、原則として、請求項に係

る発明が明確かつ簡潔に規定されてい

るものと判断する。 
上記請求項の場合、発明の詳細な説明

又は図面を参酌することで、当業者は

請求項に記載された主題及び「～する

手段 means for ～」という記載を明

確に理解できるので、当該請求項は韓

国特許法第 42 条(4)(ii)の要件を満たす

と判断することができる。 

請求項に係る発明は、明確でなければな

らない（特許法第 36 条第 6 項第 2
号）。特許請求の範囲の記載は、新規

性、進歩性等の特許要件の判断対象及び

特許権の権利範囲がこれによって確定さ

れるという点において重要な意義を有す

るものであるから、その記載は正確でな

ければならず、一の請求項から発明が明

確に把握されることが必要である。同号

の要件（明確性要件）は、これを担保す

るものである。 
 明確性要件を満たすためには、請求項

に係る発明の範囲が明確であること、す

なわち、ある具体的な物や方法が請求項

に係る発明の範囲に入るか否かを当業者

が理解できるように記載されていること

が必要であり、また、その前提として、

発明特定事項の記載が明確である必要が

ある。さらに、特許を受けようとする発

明が請求項ごとに記載されるという、請

求項の制度の趣旨に照らして、一の請求

項に記載された事項に基づいて、一の発

明が把握されることも必要である。（審

査基準第 II 部第 2 章第 3 節 明確性要件

「2.1 明確性要件についての判断に係る

基本的な考え方」） 
ここで、機能、特性等による表現を含む

請求項においては、発明の範囲が明確で

あっても、出願時の技術常識を考慮する

と、機能、特性等によって規定された事

項が技術的に十分に特定されていないこ

とが明らかであり、明細書及び図面の記

載を考慮しても、請求項の記載に基づい

て、的確に新規性、進歩性等の特許要件

の判断ができない場合がある。このよう

な場合には、一の請求項から発明が明確

に把握されることが必要である、という

特許請求の範囲の機能を担保していると

いえないから、明確性要件違反となる。

（審査基準第 II 部第 2 章第 3 節 明確性

要件「4. 特定の表現を有する請求項につ

いての取扱い」） 
 
 本願請求項 1 には、以下の機能、特性

等を用いて物を特定しようとする記載が

ある。 
（1）「タッチスクリーン（12）中の、

キーボード配列（15）のキーが表示され

ていない領域に対してタッチがなされた

か否かを判断するタッチ検出手段

（31）」、及び、 
（2）「前記タッチ検出手段（31）によ

り前記予め定められた領域に対してタッ

チがなされたと判断された場合に、タッ

チスクリーンに表示中のキーボード配列

を、前記半導体メモリ（34）に記憶され

た他のキーボード配列のいずれかに変更

するキーボード変更手段（33）」 
 
（1）について検討する。 
当該「・・・を判断するタッチ検出手段

（31）」とは、請求項の記載及び技術常
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により前記予め定められた領域

に対してタッチがなされたと判

断された場合に、タッチスクリ

ーンに表示中のキーボード配列

（15）を、前記半導体メモリ

（34）に記憶された他のキーボ

ード配列（15）のいずれかに変

更するキーボード変更手段

（33）」であり、 
 
  
 第二の機能的特徴に関して、

当業者はディスプレイ・スイッ

チング・コントロール手段の機

能及び当該機能を実行するキー

ボード変更手段をどのように設

計するかを容易に理解できるで

あろう。この第二の機能的特徴

を示す１節（「前記タッチ検出

手段（31）により前記予め定め

られた領域に対してタッチがな

されたと判断された場合に」）

は、タッチ操作がキーボード配

列（１５）のキーがタッチスク

リーン上に表示されていない特

定の領域で行われた場合にの

み、キーボード変更手段はキー

ボード配列を変更することを教

示する。よって、タッチは特定

の領域で行われることが明示さ

れて、タッチ操作は明細書の第

２頁の第３段落に記載される実

施形態では制限される。特定の

領域とは以下を示す：「上記の

特定の領域は、キーボード配列

のキーがタッチスクリーン１２

上に表示されていない領域であ

る。」 
 
注：コンピュータ実施関連発明

（CII）の分野であっても、この

機能的特徴における「～のため

の手段（means for）」は「～に

適合した手段」と取るべきであ

ることを審査官が理解している

のであれば、出願人は、例えば

「前記タッチ検出手段（31）に

より前記予め定められた領域に

対してタッチがなされたと判断

された場合に、タッチスクリー

ンに表示中のキーボード配列

（１５）を、前記半導体メモリ

（34）に記憶された他のキーボ

ード配列（１５）のいずれかに

変更するキーボード変更手段

（33）」のようにクレームを組

み立てることでより明確に請求

項をドラフトすることもでき

た。出願書類では、段落８でこ

の適合を実施する１つの方法

（即ち、キーボード変更手段を

適合させるための１つの方法

は、タッチ検出部及びキーボー

ド変更部の間に信号を送ること

である）を記載している。 

識から、 “タッチスクリーン中のキーボ

ード配列のキーが表示されていない領域

に対してタッチがなされた”という場合

に、“タッチがあった”と判断するという

手段を意味すると、当業者であれば理解

することができる。 
したがって、当該「・・・を判断するタ

ッチ検出手段（31）」の意味するところ

は、当業者にとって明確である。 
 
なお付言すると、明細書には、上記タッ

チ検出手段について、図面を参照しなが

ら、タッチスクリーン 12 のキーが表示

されていない領域に対してユーザが指や

タッチペン 20 などで触れるというタッ

チがなされると、当該タッチの情報がタ

ッチ検出部 31 に伝達されてタッチがあ

ったと判断されることが記載されてい

る。 
 そして、タッチがなされてから、タッ

チがあったと判断するまでの手段につい

ては、技術常識を考慮すると、タッチ情

報をデジタル等の信号にかえて、その信

号を電圧パルス等の手段により伝達し、

装置内に内蔵された汎用プログラムなど

により、伝達された信号情報に基づいて

タッチがあったと判断するというような

ごく一般的に採用される手段を当業者は

十分に把握することができる。 
したがって、請求項の記載に加えて明細

書及び図面を参酌すると、上記「・・・

を判断するタッチ検出手段（31）」の意

味するところを、当業者であればより具

体的に理解することができる。 
 
（2）について検討する。 
当該「・・・に変更するキーボード変更

手段（33）」とは、請求項の記載及び技

術常識から、“タッチ検出手段（31）に

より前記予め定められた領域に対してタ

ッチがなされたと判断された”という場

合に、“タッチスクリーンに表示中のキ

ーボード配列を、半導体メモリに記憶さ

れた他のキーボード配列のいずれかに変

更する”手段を意味すると、当業者であ

れば理解することができる。 
 したがって、当該「・・・に変更する

キーボード変更手段（33）」の意味する

ところは、当業者にとって明確である。 
  
なお付言すると、明細書には、上記キー

ボード変更手段について、図面を参照し

ながら、タッチ検出部 31 においてタッ

チがあったと判断されると、当該タッチ

があったことを示す信号がキーボード変

更部 33 に伝達されて、タッチスクリー

ン 12 に表示中のキーボード配列を半導

体メモリ 34 に記憶されている他のキー

ボード配列のいずれかに変更することが

記載されている。 
 そして、タッチ検出部 31 においてタ

ッチがあったと判断されてから、タッチ

スクリーン 12 に表示中のキーボード配

列を半導体メモリ 34 に記憶されている

他のキーボード配列のいずれかに変更す

るまでの手段については、技術常識を考

慮すると、タッチがあったという判断結
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果をデジタル等の信号にかえて、その信

号を電圧パルス等の手段により伝達し、

装置内に内蔵された汎用のプログラムな

どにより、伝達された信号に基づいて、

半導体メモリに記憶されている他のキー

ボード配列を取得してタッチスクリーン

12 に表示中のキーボード配列を当該取

得した画像に変更するといったようなご

く一般的に採用される手段を当業者は十

分に把握することができる。 
したがって、請求項の記載に加えて明細

書及び図面を参酌すると、上記「・・・

に変更するキーボード変更手段（33）」

の意味するところを、当業者であればよ

り具体的に理解することができる。 
よって、この請求項に係る発明は明確で

ある。 
3. N/A N/A N/A 
4. Yes Yes Yes 
5. サポート要件は同じ EPC の同じ

第８４条に定義されている

（「クレームには、保護が求め

られている事項を明示する。ク

レームは、明確かつ簡潔に記載

し、明細書により裏付けがされ

ているものとする。」） 
 
  EPO の審査官は、請求項の

本文と明細書の本文とを比べ、

例えば可能な不適当や不一致を

発見する。 
  さらに EPO のガイドライン

では、セクション F-IV 6 で審査

官に説明している。EPO ガイド

ラインの全般的な説明では：

「クレームは明細書によって支

持されなければならない。 これ

は、すべてのクレームの主題に

ついて明細書中に根拠がなけれ

ばならないこと、及びクレーム

の範囲は、明細書及び図面の範

囲、及び当該技術への貢献で正

当化されるものよりも広くては

いけない。」 
    
本件において、クレームで特定

される全ての特徴及びその各機

能は明細書中に根拠が示されて

いる、すなわち、 
 
 クレームの最初の部分：「タ

ッチスクリーンに表示されたキ

ーボード配列に対するタッチ操

作によって文字が入力される装

置であって、」は、明細書の第

２頁の最初の段落に基づいてい

るが、そこでは、「文字が入力

される装置」という表現が文字

通り示されている。また入力装

置の機能は明細書の同じ段落と

図１と図２でサポートされてい

る。 
 
「メモリ」という特徴及び「複

数種類のキーボード配列を記憶

した」というその機能は、明細

書の第２頁の最後の段落でサポ

請求項が本件発明の明細書にサポート

されているか否かは、請求項に記載さ

れる主題に対応する事項が本件発明の

明細書に記載されているか否かにより

当業者の立場から判断される。本件発

明の請求項と明細書が文字通りに同一

であるというよりも、主題に言及する

請求項が本件発明の明細書の範囲を超

えるものであるかどうかを当業者の視

点で精査すべきである。 
この場合、請求項に記載される特徴は

明細書の記載によりサポートされてい

ることが当業者に明白である。 

請求項に係る発明は、発明の詳細な説明

に記載した範囲を超えるものであっては

ならない（特許法 36 条 6 項 1 号）。発

明の詳細な説明に記載していない発明を

特許請求の範囲に記載することになれ

ば、公開されていない発明について権利

が発生することになる。同号の要件（サ

ポート要件）は、これを防止するための

ものである。（審査基準第 II 部第 2 章第

2 節 サポート要件「1. 概要」） 
サポート要件を満たすか否かは、請求項

に係る発明と、発明の詳細な説明に発明

として記載されたものとの実質的な対応

関係について検討することによって判断

される。この検討は、請求項に係る発明

が、発明の詳細な説明において「発明の

課題が解決できることを当業者が認識で

きるように記載された範囲」を超えるも

のであるか否かを調べることによりなさ

れ、超えていると判断された場合は、サ

ポート要件を満たしていないことにな

る。（審査基準第 II 部第 2 章第 2節 サ

ポート要件「2. サポート要件についての

判断」） 
 
本願発明の課題は、明細書の記載から、

文字入力装置として機能することができ

るスマートフォンやタブレット等の情報

端末装置に関するものであって、装置の

タッチスクリーンに表示されるキーボー

ド配列を容易に変更可能とすることとい

える。 
本願の明細書及び図面には、上記課題を

解決するための手段として、タッチスク

リーンの予め定められた領域に対してユ

ーザによるタッチがなされたか否かを判

断するタッチ検出部と、タッチ検出部か

らタッチがなされたことを示す信号が入

力された場合に、表示中のキーボード配

列を、半導体メモリに記憶されている他

のキーボード配列のいずれかに変更する

制御を行うキーボード変更部を用いる手

段が記載されている（図 3 及び明細書中

の図 3 を用いた説明の箇所参照）。 
そして、上記 2.で言及した技術常識を考

慮すると、当業者であれば、上記課題

は、上記タッチ検出部のような検出手段

と、上記キーボード変更部のようなキー
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ートされている（メモリ３４は

３種類のキーボード配列を記憶

する）。 
 
  「キーボード配列（15）の

キーが表示されていない予め定

められた領域に対してタッチが

なされたか否かを判断するタッ

チ検出手段（31）」という特徴

は、明細書の第２頁の図３を説

明される本文でサポートされて

いる。 
  
「前記タッチ検出手段（31）に

より判断された場合に、タッチ

スクリーンに表示中のキーボー

ド配列（15）を、前記半導体メ

モリ（34）に記憶された他のキ

ーボード配列（15)のいずれかに

変更するキーボード変更手段

（33）」という特徴は、明細書

の第２頁の第４段落でサポート

されている。（キーボード変更

手段部 33 は、キーボード配列の

表示を制御する。タッチ検出手

段３１が前記予め定められた領

域に対してタッチがなされたこ

とを示して信号を送る場合に

は、ユニット 33 は、タッチスク

リーンに表示されているキーボ

ード配列（15）を半導体メモリ

（34）に記憶された他のキーボ

ード配列（15）のいずれかに変

更する。） 

ボード変更手段によって、本願発明の課

題が解決できると認識することができ

る。 
他方、請求項 1 には、上記手段が反映さ

れている。 
したがって、請求項 1 に係る発明はサポ

ート要件を満たす。 

6. N/A N/A N/A 
 
 CNIIPA USPTO 
1. Yes Yes 
2. 特許請求の範囲は、明確かつ簡潔に特許の保護範囲を

定めるものとする。(PATENT LAW OF THE 
PEOPLE’S REPUBLIC OF CHINA, Article 26.4) 
特許請求の範囲の明確性は、発明又は実用新案が求め

る保護範囲を決定するために極めて重要である。特許

請求の範囲は明確にすべきという要件は、一方では各

請求項は明確である必要があり、他方では特許請求の

範囲は全体として同様に明確である必要がある、とい

うことを意味する。 
 製品クレームは、製品の発明又は実用新案に好適で

あり、通常製品の構造的特徴を定義する。特定の場

合、構造的特徴を、製品クレーム中の 1 以上の技術的

特徴を明確に記載することができない場合には、物理

的又は化学的パラメータで記載することを認めてい

る。構造的あるいはパラメータの特徴によっても特徴

を明確に記載できない場合には、方法の特徴で記載す

ることを認めている。パラメータを使って記載する場

合には、明細書の教示により又は従来技術の慣用的手

段により、当該パラメータは当業者が明確かつ確実に

判断できるものでなければならない(GUIDELINES 
FOR PATENT EXAMINATION, Part II, Chapter 2, 
Section 3 “The Claims”, 3.2.2 “Clarity”)。 
通常、製品クレームでは、発明を定義する際に、機能

又は効果の特徴はできるだけ使用すべきではない。構

造的特徴で特定の技術的特徴を定義することができな

い場合、あるいは構造的特徴よりも機能又は効果の特

徴で定義することがより適切な場合、及び当該機能や

効果が明細書中に記載されるか又は従来技術の慣用的

手段により実験又は実施を直接的に及び肯定的に検証

米国特許法第１１２条（ｂ）「明細書は、出願人が自己の

発明と信じる主題を具体的に特定し、明確に請求した一又

は複数のクレームで完結するようにしなければならな

い。」 
 
米国特許法第１１２条（ｆ）「クレームの構成要素は、そ

の構造、材料、又は作用を明記することなく、特定の機能

を達成するための手段又は工程として表現することが可能

であり、このようなクレームは明細書に記載されたそれと

対応する構造、物質、又は、作用、及び、その均等物を包

括するものと解釈されなければならない。」 
従って、審査官は、クレーム限定が次に掲げる三極解析に

適合する場合は，当該クレーム限定に対して特許法第１１

２条（ｆ）を適用することになる：（Ａ） クレーム限定

が，クレームされた機能を果たすための用語「ミーン

ズ」，「ステップ」又は一般的代用語（特定の構造的意味

を有さない臨時語又は非構造的用語とも呼称される）であ

る「ミーンズ」の代替として用いられた用語を使用してい

る；（Ｂ） 用語「ミーンズ」，「ステップ」又は一般的

代用語が，典型的には，機能的文言によって修飾されてい

るが，転換語「のための(for)」（例えば，「ミーンズのため

の(means for)」）又は「のために構成された(configured 
to)」若しくは「となるように(so that)」のような別の接続詞

又は接続句によって常に接続されてはいない；及び（Ｃ） 

用語「ミーンズ」，「ステップ」又は一般的代用語はクレ

ームされた機能を果たすために十分な構造，材料又は作用

によって修飾されていない。（MPEP2181 I. クレーム限定

に特許法第１１２条（ｆ）又は改正前特許法第１１２条第

６段落が適用されるか否かの判断） 

http://d.hatena.ne.jp/keyword/%CA%A3%BF%F4
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することができる場合にのみ、製品クレーム中の機能

又は効果の特徴で定義することが認められる。 
請求項中で機能で定義される技術的特徴は、当該機能

を実行することができる全ての手段を包含するものと

して解釈される。(GUIDELINES FOR PATENT 
EXAMINATION, Part II, Chapter 2, Section 3 “The 
Claims”, 3.2.1 “Support in the Description”) 
請求項１は機能的定義を含み、それは以下の機能と特

性により技術的特徴を定義している。 
 (1)  「タッチスクリーン（12）上の、キーボード配

列（15）のキーが表示されていない予め定められた領

域に対してタッチがなされたか否かを判断するタッチ

検出手段（31）」 
(2)  「前記タッチ検出手段（31）により前記予め定

められた領域に対してタッチがなされたと判断された

場合に、タッチスクリーンに表示中のキーボード配列

を、前記半導体メモリ（34）に記憶された他のキーボ

ード配列のいずれかに変更するキーボード変更手段

（33）」 
(1)に関して、請求項１中の機能により定義される「タ

ッチ検出手段」の技術的特徴は、「タッチスクリーン

上の、キーボード配列のキーが表示されていない予め

定められた領域に対してタッチがなされたか否かを判

断する」という機能を実施することができる全ての手

段を包含するものとして解釈される。 
従って、請求項の記載及び当該技術分野の技術常識を

考慮することで、「～を判断するタッチ検出手段

（31）」が正確に意味することは、当業者が明確に理

解することができる。 
(2)に関して、請求項１の機能で定義される「キーボー

ド変更手段」の技術的特徴は、「前記タッチ検出手段

によりタッチが前記予め定められた領域に対してなさ

れたと判断された場合に、タッチスクリーンに表示中

のキーボード配列を、前記半導体メモリに記憶された

他のキーボード配列のいずれかに変更する」という機

能を実施することができる全ての手段を包含するもの

として解釈される。 
従って、請求項の記載及び当該技術分野の技術常識を

考慮することで、「～に変更するキーボード変更手

段」が正確に意味することは、当業者が明確に理解す

ることができる。 
よって、請求項１は明確性要件を満たす。 

請求項１の「タッチ検出手段」及び「キーボード変更手

段」に関しては、「手段」という用語が使用されているこ

とから、１１２条（ｆ）に拠るものと推察される。なぜな

らば、「手段」は、転換語の「for」によって連結される機

能を表す用語（determining････;changing･･･）によって変

化するが、「手段」という用語は十分な構造、材料又はク

レームされた機能を実施する作用によって変化をしない。

したがって、それらは、明細書に記載されたそれと対応す

る構造を含んでいるものと解釈される。 
 
特許法第１１２条（ｆ）は，ミーンズ・（又はステップ）

プラス・ファンクション文言で表現されるクレーム文言は

「明細書に記載された・・・対応する構造及びその均等物

を扱うものとして解釈されるものとする」と述べている。

「クレームにミーンズ・プラス・ファンクション文言を採

用するならば，明細書には，当該文言が意味するものを示

す十分な開示が明記されなければならない。出願人が十分

な開示の明記を怠った場合は，出願人は特許法第１１２条

（ｂ）又は改正前特許法第１１２条第２段落によって求め

られる発明を特定的に指示しかつ明確に主張することを事

実上怠った。」In re Donaldson Co., 16 F.3d 1189, 1195, 29 
USPQ2d 1845, 1850 (Fed. Cir. 1994) (en banc) (MPEP 2181 
II. 特許法第１１２条（ｆ）又は改正前特許法第１１２条第

６段落が適用されるクレーム限定を裏付けるために必要な

記載） 
 
所定の限定された状況のもとで書面による記載は、特許法

第１１２条（ｂ）又は改正前特許法第１１２条第２段落に

おいて要件とされているように発明を特定的に指摘し、か

つ明確に主張するためにミーンズ（又はステップ）・プラ

ス・ファンクション限定に対応する構造（又は材料若しく

は作用）を必ずしも明示的に記載する必要はない。Dossel, 
115 F.3d - 946, 42 USPQ2d - 1885 を参照・・・さらに、当

該技術の当業者にとって、如何なる構造がミーンズ・プラ

ス・ファンクション限定に詳述された機能を果たさなけれ

ばならないかということが明瞭になる場合、ミーンズ・プ

ラス・ファンクション限定に対応する構造の開示は書面に

よる記載において黙示的なものであってもよい・・・

Dossel, 115 F.3d - 946-47, 42 USPQ2d - 1885（「明らか

に、デジタルデータを受信し，複雑な数学的計算を実行し

かつ結果をディスプレイに出力する装置（ユニット）は汎

用的な目的又は特別な目的のコンピュータによって若しく

は当該コンピュータ上で実現（実施）されなければならな

い。（書面による記載が単に「コンピュータ」又は何らか

の等価語句を記述していない理由は明瞭ではないが）」）

参照。 (MPEP 2181 II A.対応する構造は，当該技術の当業

者が、どの構造が詳述された機能を果たすことになるかを

理解するように，明細書に開示されなければならない）  
 
（Ａ）この案件における開示内容は： 
さらに、スマートフォン（１０）はＣＰＵと半導体メモリ

とを含む。前記ＣＰＵは、半導体メモリに記憶されたプロ

グラムを実行するために使用される処理装置である。前記

ＣＰＵは、スマートフォン（１０）の各機能を制御するた

めの処理を行い、後述する様々な機能を実行する。前記半

導体メモリはプログラム及びデータを記憶し、前記発明を

実施するとともに、前記ＣＰＵの作業半導体メモリとして

の機能をも果たす。スマートフォン（１０）をキーボード

操作モードにした時の処理に関する、図３に示す詳細な説

明は以下の通りである。 
 
当該図面が、タッチ検出手段（３１）及びキーボード変更

手段（３３）の詳細な構造を示さないブロック図であっ

て、出願公開において、クレームされた「手段」が前記Ｃ

ＰＵであることが明示されていなかったとしても、上記の

特許公開からの引用を土台として、ＣＰＵがクレームされ

た機能を実行することは、当業者の目には明らかであっ
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た。 
 
特定のコンピュータ実施機能を果たすための手段をクレー

ムし、次いで，当該機能を果たすように設計された構造と

して汎用目的のコンピュータのみを開示することは，純粋

な機能的主張（機能クレーム）を意味する。・・・・この

事例では，コンピュータ実施機能についての特許法第１１

２条（ｆ）のクレーム限定に対応する構造は明細書に開示

された汎用目的のコンピュータ又はマイクロコンピュータ

を変換するために必要とされるアルゴリズムを含んでいな

ければならない。（MPEP 2181 II. B. ミーンズ・プラス・フ

ァンクション限定を実現するコンピュータ（コンピュータ

実施関連のミーンズ・プラス・ファンクション限定）  
 
明細書がアルゴリズムを明示的に開示している場合、その

アルゴリズムの開示の十分性は，当該技術の通常の知識の

レベルからみて判断されなければならない。・・・ 審査

官は、当該技術の当業者が、如何にしてコンピュータを明

細書に記載された必要な工程を実行するためにプログラム

化するかということ（すなわち、発明が実現可能とされ

る）及び発明者が発明を使用していたこと（すなわち、発

明が、書面による記載要件に適合していること）について

知るようになるか否かということについて，判断しなけれ

ばならない。したがって、その明細書は，当該技術の当業

者がクレームされた機能を果たすために開示されたアルゴ

リズムを実行できるように、汎用目的のマイクロプロセッ

サを特別な目的のコンピュータへ変換するためにアルゴリ

ズムを十分に開示するものでなければならない。Aristocrat, 
521 F.3d - 1338, 86 USPQ2d - 1242｡(MPEP 2181 II. B. ミー

ンズ・プラス・ファンクション限定を実現するコンピュー

タ（コンピュータ実施関連のミーンズ・プラス・ファンク

ション限定）  
 
（Ｂ）明細書に記載されたタッチ検出手段に関するステッ

プ： 
タッチ検出部（３１）は、タッチスクリーン（１２）中の

所定の領域にユーザーがタッチしたか否かを判断する。ユ

ーザーは、タッチスクリーン（１２）に、指、又はタッチ

ペン（２０）を使って、タッチをすることが可能である。

上記の所定の領域とは、キーボード配列（１５）中のキー

がタッチスクリーン（１２）に表示されない領域をいう。

この領域は、図２に斜線で示されている。 
 
（Ｃ）明細書に記載されたキーボード変更部に関するステ

ップ： 
前記タッチ検出部（３１）から、前記所定の領域にタッチ

されたことを示す信号が送信されると、ユニット（３３）

は、前記タッチスクリーンに表示中の前記キーボード配列

（１５）を、前記半導体メモリ（３４）に記憶されている

他のキーボード配列に変更する。 
 
前述の前記キーボード変更部（３３）により実行される制

御に関する詳細な説明は以下の通りである。前記半導体メ

モリ（３４）は、以下の順に、すなわち、 「アルファベ

ット大文字のキーボード配列」、「アルファベット小文字

のキーボード配列」、「テンキー数字のキーボード配列」

の順に、３通りのキーボード配列を記憶する。例えば、

「アルファベット大文字のキーボード配列」をタッチスク

リーンに表示中にタッチされたという信号が前記キーボー

ド変更部（３３）に送信された場合に、前記キーボード変

更部（３３）は、タッチスクリーンに表示中の前記キーボ

ード配列を他の２つのキーボード配列、すなわち、現時点

での前記半導体メモリ（３４）のキーボード配列の次に記

憶された、「テンキー数字のキーボード配列」、又は「ア

ルファベット小文字のキーボード配列」のいずれかに変更

する。 
 
当業者は、前記の必要なステップの実行を意図した、プロ
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セッサーをプログラミングする方法を知っていたであろ

う。クレームされた機能を実行するために、汎用ＣＰＵを

特殊用途のＣＰＵに変える方法については、十分な記載が

なされている。 
3. N/A N/A 
4. Yes Yes 
5. 特許請求の範囲は明細書によりサポートされるものと

する。(PATENT LAW OF THE PEOPLE’S REPUBLIC 
OF CHINA, Article 26.4)  
 「特許請求の範囲は明細書によりサポートされるも

のとする」とは、各請求項で保護が求められる技術的

解決は、当業者が明細書に十分に開示された内容から

直接、あるいは一般化することで到達することができ

る解決であり、明細書に開示された内容の範囲を超え

てはならない。 
 通常請求項は、明細書に提示される 1 つ以上の実施

形態あるいは実施例から一般化されたものである。請

求項は、明細書において開示された内容の範囲を超え

て一般化してはならない。当業者が、明細書に示され

た実施形態の全ての同等物又は明白な変形物が、同一

の特性又は用途を有するということを合理的に推測で

きる場合には、出願人は、全ての同等物又は明白な変

形物を網羅するために請求項の保護範囲を一般化する

ことができる。請求項が適切に一般化されているかど

うかを判断する際には、審査官は従来技術を参照する

必要がある。 
普通名称で又は相等する選択肢により一般化された請

求項については、審査官はその一般化が明細書により

サポートされうるか否かを検討する。請求項の一般化

が出願人が推測する内容を含み、その効果を前もって

判断又は評価することが難しい場合には、当該一般化

は明細書の開示範囲を超えるものと見做される。請求

項の一般化は、当業者が、普通名称又は相等する選択

肢に含まれる 1 つ以上の特定の名称又は選択肢が、発

明又は実用新案により解決しようとする技術的課題を

解決できない、及び同様の技術的効果を達成すること

ができない、という合理的な疑いを持つ場合には、請

求項は明細書によりサポートされていないものとな

る。これらの場合、審査官は第 26 条(4)によりサポー

ト欠如で拒絶を提起し、出願人に請求項の補正を要求

する。 
通常、製品クレームでは、発明を定義する際に、機能

又は効果の特徴はできるだけ使用すべきではない。構

造的特徴で特定の技術的特徴を定義することができな

い場合、あるいは構造的特徴よりも機能又は効果の特

徴で定義することがより適切な場合、及び当該機能や

効果が明細書中に記載されるか又は従来技術の慣用的

手段により実験又は実施を直接的に及び肯定的に検証

することができる場合にのみ、製品クレーム中の機能

又は効果の特徴で定義することが認められる。 
請求項中で機能により定義される技術的特徴は、当該

機能を実行することができる全ての手段を包含するも

のとして解釈される。機能により定義される特徴を含

む請求項では、機能による定義が明細書でサポートさ

れているかどうかを検討する。実施形態において機能

が特定の方法で実行される場合、及び機能が明細書に

記載されていない他の代替手段で実行されうることを

当業者が理解しない場合、あるいは機能による定義に

包含される 1 つ以上の手段が発明又は実用新案により

解決しようとする技術的課題を解決できず、さらに同

様の技術的効果を得ることができないと当業者が合理

的な疑いを持つ場合には、他の代替手段又は技術的課

題を解決できない手段を包含するような機能による定

義は、請求項中では認められない。 
(GUIDELINES FOR PATENT EXAMINATION, Part II, 
Chapter 2, Section 3 “The Claims”, 3.2.1 “Support in 
the Description”) 

米国特許法第１１２条（a）：明細書は，その発明の属する

技術分野又はその発明と極めて近い関係にある技術分野の

当業者がその発明を製造し、使用することができる程度

に、完全、明瞭、簡潔かつ正確な用語によって、発明並び

にその発明を製造、使用する手法及び方法の説明を含まな

ければならず、また、発明者が考える発明実施のベストモ

ードを記載していなければならない。  
 
コンピュータ実施関連の機能的クレームを審査する際、審

査官は，発明者がクレームされた主題を発明したと当該技

術における当業者が妥に結論づけることができるほどに十

分に詳細に明細書がクレームされた機能を果たすコンピュ

ータ及びアルゴリズム（例えば、必要なステップ及び／又

はフローチャート）を開示しているか否かについて判断し

なければならない。（MPEP 2161.01 I.コンピュータ実施関

連により実行される機能的クレームの限定について適切な

書面による記載が存在しているか否かの判断） 
 
「一般に，ソフトウェアが発明を実施するためのベストモ

ードの一部を構成する場合、そのようなベストモードの記

述はソフトウェアの機能の開示によって満たされる。これ

は通常、かかるソフトウェアの記述コードは当該技術分野

の技能の内にあってその機能が一旦開示された時点で過度

の実験を必要としないためである ・・・ フローチャー

ト又はソースコートの列挙はソフトウェアの機能を適切に

開示することの要件とはならない。」Fonar Corp.,107 F.3d 
- 1549, 41 USPQ2d - 1805(MPEP 2161.01 II. ベストモー

ド） 
 
特許法第１１２条（ａ）又は改正前特許法第１１２条第１

段落の実施可能要件を満足するためには、明細書は、当該

技術の当業者に対して，クレームされた発明の全範囲を

「過度な実験」を行うことなく、如何にして実施し、かつ

使用する方法を教示するものでなければならない。（MPEP 
2161.01 III.コンピュータ実施関連の機能的クレーム限定の

全範囲が実施可能であるか否かの判断）  
 
先の質問にあった、出願公開（Ａ）、（Ｂ）及び（Ｃ）か

らの引用部分を土台として、当業者は、例えば、コンピュ

ータをプログラミングして、クレームされた機能を実行す

ることにより、前記発明を成し、利用することが可能であ

っただろう。前記発明により、ユーザーは、装置のタッチ

スクリーンに表示されたキーボード配列を容易に変更でき

ることが明細書に明記されているが、ベストモード要件

は、キーがタッチスクリーンに表示されない領域におい

て、タッチを検出することである。 
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請求項１は機能的定義が含むが、それは以下の機能と

特性により技術的特徴を定義している。 
(1)  「タッチスクリーン（12）上の、キーボード配

列（15）のキーが表示されていない予め定められた領

域に対してタッチがなされたか否かを判断するタッチ

検出手段（31）」 
(2)  「前記タッチ検出手段（31）により前記予め定

められた領域に対してタッチがなされたと判断された

場合に、タッチスクリーンに表示中のキーボード配列

を、前記半導体メモリ（34）に記憶された他のキーボ

ード配列のいずれかに変更するキーボード変更手段

（33）」 
 明細書に基づき、本件発明が解決すべき課題は、ス

マートフォンやタブレットなどのポータブル端末に関

し、ユーザーが 1 つのタッチスクリーン中のキーボー

ド配列画像から他のキーボード配列画像への変更を容

易に可能とする文字入力装置を提供することである 

（明細書のパラグラフ 1 を参照）。 
上記の課題を解決する手段として、明細書及び図面は

以下の手段を含む：タッチスクリーンの予め定められ

た領域に対してユーザーによるタッチがなされたか否

かを判断するタッチ検出部；及び、タッチ検出部がタ

ッチがなされたことを示す信号を送信した場合、タッ

チスクリーン中のキーボード配列を半導体メモリに記

憶された他のキーボード配列に変更するキーボード変

更部。また明細書は、タッチ検出部及びキーボード変

更部を操作して行う詳細なステップを開示する（明細

書のパラグラフ７－９を参照）。 
明細書の記載及び当該技術分野の技術常識に基づい

て、当業者は、明細書に示される実施形態の全ての同

等物又は明白な変形物が、同一の特性又は用途を有す

るということを合理的に推測できる。さらに当業者

は、請求項 1 に記載される機能を特徴とする定義は、

当該発明により解決しようとする技術的課題を解決す

ることができない方法を包含していないことを合理的

に推測できる。よって、請求項１の特徴(1)及び(2)は
認められる。 
 以上から、請求項１の機能を特徴とする定義は許容

されるので、請求項１はサポート要件を満たす。 
6. N/A N/A 
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事例 5 
 
 EPO KIPO JPO 
1. No Yes Yes 
2. N/A （a）二次電池の特性に基づいて特定の

電流又は特定の電圧が決定される場

合、その用語自体に基づいて当該電流

と電圧は十分に特定されると判断する

ことができる。  
（b）追加説明はなされていないが、

「ゼロ電流時」とは二次電池の外部に

流れる電流がゼロ値を示すことを意味

し、当該ゼロ電流時は、二次電池の内

部抵抗により生じる内部電流に起因し

た電力損失により電圧が降下すること

で起きることを当業者は明確に理解す

ることもできる。さらに、上記事項は

請求項に係る発明の詳細な説明に十分

に示唆されている。 
よって、韓国特許法第 42 条(4)(ii)に従

って、上記請求項の範囲は明確である

と判断することができる。 

上記 Case Study 4 で言及したように、

請求項に係る発明は、明確でなければ

ならず（特許法第 36 条第 6 項第 2 号、

明確性要件）、明確性要件を満たすか

否かは、請求項に係る発明の範囲が明

確であるか否か、すなわち、ある具体

的な物や方法が請求項に係る発明の範

囲に入るかどうかを当業者が理解でき

るように記載されているか否か、そし

て、その前提として、発明特定事項の

記載が明確であるか否か、によって判

断する。（審査基準第 II 部第 2 章第 3
節 明確性要件「2.1 明確性要件につい

ての判断に係る基本的な考え方」） 
 
本願請求項 1 には、特に以下の記載が

ある。 
（a）「特定の電流条件又は特定の電圧

条件」 
（b）「前記ゼロ電流時電位（Vzero）の

変化量（ΔVzero）に基づいて、前記二次

電池の推定充放電正味クーロン電荷量

（ΔQap）を算出する」 
  
上記（a）について検討する。 
上記「特定の電流条件又は特定の電圧

条件」とは、請求項における「特定の

電流条件又は特定の電圧条件が予め定

められた期間続いた場合に、二次電池

の端子間の電位からゼロ電流時電位

（Vzero）を算出する」という記載から

みて、二次電池において、ゼロ電流時

電位の算出をする条件として適宜設定

される任意の電流又は電圧条件を意味

すると、当業者であれば理解すること

ができる。 
したがって、当該「特定の電流条件又

は特定の電圧条件」の意味するところ

は、当業者にとって明確である。 
 
なお付言すると、明細書には、上記

「特定の電流条件又は特定の電圧条

件」について、「二次電池の電流と端

子電位を常時測定する。そして、当該

測定された電流又は電位が特定の電流

条件又は特定の電圧条件について予め

定められた期間続いた状態を、当該電

流及び電圧が所定期間連続して安定し

た状態とみなす。その期間内に測定さ

れた電位及び電流の平均値と、二次電

池の部品抵抗値とに基づいて、電流が

流れていない状態における二次電池の

電圧、すなわちゼロ電流時電位、とそ

の変化量を算出する。」、すなわち、

上記「特定の電流条件又は特定の電圧

条件」が予め定められた期間続いた状

態を、電流及び電圧が所定期間連続し

て安定した状態であるとみなす旨が記

載されている。 
したがって、請求項の記載に加えて明

細書を参酌すると、上記「特定の電流

条件又は特定の電圧条件」の意味する

ところを、当業者であればより具体的
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に理解することができる。 
 
上記（b）について検討する。 
まず、「ゼロ電流時電位（Vzero）」と

は、電流がゼロ（流れていない）とき

の電位を意味することは明らかであ

る。そして、「ゼロ電流時電位

（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づい

て、前記二次電池の充放電正味クーロ

ン電荷量（ΔQap）を算出する」とは、

二次電池における充放電正味クーロン

電荷量と電圧の変化量とは相関してい

るという技術常識と、一般に、互いに

相関している変数の相関関係は、既知

のデータに基づき予め決定した係数を

有する近似関数によって適宜表現し得

るという技術常識から、ゼロ電流時電

位の変化量（ΔVzero）と充放電正味クー

ロン電荷電気量（ΔQap）との関数を用

いて、ΔVzeroから ΔQapを算出すること

を意味すると、当業者であれば理解す

ることができる。 
したがって、当該「ゼロ電流時電位

（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づい

て、前記二次電池の充放電正味クーロ

ン電荷量（ΔQap）を算出する」の意味

するところは、当業者にとって明確で

ある。 
 
なお付言すると、明細書には、まず、

「ゼロ電流時電位（Vzero）」につい

て、「電流が流れていない状態におけ

る二次電池の電圧、すなわちゼロ電流

時電位」及び「二次電池における電圧

の平均値（Vave）に、同期間内に測定さ

れた電流の平均値（Iave）を部品抵抗値

（Rcom）に乗算した値を加算（部品抵

抗による電圧降下分を補正）して、ゼ

ロ電流時電位（Vzero）を算出する

（Vzero＝Vave＋Rcom×Iave）。」と記載さ

れている。 
明細書にはさらに、上記「ゼロ電流時

電位（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づ

いて、前記二次電池の充放電正味クー

ロン電荷量（ΔQap）を算出する」こと

について、「電圧の変化量と充放電正

味クーロン電荷量との相関関係（満充

電に近いほど電圧の経時変化が小さ

い）を根拠として、ゼロ電流時電位の

変化量と充放電正味クーロン電荷量の

実測データに基づいて適宜決定した係

数及び一次元の近似関数を用い、上記

算出したゼロ電流時電位の変化量か

ら、充放電正味クーロン電荷量を推定

する。」及び「測定対象の二次電池に

係るゼロ電流時電位の変化量と充放電

正味クーロン電荷量との近似関数とし

て、例えば、実測データに基づいて決

定した以下の式を用いて、上記算出さ

れたゼロ電流時電位の変化量（ΔVzero）

から、二次電池の充放電正味クーロン

電荷電気量（ΔQap）を算出する。ΔQap

＝κ×ΔVzero＋δ（κ及び δ：実測データ

に基づいて予め設定された定数）」と

記載されている。 
してみると、明細書には、「ゼロ電流

時電位（Vzero）」とは、電流が流れて
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いない状態における二次電池の電圧で

あって、Vzero＝Vave＋Rcom×Iave（Vave：

電圧の平均値、Iave：電流の平均値、

Rcom：部品抵抗値）の式で算出できる

旨、及び、ゼロ電流時電位の変化量

（ΔVzero）から充放電電気量（ΔQap）

を算出するにあたり、ΔQap＝κ×ΔVzero

＋δ（κ及び δ：実測データに基づいて

予め設定された定数）という一次関数

が用い得る旨が記載されているといえ

る。 
したがって、請求項の記載に加えて明

細書を参酌すると、上記「ゼロ電流時

電位（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づ

いて、前記二次電池の推定充放電電気

量（ΔQap）を算出する」の意味すると

ころを、当業者であればより具体的に

理解することができる。 
よって、この請求項に係る発明は明確

である。 

3. 論点 a）に関して、特定の条件は明細

書の教示から理解できるが、審査官は

その「選択」がどのように行われるの

か疑問を持つかもしれない。この点は

出願書類には教示されておらず、いか

なる範囲でテストが動作するのか不明

である。加えて、「推定する」という

文言は大変曖昧であり、推定がどの程

度近似したものなのか、どのような範

囲で動作を行うのか、当業者には不明

であろう。 
 
「特定の電流条件又は電圧条件」とい

う文言は電池の分野の当業者には理解

可能であり、従ってこの文言は明確で

あると考えられる。しかしながら、新

規性に関しては、先行技術に見いださ

れるかもしれない様々な条件がこの特

徴に対して用いられることができる。 
 
前記文言は大変一般的で、かつ非常に

一般的な方法のステップに含まれる。

そのため、EPO の審査官は EPC 第 84
条の下に異議を唱えるかもしれない。 
 
当該方法のステップを以下に引用す

る。 
「二次電池の使用中に、選択された電

流条件又は選択された電圧条件が予め

定められた期間続いた場合に、二次電

池の端子間の電位からゼロ電流時電位

（Vzero）を算出する。」 
 
このような広い方法ステップの明確性

を評価するに当たって、EPO の審査官

は通常、EPO ガイドラインに記載され

た指示を適用する。特定的には、セク

ション F-IV 4.5.3「本質的特徴の一般

化」及び F-IV 4.10「達成されるべき結

果」が適用される。これらの指示はヨ

ーロッパ判例法に由来するものであ

り、EPC 第 84 条の要件に適用されか

つ関連する（EPC 第 84 条「クレーム

は保護を求める内容を定義する。クレ

ームは明確かつ簡略であり、明細書に

よって支持されること。」） 
 

N/A N/A 
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当該方法ステップは明細書の第 4 頁最

終行から第 5 頁第 1 パラグラフに記載

の方法論の一般化である。すなわち、

「本発明は、まず、二次電池の電流端

子電位を常時測定する。そして、当該

測定された電流又は電位が選択された

電流条件又は選択された電圧条件につ

いて予め定められた期間続いた状態

を、当該電流及び電圧が所定期間連続

して安定した状態とみなす。その予め

定められた期間内に測定された電位及

び電流の平均値と、二次電池の部品抵

抗値とに基づいて、電流が流れていな

い状態における二次電池の電圧、すな

わちゼロ電流時電位とその変化量を算

出する。さらに、明細書の第 5 頁第 3
段落の特定的な例に基づいて、 
「より具体的には、例えば、前記選択

された電流条件を“電流が 10A 未満”

という条件、前記選択された電圧条件

を“電圧の変化量が 1V 未満”という

条件、前記予め定められた所定期間を

“10 秒間”と設定し、当該設定した電

流条件（10A 未満）又は電圧条件（変

化量が 1V 未満）を当該設定した予め

定められた期間（10 秒間）続いた状態

を、二次電池の電流及び電圧が予め定

められた期間連続して安定した状態で

あるとみなす。そして、当該予め定め

られた期間内に測定された、二次電池

における電圧の平均値（Vave）に、同期

間内に測定された電流の平均値（Iave）

を部品抵抗値（Rcom）に乗算した値を

加算（部品抵抗による電圧降下分を補

正）して、ゼロ電流時電圧電位（Vzo）

を算出する（Vzo＝Vave＋Rcom×Iave）。 
 
「本質的特徴の一般化」の第一の局面

に関して、EPO ガイドラインは条件を

記載している。「出願書類が全体とし

て、当業者が発明を行えるに十分な程

度に詳細に発明の必須の特徴を記載し

ていれば十分である。独立項に発明の

全ての詳細を含む必要はない。特許請

求される一般化された特徴が全体とし

て課題を解決できるものであれば、特

許請求される特徴のある程度の一般化

は許容される。この場合、それらの特

徴のより特定的な規定は求められな

い。」 
 
本件の場合、方法ステップは、ゼロ電

流時電圧をどのようにして計算するか

という本質的特徴について一般的な言

葉で特定している。方法ステップの過

度な一般化という点に関しては異議は

唱えられない。 
 
しかしながら、達成されるべき結果に

よって発明が規定されているか否かと

いう点に関して、EPO の審査官によっ

て第二の評価がなされる。より特定的

には、EPO の審査官には以下の指示が

出される（ガイドライン、セクション

F-IV 4.10）。 
「発明によって規定される範囲はでき

る限り正確でなければならない。一般
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的な規則として、達成されるべき結果

によって発明を規定しようとする請求

項は許可されない。しかしながら、発

明がそのような文言でしか規定できな

いか、又は、請求の範囲を過度に限定

することなく他の態様でより正確に規

定できない場合、及び、その結果が、

明細書に適切に特定されているか又は

当業者に周知の試験又は手順によって

直接的かつ積極的に検証でき、かつ過

度の実験を必要としないものである場

合、請求項は許容されるかもしれな

い。」 
 
本件の場合、明細書に鑑みて、保護の

範囲を過度に限定することなく、発明

をより正確に規定することが可能であ

ると EPO の審査官は考えるであろう。 
 
より特定的には、「選択された電流条

件又は選択された電圧条件が予め定め

られた期間」という表現は、前記電流

及び電圧が予め定められた時間期間継

続して安定した状態と考えられる。従

って、この方法ステップを明確にする

ために、EPO の審査官はこの限定（下

線で示す）を追加するよう提案するか

もしれない。 
 
さらに、EPO の審査官は、この方法ス

テップがどのようにゼロ電流時電圧を

算出するかを明確に示していないと考

えるかもしれず、請求項そのものの説

明に記載される実際の式を特定するよ

うに出願人に要求するかもしれない。 
 
(b) 論点 b)に関しては、請求項は「ゼロ

電流時電圧を算出する」と規定してい

るが、このステップが後に繰り返され

るとは述べていない。従って、「前記

ゼロ電流時電圧の変化量」という文言

は不明確であり、基準点が規定されて

いないのであるから、一回の計算で変

化を判定することは可能ではない。 
 
特定的には、以下の表現を参照された

い。 
「前記ゼロ電流時電圧（Vzero）の変化

量（ΔVzero）に基づいて二次電池の充

放電正味クーロン電荷（ΔQap）を算出

する。」 
 
EPO の審査官はこのステップが達成さ

れるべき結果によって限定されている

と考えるであろう。このタイプの限定

の場合、「請求の範囲は十分に明確で

あるか」という疑問が持たれる。 
 
明細書において計算がなされる方法

（ΔQap＝κ×ΔVzero＋δ （κ及び

δ：実測データに基づいて予め設定さ

れた定数））は当業者にとって簡潔に

明確ではないと考えられる。当業者が

本請求項を読んだ場合、計算が如何に

して行われるのか疑問に思うであろ

う。すなわち、前もって定数を設定す

るためにどのようなデータを測定する

のであろうか。上記の式は、発明によ
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って解決されるべき課題（二次電池で

の充放電正味クーロン電荷を正確に推

定すること）を解決するための本質的

な特徴としてさらに記載されている。

結論として、第二の特徴はそれゆえ明

確性を欠くと考えられる。 

4. Yes Yes Yes 
5. 明細書は、請求項と明細書を読んだ当

業者が、過度な負担を必要とせず、自

身の一般的知識を用いて発明を実施す

ることを可能としている。 
 
本件においては、EPC の第 84 条（請

求項は明確でありかつ明細書によって

サポートされること）の意味でクレー

ムされる特徴の全てをサポートする文

言を、全てのクレームされた特徴に対

して見いだすことができる。以下に、

請求項とそれに対応する明細書の一部

の本文を太字で示す。 
 
２． 二次電池の充放電正味クーロ

ン電荷を推定するための方法であっ

て（明細書でのサポート：第 4 頁、

下から 2 番目の段落：二次電池の充

放電正味クーロン電荷を推定す

る）、当該方法は以下のステップを

含む。 
 
二次電池の端子間電圧からゼロ電流時

電圧（Vzo）を算出する（明細書からの

サポート：第 5 頁下から 2 番目の段

落、最終行：そして、二次電池の使用

中に、選択された電流条件又は選択さ

れた電圧条件が予め定められた期間連

続して満足する状態が続いた場合に、

「ゼロ電流時電圧（Vzo）を算出する」

（明細書でのサポート：第 5 頁、第 1
段落：そして、当該測定された電流又

は電圧が選択された電流条件又は選択

された電圧条件について予め定められ

た期間連続して満足した状態を、当該

電流及び電圧が予め定められた期間連

続して安定した状態とみなす。）そし

て、前記ゼロ電流時電圧（Vzo）の変化

量（ΔVzo）から、二次電池の充放電正

味クーロン電荷（ΔQp）を算出する(明
細書でのサポート：第 5 頁、最終段落

から第 6 頁：二次電池の充放電正味ク

ーロン電荷（ΔQe）の推定は、前もっ

て算出されたゼロ電位時電圧（ΔVzo）

の変化量から算出される。ΔQe＝

κ×ΔVzo＋δ （κ及び δ：実測データに

基づいて予め設定された定数）。) 
 

請求項が本件発明の明細書にサポート

されているか否かは、請求項に記載さ

れる主題に対応する事項が本件発明の

明細書に記載されているか否かにより

当業者の立場から判断される。本件発

明の請求項と明細書が文字通りに同一

であるというよりも、主題に言及する

請求項が本件発明の明細書の範囲を超

えるものであるかどうかを当業者の視

点で精査すべきである。 
この場合、請求項に記載される特徴は

明細書の記載によりサポートされてい

ることが当業者に明白である。 

上記 Case Study 4 で言及したように、

請求項に係る発明は、発明の詳細な説

明に記載した範囲を超えるものであっ

てはならない（特許法 36 条 6 項 1 号、

サポート要件）。そして、サポート要件

を満たすか否かの検討は、請求項に係

る発明が、発明の詳細な説明において

「発明の課題が解決できることを当業

者が認識できるように記載された範

囲」を超えるものであるか否かを調べ

ることによりなされ、超えていると判

断された場合は、サポート要件を満た

していないことになる。（審査基準第 II
部第 2 章第 2 節 サポート要件「2. サ
ポート要件についての判断」） 
 
本願発明の課題は、明細書の記載か

ら、二次電池の充放電正味クーロン電

荷量の推定にあたり、電流測定誤差の

影響を低下させ、充放電正味クーロン

電荷量をより正確に行うことといえ

る。 
本願の明細書には、「二次電池の電流と

端子電位を常時測定する。そして、当

該測定された電流又は電位が特定の電

流条件又は特定の電圧条件について予

め定められた期間続いた状態を、当該

電流及び電圧が所定期間連続して安定

した状態とみなす。その期間内に測定

された電位及び電流の平均値と、二次

電池の部品抵抗値とに基づいて、電流

が流れていない状態における二次電池

の電圧、すなわちゼロ電流時電位、と

その変化量を算出する。」、「電圧の変化

量と充放電正味クーロン電荷量との相

関関係（満充電に近いほど電圧の経時

変化が小さい）を根拠として、ゼロ電

流時電位の変化量と充放電正味クーロ

ン電荷量の実測データに基づいて適宜

決定した係数及び一次元の近似関数を

用い、上記算出したゼロ電流時電位の

変化量から、充放電正味クーロン電荷

量を推定する。」及び「本発明は、電流

測定誤差の影響が少ないゼロ電流時電

位を用いた関数式により充放電正味ク

ーロン電荷量ΔQap を推定しているこ

とから、二次電池の充放電正味クーロ

ン電荷量を精度よく推定できるという

効果を奏する。」と記載されている。 
そうすると、上記 2.で言及した技術常

識を考慮すると、当業者であれば、二

次電池において、特定の電流条件又は

特定の電圧条件が予め定められた期間

続いた場合に、電流測定誤差の影響が

少ないゼロ電流時電位を算出し、その

変化量に基づいて充放電正味クーロン

電荷量を推定するという手段によっ

て、本願発明の課題が解決できると認

識することができる。 
他方、請求項 1 には、上記手段が反映
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されている。 
したがって、請求項 1 に係る発明はサ

ポート要件を満たす。 

6. N/A N/A N/A 

 
 CNIPA USPTO 
1. No Yes 
2. N/A （ａ）請求項１に係る発明は、引用例における「特定の

電流条件又は電圧条件」に関して、明確性要件を満たし

ている。当業者は、これが「所定の」［すなわち、任意

の］電流条件又は電圧条件を指していることを理解する

だろう。その表現はただ単に広い。当該明細書に照らし

てみると、「条件」が強度、又は強度の変動幅を指して

いることが理解できるだろう。当該明細書には、発明を

（クレームされた通りに）明確に限定しない、各々の実

施例が示されている。 
 
（ｂ）請求項１に係る発明はまた、「前記ゼロ電流時電

位（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づいて、前記二次電池

の推定充放電正味クーロン電荷量（ΔQe）を算出する」

の記載に関して、明確性要件を満たしている。「前記ゼ

ロ電流時電位（Vzero）の変化量（ΔVzero）」に関する先行

詞、又は先行する定義は見当たらないものの、当業者

は、ゼロ電流時電位の変化量（ΔVzero）が、任意の一度目

と二度目の時間において算出されたゼロ電流時電位

（ΔVzero）の間に求められることを理解しているだろう。

その表現はただ単に広い。この変化量に「基づき」、前

記二次電池の推定充放電正味クーロン電荷量を（ΔQe）

算出する方法、という言い回しも、明確である。当業者

は、２つの変数の間には何らかの相関関係があり、一方

の変数値を見れば、もう一方の変数値を推定できること

を理解しているだろう。当該明細書に、発明を（クレー

ムされた通りに）明確に限定しない、上記の関係を示す

１例が示されている。 

3. 特許請求の範囲は、明確かつ簡潔に特許の保護を求める

範囲を定めるものとする。(PATENT LAW OF THE 
PEOPLE’S REPUBLIC OF CHINA, Article 26.4) 
特許請求の範囲の明確性は、発明又は実用新案が求める

保護の範囲を決定するために極めて重要である。特許請

求の範囲は明確にすべきという要件は、一方では各請求

項は明確である必要があり、他方では特許請求の範囲は

全体として同様に明確である必要がある、ということを

意味する。 
方法のクレームは、方法の発明には好適であり、通常技

術的プロセス、操作条件、段階及び手順などの技術的特

徴を定義する。 
各請求項により定義される保護の範囲は明確でなければ

ならない。請求項の保護の範囲は、その請求項で使われ

る用語の意味に沿って解釈される。通常、請求項で使わ

れる用語は、従来技術で通常用いられる意味を持つもの

として理解される。 (GUIDELINES FOR PATENT 
EXAMINATION, Part II, Chapter 2, Section 3 “The 
Claims”, 3.2.2 “Clarity”) 
請求項１では、以下の特徴が明確に記載されている： 
(a)「特定の電流条件又は電圧条件」 
(b)「前記ゼロ電流時電圧（Vzero）の変化量（ΔVzero）に

基づいて、前記二次電池の充放電正味クーロン電荷

（ΔQap）を算出する」 
(a)に関して、「特定の電流条件又は電圧条件」の技術的

特徴は、これ以上定義されていないので不明瞭である。

当業者は、どの電流条件又は電圧条件を「特定の電流条

件又は電圧条件」という特徴として定義するのかが判断

できない。当業者は特定の電流条件又は電圧条件と選択

されない他の電流条件又は電圧条件を区別できない。そ

のため、「そのような二次電池の使用中に、特定の電流

条件又は電圧条件を予め定められた期間維持した場合

に、当該状態下における二次電池の端末間電位からゼロ

N/A 
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電流時電位（Vzero）を算出する」という請求項 1 記載の

特徴から、当業者は、二次電池の端末間電位からゼロ電

流時電位（Vzero）を算出する条件を明確に判断できな

い。 
さらに、明細書によれば、当該技術的特徴は、二次電池

の端末間電位からゼロ電流時電位（Vzero）を算出する条

件は発明が解決する技術的課題を解決するのに必須のも

のである。 
よって、「特定の電流条件又は電圧条件」という特徴

は、請求項１の保護範囲を不明確にするものである。 
 (b)に関して、「当該ゼロ電流時電圧（Vzero）」、「当

該充放電正味クーロン電荷（ΔQap）」及び「当該ゼロ電

流時電圧（Vzero）の変化量（ΔVzero）」は、従来技術で通

常用いられるのと同じ意味で使われていることが明白で

ある。 
 当業者は、「前記ゼロ電流時電圧（Vzero）の変化量

（ΔVzero）に基づいて、前記二次電池の充放電正味クーロ

ン電荷（ΔQap）を算出する」は、従来技術で周知の方法

又は公式を用いて Vzeroから ΔQeを算出することを意味し

ていると理解できる。 
 よって、「前記ゼロ電流時電圧（Vzero）の変化量

（ΔVzero）に基づいて、前記二次電池の充放電正味クーロ

ン電荷（ΔQap）を算出する」は、当業者に明白である。

請求項１の特徴(b)は許容される。 
結論として、特徴(a)は、請求項１の保護範囲を不明確に

するので、請求項１は、明確性要件を満たさない。 

4. Yes, 明細書に記載される要件に関する技術的特徴を請求

項１に追加することで上記瑕疵がなくなる場合。例えば

「測定された電流又は測定された電位が特定の電流条件

又は特定の電圧条件を予め定められた期間持続した状態

を、当該電流及び電圧が定められた期間連続して安定し

た状態とみなす」など。 

No 

5. 特許請求の範囲は明細書によりサポートされるものとす

る。(PATENT LAW OF THE PEOPLE’S REPUBLIC OF 
CHINA, Article 26.4)  
 「特許請求の範囲は明細書によりサポートされるもの

とする」とは、各請求項で保護が求められる技術的解決

は、当業者が明細書に十分に開示された内容から直接、

あるいは一般化することで到達することができる解決で

あり、明細書に開示された内容の範囲を超えてはならな

い。 
 通常請求項は、明細書に提示される 1 つ以上の実施形

態あるいは実施例から一般化されたものである。請求項

は、明細書において開示された内容の範囲を超えて一般

化してはならない。当業者が、明細書に示された実施形

態の全ての同等物又は明白な変形物が、同一の特性又は

用途を有するということを合理的に推測できる場合に

は、出願人は、全ての同等物又は明白な変形物を網羅す

るために請求項の保護範囲を一般化することができる。

請求項が適切に一般化されているかどうかを判断する際

には、審査官は従来技術を参照する必要がある。 
普通名称で又は相等する選択肢により一般化された請求

項については、審査官はその一般化が明細書によりサポ

ートされうるか否かを検討する。請求項の一般化が出願

人が推測する内容を含み、その効果を前もって判断又は

評価することが難しい場合には、当該一般化は明細書の

開示範囲を超えるものと見做される。請求項の一般化

は、当業者が、普通名称又は相等する選択肢に含まれる

1 つ以上の特定の名称又は選択肢が、発明又は実用新案

により解決しようとする技術的課題を解決できない、及

び同様の技術的効果を達成することができない、という

合理的な疑いを持つ場合には、請求項は明細書によりサ

ポートされていないものとなる。これらの場合、審査官

は第 26 条(4)によりサポート欠如で拒絶を提起し、出願

人に請求項の補正を要求する。 
製品又は機械の種類全体ついて広く一般化された請求項

に関して、明細書により相当にサポートされ、さらに発

N/A 
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明又は実用新案がクレームされている分野全体で実施す

ることができないと考えられる理由がない場合には、例

え保護範囲が広くても請求項を認めることができる。し

かし、明細書に記載される情報が十分ではなく当業者が

実験又は分析の常法を用いても請求項にクレームされた

保護範囲まで明細書の教示を拡大することができない場

合には、審査官は出願人に、説明と、明細書に記載され

た情報に基づき当業者が容易に発明又は実用新案を請求

項の保護範囲まで拡張できるように作成することを求め

る。あるいは審査官は、出願人に請求項を限定するよう

に求める。(GUIDELINES FOR PATENT EXAMINATION, 
Part II, Chapter 2, Section 3 “The Claims”, 3.2.1 “Support 
in the Description”) 
請求項１では、以下の特徴が明確に記載されている： 
(a)「特定の電流条件又は電圧条件」 
(b)「前記ゼロ電流時電圧（Vzero）の変化量（ΔVzero）に

基づいて、前記二次電池の充放電正味クーロン電荷

（ΔQap）を算出する」 
特徴(a)は不明瞭なので、以下の議論では考慮しない。こ

の議論は、明細書に記載の要件についての当該技術的特

徴（例えば、「測定された電流又は測定された電位が特

定の電流条件又は電圧条件を予め定められた期間持続し

た状態を、当該電流及び電圧が定められた期間連続して

安定した状態とみなす」など）を請求項１に追加するこ

とで前記瑕疵はなくなるという仮定に基づいて行われ

る。 
明細書に基づき、本発明の課題は、二次電池の充放電正

味クーロン電荷量の推定にあたり、電流測定誤差の影響

を低下させ、充放電正味クーロン電荷量の推定をより正

確に行うことである。 
上記の課題の解決手段として、明細書には以下の手段が

記載されている：「まず、二次電池の電流と端末電位を

常時測定しておき、当該測定された電流又は測定された

電位が特定の電流条件又は特定の電圧条件が予め定めら

れた期間続いた状態を、当該電流及び電圧が定められた

期間連続して安定した状態とみなし、その予め定められ

た期間内に測定された電位及び電流の平均値と、二次電

池の部品抵抗値とに基づいて、電流が流れていない状態

における二次電池の電圧、すなわちゼロ電流時電位、と

その変化量を算出する。」「電圧の変化量と充放電正味

クーロン電荷との相関関係（満充電に近いほど電圧の経

時変化が小さい）を根拠として、ゼロ電流時電位の変化

量と充放電正味クーロン電荷の実測データに基づいて適

宜決定した係数及び一次元の近似関数を用い、上記算出

したゼロ電流時電位の変化量から、充放電正味クーロン

電荷を推定する。」 
(b)に関して、当業者は、請求項１の上記特徴(b)は、従来

技術の公知の方法又は公式を使って ΔVzo から ΔQe を算

出することを意味すると理解できる。 
明細書には以下が記載されている：「本発明は、電流測

定誤差の影響が少ないゼロ電流時電圧を用いた関数式に

より充放電正味クーロン電荷 ΔQap を推定していること

から、二次電池の充放電正味クーロン電荷を精度よく推

定できるという効果を奏する。」、「そして、測定対象

の二次電池に係るゼロ電流時電位の変化量と充放電正味

クーロン電荷との近似関数として、例えば、実測データ

に基づいて決定した以下の式を用いて、上記算出された

ゼロ電流時電位の変化量(ΔVzero)から、二次電池の推定

充放電正味クーロン電荷 (ΔQap)を算出する。 
ΔQap＝κ×ΔVzero＋δ （κ及び δ：実測データに基づい

て予め設定された定数）」 
ΔVzero から ΔQe を算出する手段もまた従来技術におい

て公知である。 
明細書と当該分野の技術常識に基づいて、ΔVzero から

ΔQe を算出することを可能とする明細書と従来技術に記

載される全ての方法と公式は、略同様の技術課題を解決

することができ、略同様の効果が期待できることを、当
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業者は合理的に推測できる。請求項１の特徴(b)の定義で

は、本件発明で解決しようとする技術課題を解決できな

い手段は包含しない。そうであれば、請求項１の特徴(b)
は認められる。 
結論として、特徴(b)の定義は許容でき、よって請求項１

はサポート要件を満たす。 

6. N/A 請求項に係る発明は、明細書の記載要件を満たしていな

い。なぜならば、当該出願開示において、出願人は、発

明出願の時点で、請求項に係る発明を実質的に独占して

いた（すなわち、当該発明は「特許権を取得できる状

態」にあったことが明記されていない）。サポート要件

を満たさない保護対象とは、前記ゼロ電流時電位

（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づいて、前記二次電池の

推定充放電正味クーロン電荷量（ΔQe）を算出する」に

関するステップをいう。請求項と当該明細書のいずれに

も、「測定の対象となる電池」に関する、前記ゼロ電流

時電位の変化量（ΔVzero）を算出する方法が記載されてい

ない。 
 
明細書において、電池［又は、代表となる電池］は、事

前に、電流と電圧が継続的に測定される（初めに、継続

して測定された電流と電圧）、という特徴を備えてい

る。前記ゼロ電流時電位（ΔVzero）［解放回路電圧］は、

事前に、ΔQap＝κ×ΔVzero＋δとなる当該関係が設定される

（「κ及び δ：当該測定データに基づき、事前に設定され

た定数」）、さまざまな間隔において、直接測定されて

いるものと思われる。 
  
 しかしながら、推定の対象となる当該電池のゼロ電流

時電位 (ΔVzero) を求める際に、ゼロ電流時電位 (ΔVzero) に
関して唯一開示されているのは、所定期間内に測定され

た、二次電池における電圧の平均値 (Vave) に、同期間内

に測定された電圧［原文では：電流］の平均値 (Iave) を部

品抵抗値 (Rcom) に乗算した値を加算（部品抵抗による電

圧降下分を補正）して算出された (ΔVzero = Vave + Rcom × 
Iave) ゼロ電流時電圧である。 

 
(ΔVzero) の算出は、前記「所定期間」内の電流と電圧の平

均値に依拠するため、「前記ゼロ電流時電位の変化量 
(ΔVzo)」は、前記電流と電圧（双方）の「一定期間」の

終点において算出されたゼロ電流時電位 (ΔVzero) から求

められるという推定は成立しない。［算出はともに、同

一の平均値に依拠し、(ΔVzero) の誤差がゼロとなるよう

な、同一のゼロ電流時電圧 (ΔVzero) を生じさせる］ 
 
以上のことを踏まえ、算定法の対象となる前記電池に係

るゼロ電流時電位(ΔVzero) の変化量 (ΔVzero) は、「一定期

間」内に算出されたゼロ電流時電位 (ΔVzero) と、前記の

ゼロ電流時電位 (ΔVzero) との誤差として求めるべきであ

る。当該明細書には、この誤差を求める際に、使用すべ

き他のゼロ電流時電位 (ΔVzero) が記載されていない。そ

れ故、当該明細書には、出願の時点で、出願人が当該方

法を実施する際に使用すべきゼロ電流時電位 (ΔVzero) を
理解していた旨が開示されていないことになる。また、

実施形態が一例も記載されていない。出願人が、前記電

荷の合計量、電荷残量、及び前記特定の電流又は電圧条

件を充足する２つの基準点の間で消費された電荷量の

み、を推定する方法を把握していたか否かは不明であ

る。 
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事例 6 
 
 EPO KIPO JPO 
1. No No No 
2. N/A N/A N/A 
3. 相互関係及びパーツが互いに動作させ

られる配置のない構造的要素の単なる

リストは、装置がどのように動作する

のかを当業者に理解させない。 
いかなる技術的な効果も特徴単独から

は明らかでないが、構造関係が規定さ

れることを必要とする。このケースで

は、請求項の要素の構造関係は、規定

されない。 
 
出願人は原則として、構造的特徴のリ

ストの形でクレームを作成することが

許されているものの、現在の請求項 1
は、以下の理由により明確ではない。 
 
 請求項の文章は以下の通りで

す。 
 
 “上面に活字を形成した活字

ブロックと、 
日付印字活字用の活字ユニットと、 
溝と、 
活字ケースと、 
活字台と、 
を備えた活字装置。” 
 
 欧州特許庁審査便覧 F 部第

IV 章 4.1 は、「請求項の用語の意味

は、可能な限り、請求項の文言のみか

ら当業者にとって明瞭なものでなけれ

ばならない」ことを示している。 
 
 特許請求の範囲で使用される

用語は、当業者によって識別され、理

解され得る技術的意味を有するという

意味で、個々に見て明確である。 
 
 しかしながら、特定の機能、

例えば「溝」の機能に関する情報をほ

とんど又は全く含まない現在の「リス

ト」形式の請求項は、請求項を解釈し

にくくする。 したがって、請求の範囲

はむしろ不明瞭である。不明瞭な範囲

は、請求項の明確さの欠如の異議につ

ながるだろう。 
 
EPO 審査官は、請求項に必須の特徴が

欠けている場合に請求項に異議を唱え

ることが求められる：”請求項は保護を

求める事項を定義するものであり、明

確に記載しなければならない。これは

請求項が技術的見地から理解されなけ

ればならないだけでなく、発明の不可

欠の特徴全てを明確に定義しなければ

ならないことも意味する…さらに、請

求項が明細書によって裏付けられなけ

ればならない旨の第 84 条の要件は、

発明を実行するときに不可欠なものと

して明細書に明確に提示されている特

徴にも適用される。…したがって、独

立請求項において不可欠の特徴が欠如

している場合には、明確性及びサポー

請求項１には、スタンプ装置、スタン

プユニット、溝、ケースと台の系統的

な接続、又は作業工程が設定されてお

らず、請求項に係る発明に含まれる各

構成部分が単に列挙されているにすぎ

ない。よって、当業者は本件明細書に

基づいて「名刺に日付を挿入する入力

装置」という本件発明に想到すること

はできないと判断する。 
 よって、韓国特許法第 42 条(4)(ii)に
従って、上記するような請求項の範囲

は、不明確であると判断することがで

きる。 

上記 Case Study 4 で言及したように、

明確性要件を満たすためには、請求項

に係る発明の範囲が明確であることに

加えて、特許を受けようとする発明が

請求項ごとに記載されるという、請求

項の制度の趣旨に照らして、一の請求

項に記載された事項に基づいて、一の

発明が把握されることが必要である。

（審査基準第 II 部第 2 章第 3 節 明確

性要件「2.1 明確性要件についての判

断に係る基本的な考え方」） 
したがって、例えば、発明の詳細な説

明の記載や出願時の技術常識を考慮し

ても、発明特定事項の技術的意味（発

明特定事項が、請求項に係る発明にお

いて果たす働きや役割）を理解するこ

とができず、さらに、出願時の技術常

識を考慮すると発明特定事項が不足し

ていることが明らかである場合には、

明確性要件違反となる。（審査基準第

II 部第 2 章第 3 節 明確性要件「2.2 明
確性要件違反の類型」 (2) b） 
 
請求項 1 においては、「上面に活字を

形成した活字ブロック」と「日付活字

用の活字ユニット」と「溝」と「ケー

ス」と「台」の各事項について、これ

らの間の構造的関係は何ら規定されて

おらず、明細書及び図面の記載並びに

技術常識を考慮しても、これら各事項

の技術的意味（請求項 1 に係る発明に

おいて果たす働きや役割）を理解する

ことができない。そして、活字装置の

発明においては、部品の技術的意味に

応じて他の部品との構造的関係が大き

く異なることが技術常識であり、かか

る技術常識を考慮すると、請求項 1 に

おいて、前記各事項の間の構造的関係

を理解するための事項が不足している

ことは明らかである。したがって、請

求項 1 の記載から発明を明確に把握す

ることができない。 
なお、上記各事項の間の構造的関係の

具体的な実施態様が明細書及び図面に

記載されており、上記各事項が当該実

施態様において果たす役割は理解でき

る。しかし、請求項 1 にはそのような

構造的関係が何ら規定されていないた

め、これら事項が請求項 1 に係る発明

において果たす役割をそのように限定

的に解釈することはできない。したが

って、明細書及び図面の記載を考慮し

ても、これら事項の技術的意味を理解

することができない。 
したがって、請求項 1 に係る発明は明

確でない。 
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ト要件に基づき対処する。” (欧州特許

庁審査便覧 F 部第 IV 章 4.5.1) 
 
このアプローチから出発して、明細書

で記載されるように解決すべき問題を

考慮して、： 
 
 “本発明が解決しようとする

課題は、名刺ケース内に収納された名

刺に日付を印刷するのに適した活字装

置を提供することである。” 少なくと

も、溝と、溝と活字ユニットとの技術

的関係に関する明細書の特徴、すなわ

ち、: 
 “日付を設定する場合は、ユ

ーザーは活字ケースの活字ユニットを

指又はピンセットのような工具で各活

字ユニットを変更する。彼らはスタン

プブロックを溝の中でスライドさせ

て、年、月、日の順に並べる。” は、

発明の必須の特徴と考えられる。した

がって、EPO 審査官はこれに反対し、

出願人に下線を引いた特徴に基づいて

請求項を補正するよう勧める。 
 
さらに、名刺に日付が見えるようにす

るためにカードに適用される活字物質

（例えばインク）は何も言及されてい

ない。スタンプからインクを名刺に転

写するためにインクがスタンプにどの

ように注がれるかは明確でない。 
4. No Yes No 
5. N/A 請求項が本件発明の明細書にサポート

されているか否かは、請求項に記載さ

れる主題に対応する事項が本件発明の

明細書に記載されているか否かにより

当業者の立場から判断される。本件発

明の請求項と明細書が文字通りに同一

であるというよりも、主題に言及する

請求項が本件発明の明細書の範囲を超

えるものであるかどうかを当業者の視

点で精査すべきである。 
上記請求項の場合、発明の詳細な説明

には「名刺に日付をスタンプするスタ

ンプ装置」に関する構成と作動原理が

記載されているが、発明の詳細な説明

に基づいて請求項のスタンプ装置を具

体化しても、当業者の視点から明細書

の範囲を超えて一般化ないし拡張する

こともないと判断され、さらに当業者

は請求項の主題の構成と作用効果を理

解することができると判断される。 
 よって、上記請求項は、発明の詳細

な説明によりサポートされていると判

断される。 

N/A 

6. 請求項 1 の全ての特徴が明細書に記載

されている場合であっても、明細書に

記載されているように解決すべき問題

を解決するための本質的な特徴、すな

わち、 明細書は請求項とは異なる一連

の本質的な特徴を教示しているため、

EPC 第 84 条の意味で請求項をサポー

トしていない。 
 
 具体的には、少なくとも日付

を設定するための溝と活字ユニットと

の関係を請求項に記載すべきである

N/A 上記 Case Study 4 で言及したように、

請求項に係る発明は、発明の詳細な説

明に記載した範囲を超えるものであっ

てはならない（特許法 36 条 6 項 1
号、サポート要件）。そして、サポー

ト要件を満たすか否かの検討は、請求

項に係る発明が、発明の詳細な説明に

おいて「発明の課題が解決できること

を当業者が認識できるように記載され

た範囲」を超えるものであるか否かを

調べることによりなされ、超えている

と判断された場合は、サポート要件を
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（明細書の関連箇所：「日付を設定す

る場合は、ユーザーは活字ケースの活

字ユニットを指又はピンセットのよう

な工具で各活字ユニットを変更する。

彼らはスタンプブロックを溝の中でス

ライドさせて、図 3 に示すように、

年、月、日の順に並べ、上記活字台に

それぞれ配置させる。」（明細書第 7
頁の最終段落参照）及び「また、日付

を印字するための活字ユニットは、活

字ケースに同心円状に形成された溝に

挿入される」（明細書、第 7 頁第 1 段

落）。 
 
また、後で活字から名刺に転写するた

めに活字物質（例えば、インク）がど

のようにスタンプに適用されるかが全

文で開示されていないことに留意すべ

きである。当業者によっては、EPC 83
条違反と判断されることさえあり得

る。つまり、当業者が”stamp base”が
浸透印装置を意味すると解釈した場合

である。  

満たしていないことになる。（審査基

準第 II 部第 2 章第 2 節 サポート要件

「2. サポート要件についての判断」） 
 
本願発明の課題は、明細書の記載か

ら、名刺入れ内の名刺等に日付を印字

するのに適する活字装置を提供するこ

とにあるといえる。 
明細書及び図面には、上記課題を解決

する手段として、上面に活字を形成し

た複数の活字ブロックの間を上下移動

が可能なように連結した複数の日付活

字用の活字ユニットと、複数の前記活

字ユニットがそれぞれ挿入される複数

の溝を同心円状に形成したケースと、

前記ケースに形成された溝の所定位置

に固定され、日付を設定するために前

記活字ブロックを位置決めするととも

に他の活字ブロックより高い位置にす

る台とを備えた活字装置が記載されて

いる（図 1～3 及び明細書におけるこれ

ら図面の説明の箇所参照）。 
しかしながら、請求項 1 においては、

活字装置における「上面に活字を形成

した活字ブロック」と「日付活字用の

活字ユニット」と「溝」と「ケース」

と「台」の間の構造的関係等、上記課

題を解決するための手段が何ら反映さ

れていないと認められる。 
そうすると、請求項 1 に係る発明は、

明細書又は図面に記載した範囲を超え

るものである。 
したがって、請求項 1 に係る発明はサ

ポート要件を満たさない。 

 
 
 CNIPA USPTO 
1. Yes No 
2. 特許法第 26 条(4)によれば、特許請求の範囲は、発明の技

術的特徴について特許の保護を求める事項を明確かつ簡潔

に定めるものとする。特許請求の範囲は、特許の保護を求

める範囲を決定する基礎として用いられるので、極めて重

要な記載である。 
 この条項によれば、特許請求の範囲は明確にすべきとい

う要件は、一方では各請求項は明確である必要があり、他

方では特許請求の範囲は全体として同様に明確である必要

がある、ということを意味する。 
2.1 各請求項は明確である必要がある 
これにより、各請求項のカテゴリーは明確でなければなら

ず、さらに各請求項で定義される保護範囲も明確でなけれ

ばならない。請求項の保護範囲は、その請求項で使われる

用語の意味に沿って解釈される。通常、請求項で使われる

用語は、従来技術で通常用いられる意味を持つものとして

理解される。また、特定の技術において周知で明確な意味

を持つものでない限り、意味が不明瞭な用語は請求項で使

用すべきではない。さらに通常では、請求項の範囲を不明

確にする恐れがあるので、「約(about)」、「ほぼ

(approximately)」、「など(etc.)」のような用語は請求項で

使用すべきではない。 
2.2 特許請求の範囲は全体として明確である必要がある 
 これは、請求項間の参照関係を明確とすることを意味す

る。従属請求項における付加的な技術的特徴は､従属請求項

が従属する請求項の技術的特徴をさらに定義するか、ある

いは新たな特徴を追加することもある。また、従属請求項

でさらに定義される技術的特徴は、従属請求項が従属する

請求項中に記載しなければならない。 

N/A 
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2.3 本件について 
請求項１には、発明の主題は製品クレームであることが明

確に記載されている。さらに、この製品クレームでは、

「スタンプ装置」という製品を定義するのに使用される

「スタンプブロック」､「スタンプユニット」、「溝」、

「ケース」及び「台」などの特徴は構造的特徴である。当

業者は請求項１のカテゴリーと請求項１に定義されるスタ

ンプ装置の主要な構成要素を理解することができる。 
請求項１の技術的特徴の全ては、当該技術において明確な

意味を持ち、異なる保護範囲を定義するものではなく、請

求項１の範囲を不明確にするものでもない。 
 最後に、スタンプ装置において、各部品間の構造的関係

は当該技術において技術常識であるので、当業者は請求項

１に記載される部品間の可能な関係について理解するであ

ろう。 
 上記に基づき、請求項１に係る発明は明確であり、第 26
条(4)に規定される明確性要件を満たす。 

3. N/A 請求項１は明確性要件を満たしていない。 
 
請求項１を確認したところ、開示されている資料は、部品

の「一覧表」、すなわち、１）上面に数字の活字を備えた

複数の活字ブロック、２）複数の日付活字用の活字ユニッ

ト、３）溝、４）ケース、そして ５）台、のみであっ

て、いかなる部品間の構造的関係も、相互の接続も開示さ

れていない。当該請求項から判断すると、当業者は、これ

らの部品がどのように組み合わさって「活字装置」を成す

のか、理解できないだろう。 
図１－３，及び明細書（３－１８行）において、求められ

る成果を出す（問題解決を図る）ための活字装置を構成す

る個々の部品間の動作関係が開示されている。しかしなが

ら、請求項１において、部品間の関係が一切記載されてい

ないため、当業者が、当該請求項の文言を解釈する際に、

当該明細書に記載の文言に固執することはないだろう（今

般、記載されている通りに、当該請求項を解釈するの

み）。たとえ印刷装置を成す汎用部品についての一般知識

を有していたとしても、請求項１において、これらの部品

が連動して動作／機能し、求められる成果を出す方法につ

いては、何ら情報が与えられていない（同様の装置におい

て、これらの部品を様々な構成にアレンジすることもあり

得る）。要するに、請求項１については、明確性要件が満

たされていない。 
4. No No 
5. N/A N/A 
6. 特許請求の範囲は明細書によりサポートされる必要があ

り、明確かつ簡潔に必要とする特許保護の範囲を定義す

る。(Patent Law, Article 26.4) 特許請求の範囲が明細書に

基づくものであるというのは、特許請求の範囲が明細書に

よりサポートされていることを意味する。各請求項で保護

が求められる技術的解決とは、明細書で十分に開示された

内容から当業者が直接又は一般化することで到達すること

ができるものであり、明細書に開示された範囲を超えては

いけない。 
当業者が、明細書に示された実施形態の全ての同等物又は

明白な変形物が、同一の特性又は用途を有するということ

を合理的に推測できる場合には、出願人は、全ての同等物

又は明白な変形物を網羅するために請求項の保護範囲を一

般化することができる。請求項の一般化は、当業者が、普

通名称又は相等する選択肢に含まれる 1 つ以上の特定の名

称又は選択肢が、発明又は実用新案により解決しようとす

る技術的課題を解決できない、及び同様の技術的効果を達

成することができない、という合理的な疑いを持つ場合に

は、請求項は明細書によりサポートされていないものとな

る。 
本件では、請求項１は以下を含むスタンプ装置について記

載する：上面にスタンプを形成したスタンプブロック､日付

スタンプ用のスタンプユニット、溝、ケース、及び台。明

細書の記載によれば､本件発明が解決する課題は、名刺入れ

請求項１はサポート要件を満たしていない。 
 
 先に述べたように、図１－３，及び明細書（３－１８

行）に、活字装置の動作可能な実施形態が開示されてい

る。実施装置一式を成す（上記一覧表に記載の）五大部品

間の構造的関係が述べられている。しかしながら、請求項

１において、前記部品間の構造的関係に関する記載がない

ことから、当該明細書によって裏付けられないことが当該

請求項に記載されていることになる。当該請求項の文言

（部品の一覧表のみ）には制約がなく、当該装置に多様な

バリエーションが生じ得るが、当該明細書によって裏付け

られるとはみなされないだろう。また、請求項１におい

て、当面の問題を解消する解決策／手段が提供／記載され

ていない。簡単な部品一覧表のみでは、前記の開示された

解決法を実施する装置を成しえない。要するに、請求項１

については、サポート要件が満たされていない。 



 

Page 81 of 97 

に収容された名刺に日付をスタンプするのに好適なスタン

プ装置を提供することである。上記課題を解決する手段と

して、明細書及び図面に記載されるスタンプ装置は以下を

含む：上面に日付用の数字のスタンプを形成した複数のス

タンプブロックが位置の上下移動可能なように連結した構

造を有する日付スタンプ用の活字ユニット；上記複数の活

字ユニットが同心円状に形成された複数の溝のそれぞれに

挿入されているケース；及び上記ケースの溝において、日

付を設定するために、前記スタンプブロックを位置決めす

るとともに他のスタンプブロックより高い位置にするよう

に設けられた１連の台（図１～３及びこれらの図面に関す

る明細書の記載を参照）。また、他の接続関係では当該課

題を解決できないことを当業者は認識することができる。

以上から、請求項１の範囲は本発明の明細書でサポートす

るには広範囲である。従って､請求項１の発明は、サポート

要件を満たさない。 
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5.  五庁事例研究の分析（事例 4-6） 
 
 



 

Page 83 of 97 

Overview 
 
- 請求項に係る発明は、明確性要件を満たすか。（Do the claimed inventions meet the 
clarity requirements?） 
 

 EPO JPO KIPO CNIPA USPTO 
Case 4 Yes Yes Yes Yes Yes 
Case 5 No Yes Yes No Yes 
Case 6 No No No Yes No 

 
-  Case 4 に対しては、五庁全て 同じ評価であった。 
-  Case 5 に対しては、JPO, KIPO, USPTO は Yes と判断し、EPO と CNIPA は No と判

断した。 
-  Case 6 に対しては、CNIPA のみが Yes と判断し、残りの 4 庁は、No と判断した。 
 
 
- 請求項に係る発明は、サポート要件を満たすか。（Do the claimed inventions meet the 

support requirements?） 
 

 EPO JPO KIPO CNIPA USPTO 
Case 4 Yes Yes Yes Yes Yes 
Case 5 Yes Yes Yes Yes No 
Case 6 No No Yes No No 

 
-  Case 4 に対しては、五庁全て 同じ評価であった。 
-  Case 5 に対しては、USPTO のみが No と判断し、残りの 4 庁は、Yes と判断した。 
-  Case 6 に対しては、KIPO のみが Yes と判断し、残りの 4 庁は、No と判断した。 
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5-1. Case Study 4 
 
 (1) 結果の概要 
五庁全てが Case Study 4 の請求項に係る発明は、明確性要件及びサポート要件のいず

れも充足すると判断した。 
 
 (2) 五庁における審査手法の比較研究 
 (i) 審査された用語 
五庁は、請求項 1 の「～する手段 means for ～ing」（＊）という記載が存在すること

に起因して請求項 1 に係る発明が不明確となっているか否かについて、審査した。 
 
 
 (ii) 明確性要件の判断における各庁の考え方 

EPO は、「～のための手段（means for）」という語句はコンピュータ実施関連発明の

分野において十分に確立されているとした。第一の機能的特徴、すなわち、「タッチスク

リーン（12）中の、キーボード配列（15）のキーが表示されていない領域に対してタッ

チがなされたか否かを判断するタッチ検出手段（31）」に関して、ヒューマンマシンイン

タフェース、より詳細には、タッチスクリーンがあるスマートフォン又はタブレットの分

野の当業者は「タッチ検出手段」などをどのように設計するかを知っているだろうことか

ら、この特徴は明確であると考える。当業者が、工夫を凝らす必要なく、容易に機能を発

揮するための手段を提供できるべきである。第二の機能的特徴についても同様である。当

業者はディスプレイ・スイッチング・コントロール手段の機能及び当該機能を実行するキ

ーボード変更手段をどのように設計するかを容易に理解できるであろうと判断した。 
 

JPO は、「・・・を判断するタッチ検出手段（31）」とは、請求項の記載及び技術常

識から、 “タッチスクリーン中のキーボード配列のキーが表示されていない領域に対して

タッチがなされた”という場合に、“タッチがあった”と判断するという手段を意味すると、

当業者であれば理解することができる。また、「・・・に変更するキーボード変更手段

（33）」とは、請求項の記載及び技術常識から、“タッチ検出手段（31）により前記予め

定められた領域に対してタッチがなされたと判断された”という場合に、“タッチスクリー

ンに表示中のキーボード配列を、半導体メモリに記憶された他のキーボード配列のいずれ

かに変更する”手段を意味すると、当業者であれば理解することができると判断した。 
 

KIPO は、発明の詳細な説明又は図面を参酌することで、当業者は請求項に記載された

主題及び「～する手段  means for ～」という記載を明確に理解できるので、

当該請求項は韓国特許法第 42条(4)(ii)の要件を満たすと判断することができるとした。 
 

CNIPA は、「タッチ検出手段」の技術的特徴は、「タッチスクリーン上の、キーボード

配列のキーが表示されていない予め定められた領域に対してタッチがなされたか否かを判

断する」という機能を実施することができる全ての手段を包含するものとして解釈され、

請求項の記載及び当該技術分野の技術常識を考慮することで、「～を判断するタッチ検出

手段（31）」が正確に意味することは、当業者が明確に理解することができるとした。(2)
に関して、「キーボード変更手段」の技術的特徴は、「前記タッチ検出手段によりタッチが

前記予め定められた領域に対してなされたと判断された場合に、タッチスクリーンに表示

中のキーボード配列を、前記半導体メモリに記憶された他のキーボード配列のいずれかに
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変更する」という機能を実施することができる全ての手段を包含するものとして解釈され

る。したがって、請求項の記載及び当該技術分野の技術常識を考慮することで、「～に変

更するキーボード変更手段」が正確に意味することは、当業者が明確に理解することがで

きると判断した。 
 

USPTO は、この事例では、コンピュータ実施機能についての特許法第１１２条（ｆ）

のクレーム限定に対応する構造は明細書に開示された汎用目的のコンピュータ又はマイク

ロコンピュータを変換するために必要とされるアルゴリズムを含んでいなければならない

とした。そして、明細書に記載されたタッチ検出手段に関するステップ及び明細書に記載

されたキーボード変更部に関するステップの実行を意図した、プロセッサーをプログラミ

ングする方法を知っていたであろう。クレームされた機能を実行するために、汎用ＣＰＵ

を特殊用途のＣＰＵに変える方法については、十分な記載がなされていると判断した。 
 
 (iii) サポート要件の判断における各庁の考え方 

EPO では、EPO の審査官は、請求項の本文と明細書の本文とを比べ、例えば可能な不

適当や不一致を発見する。また、審査官は、請求項に係る発明が、明細書及び図面から正

当化される範囲を超えるものであるかどうか、そして、技術的な貢献を果たすかどうかを

確認する。本件において、クレームで特定される全ての特徴及びその各機能は明細書中に

根拠が示されていると判断した。 
 

JPO では、サポート要件を満たすか否かは、請求項に係る発明と、発明の詳細な説明

に発明として記載されたものとの実質的な対応関係について検討することによって判断さ

れる。そして、技術常識を考慮すると、当業者であれば、課題は、タッチ検出部のような

検出手段と、キーボード変更部のようなキーボード変更手段によって、本願発明の課題が

解決できると認識することができるから、課題を解決するための手段が反映されていると

判断した。 
 

KIPO では、請求項が本件発明の明細書にサポートされているか否かは、請求項に記載

される主題に対応する事項が本件発明の明細書に記載されているか否かにより当業者の立

場から判断される。そして、請求項に記載される特徴は明細書の記載によりサポートされ

ていることが当業者に明白であると判断した。 
 

CNIPA では、機能により定義される特徴を含む請求項では、機能による定義が明細書

でサポートされているかどうかを検討する。明細書の記載及び当該技術分野の技術常識に

基づいて、当業者は、明細書に示される実施形態の全ての同等物又は明白な変形物が、同

一の特性又は用途を有するということを合理的に推測できるとした。 
 

USPTO では、コンピュータ実施関連の機能的クレームを審査する際、審査官は，発明

者がクレームされた主題を発明したと当該技術における当業者が妥に結論づけることがで

きるほどに十分に詳細に明細書がクレームされた機能を果たすコンピュータ及びアルゴリ

ズムを開示しているか否かについて判断しなければならない。本件において、当業者は、

例えば、コンピュータをプログラミングして、クレームされた機能を実行することにより、

前記発明を成し、利用することが可能であっただろう。ベストモード要件は、キーがタッ

チスクリーンに表示されない領域において、タッチを検出することであると判断した。 
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5-2. Case Study 5 
 
 (1) 結果の概要 
明確性要件について、JPO, KIPO, USPTO は、充足すると判断し、EPO と CNIPA は、

充足しないと判断した。また、サポート要件について、USPTO のみが充足しないと判断

し、残りの 4 庁は、充足すると判断した。 
 
 (2) 五庁における審査手法の比較研究 
(i) 審査された用語 

五庁は、（a）「特定の電流条件又は特定の電圧条件」という記載が存在することに起

因して請求項 1 に係る発明が不明確となっているか否か、（b）「前記ゼロ電流時電位

（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づいて、前記二次電池の充放電正味クーロン電荷量

（ΔQap）を算出する」という記載が存在することに起因して請求項 1 に係る発明が不明

確となっているか否かについて、審査した。 
 
 (ii) 明確性要件の判断における各庁の考え方 

EPO は、論点（a）に関して、特定の条件は明細書の教示から理解できるが、審査官は

その「選択」がどのように行われるのか疑問を持つかもしれない。この点は出願書類には

教示されておらず、いかなる範囲でテストが動作するのか不明である。加えて、「推定す

る」という文言は大変曖昧であり、推定がどの程度近似したものなのか、どのような範囲

で動作を行うのか、当業者には不明であろうとした。また、審査官は、達成されるべき結

果によって発明が規定されているか否か確認する。本件の場合、明細書に鑑みて、保護の

範囲を過度に限定することなく、発明をより正確に規定することが可能であると EPO の

審査官は考えるであろう。論点（b）に関しては、請求項は「ゼロ電流時電圧を算出す

る」と規定しているが、このステップが後に繰り返されるとは述べていない。従って、

「前記ゼロ電流時電圧の変化量」という文言は不明確であり、基準点が規定されていない

のであるから、一回の計算で変化を判定することは可能ではない。明細書において計算が

なされる方法は、当業者にとって簡潔に明確でないと考えられる。当業者が本請求項を読

んだ場合、計算が如何にして行われるのか疑問に思うであろう。上記計算のための式は、

発明によって解決されるべき課題を解決するための本質的な特徴としてさらに記載されて

いるから、明確性を欠くと考えられると判断した。 
 

 JPO は、(a)について、「特定の電流条件又は特定の電圧条件」とは、請求項における

「特定の電流条件又は特定の電圧条件が予め定められた期間続いた場合に、二次電池の端

子間の電位からゼロ電流時電位（Vzero）を算出する」という記載からみて、二次電池にお

いて、ゼロ電流時電位の算出をする条件として適宜設定される任意の電流又は電圧条件を

意味すると、当業者であれば理解することができる。(b)について、、「ゼロ電流時電位

（Vzero）」とは、電流がゼロ（流れていない）ときの電位を意味することは明らかである。

そして、「ゼロ電流時電位（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づいて、前記二次電池の充放電

正味クーロン電荷量（ΔQap）を算出する」とは、二次電池における充放電正味クーロン

電荷量と電圧の変化量とは相関しているという技術常識と、一般に、互いに相関している

変数の相関関係は、既知のデータに基づき予め決定した係数を有する近似関数によって適

宜表現し得るという技術常識から、ゼロ電流時電位の変化量（ΔVzero）と充放電正味クー

ロン電荷電気量（ΔQap）との関数を用いて、ΔVzero から ΔQap を算出することを意味する

と、当業者であれば理解することができると判断した。 
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KIPO は、(a)について、二次電池の特性に基づいて特定の電流又は特定の電圧が決定さ

れる場合、その用語自体に基づいて当該電流と電圧は十分に特定されると判断することが

できる。(b)について、追加説明はなされていないが、「ゼロ電流時」とは二次電池の外部

に流れる電流がゼロ値を示すことを意味し、当該ゼロ電流時は、二次電池の内部抵抗によ

り生じる内部電流に起因した電力損失により電圧が降下することで起きることを当業者は

明確に理解することもできる。さらに、上記事項は請求項に係る発明の詳細な説明に十分

に示唆されていると判断した。 
 
CNIPA は、(a)に関して、当業者は、どの電流条件又は電圧条件を「特定の電流条件又

は電圧条件」という特徴として定義するのかが判断できない。当業者は特定の電流条件又

は電圧条件と選択されない他の電流条件又は電圧条件を区別できない。そのため、当業者

は、二次電池の端末間電位からゼロ電流時電位（Vzero）を算出する条件を明確に判断でき

ない。さらに、明細書によれば、当該技術的特徴は、二次電池の端末間電位からゼロ電流

時電位（Vzero）を算出する条件は発明が解決する技術的課題を解決するのに必須のもので

あるとした。一方、(b)に関しては、用語が従来技術で通常用いられるのと同じ意味で使

われていることが明白であるから、従来技術で周知の方法又は公式を用いて Vzero から

ΔQe を算出することを意味していると理解でき、この記載は、当業者に明白で、許容され

ると判断した。 
 
USPTO は、(a)について、当業者は、この記載が「所定の」［すなわち、任意の］電流

条件又は電圧条件を指していることを理解するだろう。当該明細書に照らしてみると、

「条件」が強度、又は強度の変動幅を指していることが理解できるだろうと判断した。

(b)について、当業者は、ゼロ電流時電位の変化量（ΔVzero）が、任意の一度目と二度目の

時間において算出されたゼロ電流時電位（ΔVzero）の間に求められることを理解している

だろう。この変化量に「基づき」という言い回しも明確で、当業者は、２つの変数の間に

は何らかの相関関係があり、一方の変数値を見れば、もう一方の変数値を推定できること

を理解すると判断した。 
 
 (iii) サポート要件の判断における各庁の考え方 

EPO は、明細書は、請求項と明細書を読んだ当業者が、過度な負担を必要とせず、自

身の一般的知識を用いて発明を実施することを可能としていると判断した。 
 

JPO は、本願発明の課題は、明細書の記載から、二次電池の充放電正味クーロン電荷

量の推定にあたり、電流測定誤差の影響を低下させ、充放電正味クーロン電荷量をより正

確に行うことといえる。そうすると、技術常識を考慮することで、当業者であれば、二次

電池において、特定の電流条件又は特定の電圧条件が予め定められた期間続いた場合に、

電流測定誤差の影響が少ないゼロ電流時電位を算出し、その変化量に基づいて充放電正味

クーロン電荷量を推定するという手段によって、本願発明の課題が解決できると認識する

ことができるから、上記手段が反映されていると判断した。 
 

KIPO では、請求項が本件発明の明細書にサポートされているか否かは、請求項に記載

される主題に対応する事項が本件発明の明細書に記載されているか否かにより当業者の立

場から判断される。そして、請求項に記載される特徴は明細書の記載によりサポートされ

ていることが当業者に明白であるとした。 
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CNIPA は、例えば「測定された電流又は測定された電位が特定の電流条件又は特定の電

圧条件を予め定められた期間持続した状態を、当該電流及び電圧が定められた期間連続し

て安定した状態とみなす」など、明細書に記載される要件に関する技術的特徴を請求項１

に追加することで上記瑕疵がなくなる場合にサポート要件を満たすとした。特徴(a)は不

明瞭なので、瑕疵はなくなるという仮定に基づいて検討がなされた。明細書に基づき、本

発明の課題は、二次電池の充放電正味クーロン電荷量の推定にあたり、電流測定誤差の影

響を低下させ、充放電正味クーロン電荷量の推定をより正確に行うことである。そして、

その解決手段が明細書に記載されているとした。(b)に関して、明細書と当該分野の技術

常識に基づいて、ΔVzeroから ΔQeを算出することを可能とする明細書と従来技術に記載

される全ての方法と公式は、略同様の技術課題を解決することができ、略同様の効果が期

待できることを、当業者は合理的に推測できるから(b)の定義は許容できるとした。 
 

USPTO は、「前記ゼロ電流時電位（Vzero）の変化量（ΔVzero）に基づいて、前記二次

電池の推定充放電正味クーロン電荷量（ΔQe）を算出する」に関するステップについて、

請求項と当該明細書のいずれにも、「測定の対象となる電池」に関する、前記ゼロ電流時

電位の変化量（ΔVzero）を算出する方法が記載されていないとした。出願の時点で、出願

人が当該方法を実施する際に使用すべきゼロ電流時電位 (ΔVzero) を理解していた旨が開示

されていないことになる。また、実施形態が一例も記載されていないと判断した。 
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5-3. Case Study 6 
 
 (1) 結果の概要 
明確性要件について、CNIPA のみが充足すると判断し、残りの 4 庁は、充足しないと判

断した。また、サポート要件について、KIPO のみが充足すると判断し、残りの 4 庁は、

充足しないと判断した。 
 
 (2) 五庁における審査手法の比較研究 
(i) 審査された用語 
五庁は、請求項 1 に係る発明が、「上面に活字を形成した活字ブロック」と「日付活字用

の活字ユニット」と「溝」と「ケース」と「台」の間の構造的関係が特定されていないこ

とに起因して不明確となるか否かについて、審査した。 
 
 
 (ii) 明確性要件の判断における各庁の考え方 

EPO は、相互関係及びパーツが互いに動作させられる配置のない構造的要素の単なる

リストは、装置がどのように動作するのかを当業者に理解させないとした。特定の機能、

例えば「溝」の機能に関する情報をほとんど又は全く含まない現在の「リスト」形式の請

求項は、請求項を解釈しにくくする。そして、明細書で記載されるように解決すべき問題

を考慮して、本発明が解決しようとする課題は、名刺ケース内に収納された名刺に日付を

印刷するのに適した活字装置を提供することである。「日付を設定する場合は、ユーザー

は活字ケースの活字ユニットを指又はピンセットのような工具で各活字ユニットを変更す

る。彼らはスタンプブロックを溝の中でスライドさせて、年、月、日の順に並べる。」点

は、発明の必須の特徴と考えられる。さらに、名刺に日付が見えるようにするためにカー

ドに適用される活字物質（例えばインク）は何も言及されておらず、スタンプからインク

を名刺に転写するためにインクがスタンプにどのように注がれるかは明確でないとした。 
 
 JPO は、「上面に活字を形成した活字ブロック」と「日付活字用の活字ユニット」と

「溝」と「ケース」と「台」の各事項について、これらの間の構造的関係は何ら規定され

ておらず、明細書及び図面の記載並びに技術常識を考慮しても、これら各事項の技術的意

味（請求項 1 に係る発明において果たす働きや役割）を理解することができない。そして、

活字装置の発明においては、部品の技術的意味に応じて他の部品との構造的関係が大きく

異なることが技術常識であり、かかる技術常識を考慮すると、請求項 1 において、前記各

事項の間の構造的関係を理解するための事項が不足していることは明らかであるとした。 
 

KIPO は、スタンプ装置、スタンプユニット、溝、ケースと台の系統的な接続、又は作

業工程が設定されておらず、請求項に係る発明に含まれる各構成部分が単に列挙されてい

るにすぎない。よって、当業者は本件明細書に基づいて「名刺に日付を挿入する入力装

置」という本件発明に想到することはできないと判断した。 
 

CNIPA は、発明の主題は製品クレームであることが明確に記載されている。さらに、

この製品クレームでは、「スタンプ装置」という製品を定義するのに使用される「スタン

プブロック」､「スタンプユニット」、「溝」、「ケース」及び「台」などの特徴は構造

的特徴である。当業者は請求項１のカテゴリーと請求項１に定義されるスタンプ装置の主

要な構成要素を理解することができる。請求項１の技術的特徴の全ては、当該技術におい
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て明確な意味を持ち、異なる保護範囲を定義するものではなく、請求項１の範囲を不明確

にするものでもない。スタンプ装置において、各部品間の構造的関係は当該技術において

技術常識であるので、当業者は請求項１に記載される部品間の可能な関係について理解す

るであろうとした。 
 
 USPTO は、開示されているのは、部品の「一覧表」、すなわち、１）上面に数字の活

字を備えた複数の活字ブロック、２）複数の日付活字用の活字ユニット、３）溝、４）ケ

ース、そして ５）台、のみであって、いかなる部品間の構造的関係も、相互の接続も開

示されていない。当該請求項から判断すると、当業者は、これらの部品がどのように組み

合わさって「活字装置」を成すのか、理解できないだろうと判断した。たとえ印刷装置を

成す汎用部品についての一般知識を有していたとしても、請求項１において、これらの部

品が連動して動作／機能し、求められる成果を出す方法については、何ら情報が与えられ

ていないとした。 
 
 (iii) サポート要件の判断における各庁の考え方 

EPO は、請求項 1 の全ての特徴が明細書に記載されている場合であっても、明細書に

記載されているように解決すべき問題を解決するための本質的な特徴、すなわち、 明細

書は請求項とは異なる一連の本質的な特徴を教示しているため、EPC 第 84 条の意味で請

求項をサポートしていない。具体的には、少なくとも日付を設定するための溝と活字ユニ

ットとの関係を請求項に記載すべきであると判断した。また、後で活字から名刺に転写す

るために活字物質（例えば、インク）がどのようにスタンプに適用されるかが全文で開示

されていないことに留意すべきとした。 
 
JPO は、本願発明の課題は、明細書の記載から、名刺入れ内の名刺等に日付を印字す

るのに適する活字装置を提供することにあるといえる。しかしながら、請求項 1 において

は、活字装置における「上面に活字を形成した活字ブロック」と「日付活字用の活字ユニ

ット」と「溝」と「ケース」と「台」の間の構造的関係等、上記課題を解決するための手

段が何ら反映されていないと認められ、請求項 1 に係る発明は、明細書又は図面に記載し

た範囲を超えるものであると判断した。 
 
KIPO は、発明の詳細な説明には「名刺に日付をスタンプするスタンプ装置」に関する

構成と作動原理が記載されているが、発明の詳細な説明に基づいて請求項のスタンプ装置

を具体化しても、当業者の視点から明細書の範囲を超えて一般化ないし拡張することもな

いと判断され、さらに当業者は請求項の主題の構成と作用効果を理解することができると

判断した。 
 
CNIPA は、明細書の記載によれば､本件発明が解決する課題は、名刺入れに収容された

名刺に日付をスタンプするのに好適なスタンプ装置を提供することである。上記課題を解

決する手段として、明細書及び図面に記載されるスタンプ装置は、上面に日付用の数字の

スタンプを形成した複数のスタンプブロックが位置の上下移動可能なように連結した構造

を有する日付スタンプ用の活字ユニット；上記複数の活字ユニットが同心円状に形成され

た複数の溝のそれぞれに挿入されているケース；及び上記ケースの溝において、日付を設

定するために、前記スタンプブロックを位置決めするとともに他のスタンプブロックより

高い位置にするように設けられた１連の台を含む。また、他の接続関係では当該課題を解
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決できないことを当業者は認識することができ、請求項１の範囲は本発明の明細書でサポ

ートするには広範囲であるとした。 
 

USPTO は、図１－３，及び明細書（３－１８行）に、活字装置の動作可能な実施形態

が開示され、実施装置一式を成す（上記一覧表に記載の）五大部品間の構造的関係が述べ

られている。しかしながら、請求項１において、前記部品間の構造的関係に関する記載が

ないことから、当該明細書によって裏付けられないことが当該請求項に記載されているこ

とになる。また、請求項１において、当面の問題を解消する解決策／手段が提供／記載さ

れていない。簡単な部品一覧表のみでは、前記の開示された解決法を実施する装置を成し

えないと判断した。 
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6.  五庁事例研究に対する五庁ユーザ

ーの意見（事例 4-6） 
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1. ユーザーの立場 1 
 
・事例 4-6 について、五庁ユーザーから様々な意見が寄せられた。 
・ユーザーの意見を一括りにすることは難しいと思われる。 
 
2. ユーザーレビューの結果 
 
 明確性要件を満

たしているか 
サポート要件を

満たしているか 
主な意見 

事例 4 Yes と No が同

数であった 
Yes がやや多かっ

た 
・クレームは、「文字入力装置」の各

構成要素の機能と、当該構成要素間の

関係性を十分に特定している。 
・広義に定義された「・・・手段」の

構成要素の機能を実施するための具体

的な構造又はステップが明細書で全く

記載されていない。 
事例 5 No がやや多か

った 
回答が Yes, No, 
Both に分かれた 

・当業者には特許請求の範囲が自明で

ある。電流又は電圧を測定して、これ

がある条件を満足するかどうか判定す

るあらゆるケースをクレームが包含す

ると思われる。 
・「特定の電流条件又は電圧条件」を

当業者が理解できる程度に十分な説明

がなされていない。 
事例 6 No がやや多か

った 
Yes がやや多かっ

た 
・それぞれの用語が示すものを明細書

と図面で示している。明細書と図面

で、曖昧さの問題に対応できているよ

うに思われる。 
・構成要素間の関係に関する説明がな

いので、本発明の「活字装置」の請求

の範囲が特定されておらず不明確であ

る。 
 
 
 
 
 
 
 

                                            
1 ユーザーの立場は、以下の団体によって、それぞれの国において取りまとめられたものである。米国知的

財産権法協会 (AIPLA)、ビジネスヨーロッパ (BE)、米国知的財産権者協会 (IPO)、日本知的財産協会

(JIPA)、韓国知的財産保護協議会 (KINPA)、中国専利保護協会 (PPAC)。 
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7.  五庁事例研究のまとめ（事例 4-6） 
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1. ユーザーと五庁の各事例に対する判断の概観 
 
  User EPO JPO KIPO CNIPA USPTO 
事例 4 
 

明確性

要件 
Yes と No が同

数であった 
Yes Yes Yes Yes Yes 

サポー

ト要件 
Yes がやや多か

った 
Yes Yes Yes Yes Yes 

事例 5 
 

明確性

要件 
No がやや多か

った 
No Yes Yes No Yes 

サポー

ト要件 
回答が Yes, No, 
Both に分かれ

た 

Yes Yes Yes Yes No 

事例 6 
 

明確性

要件 
No がやや多か

った 
No No No Yes No 

サポー

ト要件 
Yes がやや多か

った 
No No Yes No No 

 
 
2. ユーザーと五庁の各事例に対する判断の詳細 
 
(1) 事例 4 
  
 五庁はそれぞれ、下記の理由に基づき、明確性を満たすと判断した。 
 「～のための手段(means for)」という語句はコンピュータ実施関連発明の分野で十分

確立されている。EPO のガイドラインは、このような案件の取扱いについて、明瞭な

解説を提供している。（EPO） 
 請求項の記載と技術常識から「～手段」の意味を理解できる（JPO） 
 発明の詳細な説明又は図面を参酌することで「～手段」という記載を明確に理解でき

る（KIPO） 
 請求項の記載および技術常識を考慮すると「～手段」の意味を明確に理解できる

(CNIPA) 
 明細書に記載された必要な工程を実行するために、如何にしてコンピュータをプログ

ラム化するかは十分開示されている（USPTO）。 
 
また、五庁は、請求項に記載の事項が明細書に十分開示されている（EPO、JPO、

KIPO、CNIPA）、クレームされた機能を果たすコンピュータ及びアルゴリズムを明細書

が開示しているため（USPTO）、それぞれサポート要件を満たすと判断した。 
ユーザーの判断は、明確性についてクレームの文言を見れば当業者に自明であるとする

意見があった一方、サポート要件について、「・・・手段」が十分に開示されていないと

する意見も存在した。 
五庁の判断は、請求項のみから明確性を判断するものと、コンピュータ実施関連発明の

分野に鑑みて明細書の記載を参酌して判断するものに手法が分かれたものの、明確性、サ

ポート要件をともに満たすとする見解であった。ユーザーのサポート要件を満たさないと

する意見も、コンピュータ実施関連発明についての開示の十分性の考え方によるものと思

われる。 
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(2) 事例 5 
 五庁の判断は、明確性の論点(a)について、特定の条件は明細書からは理解できるもの

の請求項の記載からは明確ではないとする EPO、CNIPA の意見と、請求項の記載自体又

は明細書を参酌することで当業者には明確であるとする JPO、KIPO、USPTO の意見が

あった。明確性の論点(b)について、ゼロ電流時電圧の算出ステップが請求項の記載から

は不明確であるという EPO の意見と、明細書の記載又は技術常識からゼロ電流時電圧を

算出する方法は理解できるという JPO、KIPO、CNIPA、USPTO の意見があった。 
 事例５のサポート要件について、五庁の判断は分かれた。明細書の開示は当業者が読め

ば、請求項をサポートしているという EPO、JPO、KIPO の意見と、論点(a)については瑕

疵がなくなると仮定すれば、解決手段は明細書に記載されており、論点(b)の定義は当業

者が合理的に推測できるから許容できるという CNIPA の意見、ゼロ電流時電位の変化量

を算出する方法が記載されていないため、請求項はサポート要件を満たさないという

USPTO の意見があった。 
 ユーザーの意見は、不明確と判断した場合には、「特定の電流条件又は電圧条件」につ

いて十分理解できないとする意見が多かった。サポート要件に関するユーザーの意見は分

かれたが、「特定の電流条件又は電圧条件」に着目して、当該条件のあらゆるものがクレ

ームに含まれると解釈できるという意見や、特定の条件が十分に開示されていないとする

意見があった。 
 五庁の意見は、明確性、サポート要件のいずれかを満たさないとする庁が３庁、いずれ

も満たすとする庁が２庁であった。五庁の判断は、請求項の記載の解釈において、明細書

の記載を参酌する程度において相違したと考えられる。ユーザーは、「特定の電流条件又

は電圧条件」という記載については、許容されないとする意見が多かった。 
 
 
(3) 事例 6 
 五庁は、下記の理由に基づき、当該事例が明確性又はサポート要件の少なくともいずれ

かを満たさないと判断した。 
 請求項は必須の構成を欠いており不明確であるし、請求項に記載すべき事項が記載さ

れておらずサポートもされていない（EPO）、 
 技術常識を考慮しても構造の技術的意味を理解できず不明確であるし、課題の解決手

段が請求項に反映されていないからサポートもされていない（JPO）、 
 発明の詳細な説明に基づいて請求項のスタンプを具体化できるのでサポートはされて

いるが、請求項には各構成部分が列挙されているだけで不明確である（KIPO）、 
 スタンプ装置の構成要素は理解できるので明確であるが、請求項の範囲は明細書でサ

ポートするには広範囲である（CNIPA）、 
 請求項は部品間の構造的関係を開示しておらず不明確であり、明細書によって裏付け

られないことが請求項に記載されておりサポートもされていない（USPTO）。 
 

ユーザーの判断は、明確性について、構成要素間の関係についても説明がないため不明

確であるとするものがある一方、サポート要件について、それぞれの用語が示すものが明

細書と図面で開示されているという意見も存在した。 
 五庁の意見は、明確性又はサポートのいずれかを満たさないという観点では一致してお

り、事例６のような請求項の記載は許容されにくいものと考えられる。ユーザーの判断も、

サポート要件については満たすとする意見も存在したが、明確性については満たさないと
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いう意見が多く、事例６のような請求項の記載については許容されないとの考えが多いと

思われる。 
 
3. 事例 4-6 の記載要件に関する PHEP のまとめ 
 PHEP では、官庁の意見のみならず、ユーザーの意見を踏まえながら、議論を進めてい

る。 
 事例 4-6 の五庁及びユーザーの検討を通じて、「・・・手段」のようなクレームは、コ

ンピュータ実施関連発明に関する請求項の記載として、五庁の判断では許容されうる場合

があるが、ユーザーとしてはもう少し明確なクレームの書き方を求める意見が存在するこ

とが明らかとなった。 
また、特定の条件のような表現や、機能的に特定された算出方法を請求項に記載する場

合は、技術分野によって、明細書の記載の参酌の程度や、当業者技術水準の設定が各庁で

異なることが明らかとなった。ユーザーは機能的な請求項の記載については、否定的な意

見が多かった。 
さらに、装置の各構成要素の関係を明示しないクレームは、五庁の意見として、許容さ

れにくいクレームである。そのようなクレームは、ユーザーの見解としても好ましくない

ようであった。 
事例研究の結果、コンピュータ実施関連発明など特定の技術分野においては認められう

る請求項の記載があること、特定の条件のような表現や、機能的に特定された算出方法を

請求項に記載する場合には、明細書に当該分野の当業者の技術水準を十分に開示する必要

があること、装置の請求項では、各装置の関係を請求項で特定する必要があること、など

が示唆された。 
 

[以上] 
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